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第1章緒論

生産システムの構成サブシステムのなかで、搬送系システムは最も遅れて

自動化、自律化に手がつけれた分野の一つである1)2)。搬送系の自動化は、

NC機械やロポットを用いた加工、組み立てシステム3)山、 CAD/CAM

を用いた設計システム引ー7)、各種手法による生産計画・生産管理システム

8) -1 1 )、自動倉庫等の物流在庫システム4)等、比較的自動化の容易なサブシ

ステムの島12)13)を経て、ようやくそれらを結ぶ搬送系の自動化に到達した

かのような感がある。 1985年の市場規模調査の統計によっても、 NC機械市

場が約5，400百万ドル、ロポット市場が約2，300百万ドル、 CAD/CAMが
約1，000百万ドルであるのに対し、 AG V (Automated Guided Vehicle)のそ
れは約20百万ドル程度である1)。しかし、 AGVシステムの導入数は1980年

以降急増しており、その成長にはめざましいものがある2)。

1910年代に始まったフォード社の大量生産形態では、生産工程聞の物流は

工作、組み立て機械と一体となった柔軟性の希薄なコンベアが担っており、

独立した搬送系と呼ぶことのできないものであった。生産工程に対し搬送系

がその独立した機能を持つようになるには、近年の多品種少申量生産に対す

る自動化の高まりが必要であった。この生産形態に適合する生産システムと

して登場してきたのが、 FM S (Flexible Manufacturing System)である。

この自動化生産システムを最初に登場させた米国のKearney& Trecher社は、
次のようにFMSを定義した13¥ r(l)数台の工作機械で構成されたいくつ

かの加工ステーションと、 (2)部品搬送用のマテリアルハンドリングシステム
を持ち、 (3)特有のアルゴリズムを用いたコンピュータ制御のシステムJ。こ

の表現に現われているように、 FMSでは独自の機能を有する搬送系システ

ムが不可欠であることがうかがえる。このように、生産工程を柔軟にかっ効

率よく結ぶ自動掻送システムは、 1960年代後半のFMSの誕生とともに注目

され始めてきた。以後、自動搬送システムの発展は、機能上の柔軟性を追求

しながら現在に至っている。

搬送方向の自由度を規定する搬送パターンの形態については、直線形から

ループ形、ネット形、ツリー形、更にはランダムアクセス形へと柔軟性の高

い形態への移行がみられる 13)14)。もちろん産業分野により必要とする自動

搬送システムの主体となるハードウェアは異なり、コンベアから、ロポット、

執条台車、クレーン、モノレール、無人搬送車といった多種多様なシステム
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が共存している4)13)。また、繊送容量としては、自動車産業界において自動

車のフレームを搬送する数トン容量のものから、近年の電子部品業界におけ

る数キログラム容量のもの1)4) 13)、ハンドリングできるワークの形状として

は、角物形状、回転形状、平板形状から、さらにはサービス業界における規

格化されていないサービス品の運搬等13)、それぞれの時代の産業界からの要

請に応える様々な搬送システムが開発されてきている15)16)。

これら自動搬送システムをハード面から支える要素技術は早くからあった

が、現在では、それらに先端技術と呼ばれるものの応用も研究されつつある。

センサー技術におけるレーザー、レーダ一、音響光学機器、磁気、画像処理

技術、超音波、 CCDカメラ等、誘導技術における慣性航法、衛星利用、マ

ップマッチング技術等、通信技術におけるデータキヤリヤや移動体通信等の

面で数多くの試みがなされている17)18)。このように極めて多種多様化する

自動搬送システムの中で、現在注目されているのが無人搬送車システムであ

る。搬送手段としての無人搬送車 (AG V : Automated Guided Vehicle)は、

他の手段と比較して、次のような利点、を有する2)17)。

1)コースの設定、変更に対する柔軟性がある。

2)走行路面や環境に対する変化に対し対応しやすい。

3)障害物検出と回避機能をもたせることができる。

4)高度な情報通信機能を保有できる。

5)分散処理化された搬送システムへの変更も比較的容易である。

6)複数搬送車の相互協調が可能である。

7)搬送経路の選択に柔軟性があり、最適コースの自動選択も可能である。

8) 自律的、知能的な誘導技術の応用が可能である。

これらのことからわかるように、無人搬送車の特徴は、他の搬送手段には

ない高い柔軟性にある。以下では、典型的な無人搬送車のハードウェアにつ

いて概説する17)19)。

誘導方式としては、電磁誘導方式が最もコマーシヤルベースにのった方式

である。工場床面の深さ数cmの溝にケーブルを埋設し、 3""10kHzの

電波を流す。この信号により生じる誘導電流をAGV本体の左右のピックア

ップコイルで感知することにより、ケーブルからの左右のずれを検知する。

従って、通常は、埋設したケープルに沿った経路のみを搬送路として使用で

きる。搬送路上には、 AGVと加工機械や倉庫、各種バッフアとの間で工作

物、治工具等の交換を行うためのロード/アンロードステーション設備があ

円
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る。また、電磁誘導方式のAGVは通常バッテリーからの電力を動力源とし

ており、搬送路上にはバッテリー充電用の設備も設けられている。 AGVは、

これらの設備と物流システムとの接合点において停止できる他、穣動を終え

たAGVの待機場所としてのホームポジションや搬送路の分岐点、制御用に

予め決められた地点、において停止可能である。

搬送システムを含めた生産システム全体の柔軟性を支える最も重要な技術

は、コンピユータを用いた情報処理技術である。生産システムのソフトウェ

ア体系を図示したのが、図1.113)である。多品種製品に対応する生産方式
を変更する場合、ハードウェアを変更する方法には種々の制約が大きく、ソ

フトウェアの変更による簡便で効率的な方法が主流となった。搬送システム

の制御・運行における柔軟性の実現にも、同様の理由により、そこで用いら

れるソフトウェアが重要である。しかし、柔軟性があるといわれるAGVシ

ステムにおいても、種々のハードウエア的な制約があり、また、ソフトウエ

ア内部で用いられているアルゴリズムそのものにも柔軟性が十分実現されて

いるとは言えない現状も見逃せない。

ここでは、そのようなソフトウェアとして、 AGVの運行管理法について

考える。複数AGVが運行されている搬送系では、 AGV聞の干渉回避は最

も重要な問題の一つである。 AGV同士の干渉形態としては、一方が他方の

経路を一時的に塞ぐプロッキングや、それが解消不能となるデ‘ッドロックが

ある。現状では、干渉回避操作を容易に行うために、制御は容易であるが選

択しうる経路に柔軟性のないループ形の搬送パターンに一方通行の走行制御

を用いているケースが多い21)22)。また、搬送系内をいくつかのプロックに

分割し、一つのプロック内では一台のAGVのみしか走行させないで干渉回

避を行うプロッキングゾーン制御や、搬送路の分岐点進入前の予め決められ

た地点、で分岐点での干渉可能性を判定し、必要に応じて局所的に干渉を回避

する方法等が多く採用されている 13)19) 2日}。また、 AGVの運行経路決定法

としては、干渉の発生については一切考慮せず、搬送ネットワーク上の最短

経路をとりあえず採用し、途中の干渉回避は上述した局所的な走行制御に委

ねるような方法が一般的に行われている。

このような運行制御は比較的規模の小さな搬送システムにおいては簡便で

取扱い易いが、総合的な見地から干渉回避の最適化ができないため、 AGV

が本来有する運行の柔軟性を十分には引き出すことができない。従って、一

つの撮送ネットワーク上に多くのAGVが投入された場合等の大規模化、複

幽3・



製品設計 製品設計管理

-基本設計 -設計技術情報管理

-詳細設計 伝一 -図面管理

-図面作成 -設計進捗管理

-設計計画

↑ ↓ 
生産工程設計 生産管理

-部品展開 -生産計画 -進捗管理

-素材製造設計 ~ -資材計画 -在庫管理

-工程設計 -日程計画 -倉庫管理

-作業設計 -作業負荷計画・ジゲ管理

-組み立て設計 -品質管理 -設備管理

↓ ↑ ↓ ↑ 
生 産 制御 シ ス ア ム

素材倉庫 素材製造 圃園固 外注・組立品 シ グ

制御制御 倉庫制御 倉庫制御

生 産 フ ロ セ ス・シ ス ヲー ム

-素材，購入・外注品 -前加工 -中間 -検査 .~1l1告日ロ目

入出庫制御 -主加工 組立 在庫出荷

-素材，購入?外注品 -調整 -組立 -ジグ等

検査 加工 の検査，

-素材，購入・外注品 -特殊 保守

保管 加工

-検査

13) 
図 1. 1 生産システムのソフトウェア体系
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雑化した搬送系においては干渉の多発化が予想され、これまでの運行制御方

式ではこれに十分対応するのは困難であると思われる。表1.11)は、工場

におけるAGVシステムの導入実績を示したものである。表に見られる導入

台数の増加は、今後も続くものと予想され、多発化の予想される干渉を効率

よく解消する新しい運行管理法が望まれている。この間題に対する解決法を

提案するのが本研究のねらいである。すなわち、ソフトウェアによりAGV

の運行管理・制御を行い、柔軟で効率的な搬送を実現することである。ここ

で取り扱う運行管理法は、図1.1の中では搬送制御に属するソフトウェア
群に位置するものである。

1) 
表 1. 1 AGV導入実績

年 システム数 台車数

...... 76 430 736 
'77 50 88 
'78 49 94 
， 79 76 126 
'80 83 155 
'81 118 393 
'82 191 423 
'83 291 638 
'84 321 686 
'85 356 938 
， 86 347 755 

計 2，312 5，032 

最後に、現実的な問題としてのAGVシステム導入を考える。この問題に

関しては導入による費用対効果の議論は避けて通れないが、それは、導入ラ

インの形態，環境，カスタマイズ化の程度により異なり、一般的に論じること

は不可能である。しかし、導入の際に考慮すべきことについて、いくつかの

導入例に関するケーススタディが報告されている23)。それによると、 AGV

メーカーの提供したシステムの大半が約3，000万円以下の価格であり、そのコ

スト構成は、 AGV本体をはじめとするハードウェアに35%、通信制御関

F
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連に30%、設置及びテスト費用に10%、その他のソフトウエアに25%

となっている1)。この数字から、ハードウェアそのもののコストだけでなく、

通信制御、ソフトウェア関連のコストも高いことがわかり、現実システムと

してAGVシステムを構築するに際しては、高いコストパフォーマンスをも

っソフトウェアが求められていることが認識できる。

本研究では、無人搬送車の運行管理法を研究対象とする。工場の搬送系内

で生じたワーク等の搬送要求に対し、効率的にAGVを運行させる問題(運

行問題)の解決に資するための提案を行うことを具体的な目標とする。

次章以降では、以下のことを議論する。

第2章においては、運行問題を伝統的な“経路・スケジュール決定問題"

の中において位置付けし、あわせてこれまでの研究成果についてのサーベイ

を行う。また、運行問題特有の性質を明かにすることにより、この問題を研

究対象とすることの価値について述べる。また、この問題を二つの問題(割

当て問題と運行経路決定問題)に分割して定義する。

第3章......5章においては、運行経路決定問題に関する解法アルゴリズムの

提案を行う。

第3章においては、まず、複数台車のうちの一台に搬送要求が与えられた

場合、走行時間を最小化する運行経路決定問題を取り扱う。この問題をタイ

ムウインドウをもっネットワークにおける最短時間経路問題(台車運行型SP

PTW)にモデル化した後、これを分枝限定法を用いて解く方法を提案する

24卜 28)。その後、この解法で用いられる下界評価法を検討することにより、

計算時間の面でより効率的な解法への改善を考える29)3日)。

第4章においては、 3章で取り扱った台車運行型SPPTWを他の問題に

拡張することを試みる。まず、この間題をAGVの走行時間の非負性を仮定

しない場合の問題に一般化することにより、 3章で提案した解法を一般化す

るとともに、台車運行型SPPTWが古典的な最短経路問題と同じ構造をも

つことを明らかにする31)ー33)。次に、ここで提案した方法により決定された

経路に沿って走行中のAGVに遅延が生じた場合、走行スケジュールを再ス

ケジューリングする手順に関する提案を行う 34)0 4章の後半では、搬送要求
に複数の目的地が含まれる場合や、目的地において作業時間のある場合の現

実的な搬送要求に対する運行経路決定法についての考察を行う 35)。

第5章では、複数搬送車に与えられた搬送要求に対する運行経路決定法を、

組合せ論的観点から提案する。決定に際して最適化する評価尺度としては、
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全搬送車の総走行時間最小化と最大走行完了時期j最小化の二つを採用した。

ここで提案する運行経路決定法は、搬送車の代替経路をグラフ論的手法によ

り探索する過程と、線形計画問題を解くことにより代替経路上における搬送

車の待ち停止時間を決定する過程とにより構成される36)-40)。上述したよう

に、搬送車の運行経路決定に際しては、搬送車問の干渉回避を可能とするこ

とが不可欠の条件である。 5章の後半では、上で提案した経路決定アルゴリ

ズム申に組み込んで使用するヒューリスティックな三つの干渉回避法を提案

する41)一43)。

第6章では、同時に発生した複数の搬送要求をどの搬送車に割り当てるか

という割当て問題に対して、 Min-Maxマッチング問題の解法を用いた割当て法

を提案する。

可

t



第2章無人搬送車の運行問題

2. 1 緒言

無人搬送車(以後、台車という)の運行問題は、 “Routing and Schedul-

ing Problem" (経路・スケジュール決定問題)という伝統的な問題のなかで

論じることができる。この章では、まず経路・スケジュール決定問題とよば

れる問題群について概観する。 2.6節以降において、本研究で取り扱う台

車の運行問題を具体的に定義することにより、この問題を経路・スケジュー

ル決定問題の申で位置付ける。また、運行問題に固有の性質について明かに

し、この間題を研究対象とすることの意義について述べる。また、次章以降

でこの問題を取り扱う準備として、問題のモデル化を行う。

2. 2 経路・スケジュール決定問題の構成要素

経路・スケジュール決定問題は、現実社会におけるロジスティックの問題

においてしばしば現われる問題である。ロジスティックとは、製品やサービ

スを供給点、から需要点に送る機能を意味する。例えば、部品や原材料を工場

に運送する活動や工場から出荷された製品を小売庖、卸に配送する活動、学

校の生徒をスクールパスで送り届ける活動等きわめて広い分野を含む活動で

ある。このロジスティック機能の中には、大きく分けて三つの意志決定のレ

ベルが考えられる44)。ストラティジック、タクテイカル及びオペレーショナ

ルな意志決定である。先の工場から小売底への出荷の例でいえば、第1のス

トラティジックな意志決定の中には、工場の立地場所や配送センターの位置

を決定することが含まれる。第2のタクテイカルな意志決定の申には、どの

工場の製品をどの小売底にどれだけ配送するかという計画が含まれ、第3の

オペレーショナルな意志決定の中には、何台のトラックで具体的にどのルー

トを通って配送するかという計画が含まれる。しかし、これらのレベルとそ

れらに属する意志決定の種類と手順について一般的に規定することは困難で

ある。配送センターの位置は、具体的にどれだけの数のトラックによってど

のルートによる配送が効率的かが検討された後に議論すべき種類のものかも

しれず、逆に、他の外部要素によってセンターの位置は最初に確定され、そ

の後に具体的な配送計画が立案される手順が採用されるかもしれない。
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多くの現実的問題のタクテイカルなレベル及びオペレーショナルなレベル

においてしばしば現われる問題が、経路・スケジュール決定問題である。こ

の問題は、上述したような企業等の私的活動ばかりでなく、公的な場面でも

いろいろな問題に現われており、ゴミ収集に際しての収集車の運行問題、パ

ス等の大衆輸送手段の運行問題、都市における警察、消防署、緊急医療施設

への輸送問題、老人・身体障害者の輸送の問題等様々な形態をもっている。

表2.1は、問題を構成する要素とその具体的な選択肢についてまとめたも

のである。但し、パスやトラックといった輸送、運行の主体となるものを一

括してピークルと呼んでいる。

表2.1 経路・スケジュール決定問題の構成要素

要素 選択肢

搬送ネットワーク 有向ネットワーク，無向，
ミックス，ユークリッド

ピークルのサイズ 1台，複数台

ビークルのタイプ 同種，異種，特殊

ピークルの容量制約 あり(すべて同一，異なる)，なし

ビークルの格納場所 1カ所 (1デポ')，複数カ所(マルチデポ)

需要の佐賀 確定的，確率的，分割可能

需要点の位置 ノード上，アーク上，混在

最大ルート時間制約 あり(すべてのルートで同一，異なる)，なし

業務内容 集荷のみ，配達のみ，集荷・配達，
分割配達(あり，なし)

変動費(ルートコスト)，固定費，回送費
トータルコスト最小化，

コスト 固定費と変動費の総和最小化，
評価尺度 使用ピークル数最小化，

サービスの実体に関して設定した評価尺度の最適化，
顧客の満足度指数の最適化
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問題の様相は異なるが、問題において決定すべき要素は同じであり、一つ

は経路 (Route)であり、他の一つはスケジュール (Schedule)である。従っ

て、これらの問題は経路・スケジュール決定問題と呼ばれるのである。また、

どの要素を決めるかによって、これらの問題は大きく三つの問題群に分類で

きる。すなわち、経路決定問題 (RoutingProblem)、スケジュール決定問題

(Scheduling Problem)及び両方の要素を同時に決める混合問題 (Combined

Routing and Scheduling Problem)である。以下では、それぞれの分類に属

する代表的な問題の概要を述べる。

2. 3 経路決定問題

経路決定問題は経路だけを決定する問題であり、次のような問題が含まれ

る。

1) The Traveling Salesman Problem (T S P) 

2) The Multiple Traveling Salesman Problem (M T S P) 

3) The Chinease Postman Problem (C P P) 

4) The Vehicle Routing Problem (V R P) 

TSPは、ネットワーク上のオフィスを表わすノードにいる一人のセール
スマンが、オフィスを起点としてすべてのノードにいる顧客をただ1回訪問

した後、再びオフィスに戻ってくる経路のなかで最短時間のものを見つける

問題であり45)ー刊に MTSPは、この問題を複数のセールスマンで手分けし
て顧客を回るように拡張した問題5日)51 )である。 Karp52l，Papadimitriou53J

やGar・rey54)が証明したように、 TSPはNP完全な問題であり、大規模な問

題に対しては、その最適経路を求める厳密解法よりは、少ない計算時間で準

最適解を求めるヒューリスティックな解法47)55)-65)の方に多くの研究がな

されている。厳密解法としては、 Heldand Karp66l671による分枝限定法を用

いた解法が効率的であるといわれている。彼らは、問題を0・1整数計画問題に

定式化し、これにラグランジェの緩和法68)及び劣勾配法的)7日}を適用するこ

とにより、有効な下界を利用する方法を採用している。 MTSPは、基本的
にはTSPに帰着できることは知られている71)72)が、実用的な計算時間内

で実行可能解を求めることはTSP以上に困難である。 TSPやMTSPは、
需要点がノードにあるような多くの問題に応用できる。

CPPは、すべてのアークを少なくとも1回通過する経路の中で最短時間
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のものを見つける問題である。この問題は、アークが無向または有向である

場合多項式時間で解貯る73lー7ち}が、無向アークと有向アークが混在したネッ

トワークにおいてはNP完全となることが知られている。この問題は、家ゴ
ミや工場廃棄物の収集、道路清掃の計画問題等、需要点がアークにあるよう

な問題に応用できる。

VRPとしては、前節で述べた工場から小売盾への品物の配達計画問題を

例にとることができる。ある一つのデポから出発した異なる積荷容量をもっ

複数台のトラックが、工場を経由し、すべての小売底にそれぞれの注文量を

配達した後帰ってくるものとする。 VRPは、コストとして運送費用のみが

加算されるものとして、 トータルコストが最小になるように各トラックの経

路を求める問題である76)0 N P完全なこの問題に対して、 Christofides77l

による厳密解法が提案されている。また、数多くのヒューリスティックな解

法も提案されているが、その手法の主なものには次のものがある。

• Cluster First-Route Second Procedure:まずトラックに割り当てる小売
底群を決め、次にそれぞれのトラックごとに最適な経路を決める方法59)78) 

• Route First幽ClusterSecond Procedure:まずすべての小売庖を巡回する
経路を決め、次にそれを適当ないくつかの巡回経路に分ける方法79)8自}

2. 4 スケジュール決定問題

スケジュール決定問題は、いわば時間的な制約のあるタスクをネットワー

ク上のノードに見立てて、その経路を決定する問題である。興味ある問題と

して、次のような問題がある。

1) The Vehicle 5cheduling Problem (V S P) 

2) The Crew Scheduling Problem (C S P) 

VSPは以下のような問題である。開始時刻、終了時刻の与えられた仕事

(タスク)の集合がネットワーク上のノードとして表現されている。また、

アークは、それが結ぶ二つのタスクを連続して実行できることを意味してい

るものとする。いま、ある一つのノード(デポ)からタスクをその開始・終

了時刻聞の先行関係に矛盾を生じないようにつないでゆき、再びデポに戻る。

このようないくつかの間路により、すべてのタスクをカバーする。但し、一

つの閉路は一つのピークルにより担当するものとする。 VSPは、ピークル

を割当てることにかかる固定費用とノード聞の運行費用との総費用を最小に
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するスケジュールを求める問題である。この問題には、多項式オーダーの解

法アルゴリズム81lが提案されているが、一つの閉路を構成するタスクの完了

時刻に制約がある場合や複数のデポのある場合に拡張された問題は、 NP困
難になることが知られている82)。

CSPは、文字どおり乗員や作業員をあるタスクに関しスケジュールする

問題であり、興味ある問題として次のようなものがある。

• The Fixed Location Worker Scheduling Problem83)84J 電話案内、交換

サービスを行うための奈換手の割当て問題である。 1日の交換需要形態とそ

れに必要なサービス量とが予め分かつているものとし、また、交換手の勤務

形態も既知であるものとした場合、各勤務形態に割り当てる交換手の人数を

決定する問題である。

• The Hass Transit Crew/Vehicle Scheduling Problem85':路線パス運行の

ため、乗員の交替やパスへの割当てをスケジューリングする問題である。パ

スの運行経路と運行スケジュールは既知であるとした場合、食事の摂取や労

働時間等いくつかの労働協約を遵守しながら、パスを運行させるための乗員

の交代時間及び交代場所を決定する問題である。

• The Air Crew Scheduling Problem8 6 l 航空機運行のため、乗員の乗務を

スケジューリングする問題である。各種の労働協約を遵守しながら、既知で

ある航空機の運行スケジュールに沿ったクルーの乗務計画を立てる問題であ

る。

2. 5 混合問題

混合問題は、経路及びスケジュールをともに決定する問題であり、あるネ

ットワーク上での経路決定を、経路を構成するノードの先行関係や時間的な

制約の下で行わなければならない場合の問題である。例えば、スクールパス

による生徒の送り迎えの問題において、スクールパスの運行経路を考えると

き、生徒を拾うノードは届け先の学校のあるノードよりも先に経由しなけれ

ばならない(先行関係)。また、学校の始業時間までに学校に到着するよう

な運行計画を立てなければならない(時間制約)。これに分類される問題の

申で興味あるものとして、次のような問題がある。

1)スクールパス問題
2) トラクター・トレーラー問題
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3)家ゴミ収集問題

4)航空機問題

5)ダイヤルーアンドーライド問題

スクールパス問題は、上述したように、スクールパスによる学校への生徒

の送り迎えにおいて運行コストを最小化する問題である87)88)。 トラクター

・トレーラー問題は、 トラクターにより牽引されるトレーラー内にあるノー

ドで品物を集荷し、それをある目的ノードヘ配達する問題である。もし、集

荷地点においてトレーラーの積荷が常に満載になれば、集荷した後には必ず

配達するという先行関係のある経路決定問題89)になる。 トレーラーが混載可

能であれば、複数のノードにおいて集荷した後それぞれに対応する目的ノー

ドへの配達を集荷とは逆の順序で行うという先行関係のある問題になる9自)。

家ゴミ収集問題は、家庭から出されたゴミを複数の収集車で集めていく経路

を求める問題であるが、道路の交通規則(駐・停車禁止時間帯等)を守りな

がら、不確定な量のゴミをできるだけ効率よく集めなければならない91l。航

空機問題は、主に航空機による各都市からの貨物の集配を効率的に行う航空

機の飛行ルートを、不確定な貨物量や速達便/普通便の区分を考慮に入れな

がら決定する問題である。ダイヤルーアンドーライド問題は、顧客からの要

求に応じて車を配車する問題である。顧客は、彼の乗車場所と下車場所及び

必要であれば乗車時間とを指定する。配車係は、緊急な顧客の要求に対して

はリアルタイムな配車を実施し、予め予約している顧客に対しては事前の配

車計画を立でなければならない。

2. 6 無人搬送車の運行問題

台車の運行管理や走行制御を行う上において最も重要な問題は、ワーク等

を搬送ネットワーク上のある地点からある地点へと搬送する要求(搬送要求)

に対し、なんらかの評価尺度のもとで、それを利用可能な台車に割当て(割

当て問題)、最適な経路と走行スケジュールを搬送ネットワーク上で決定す

る(運行経路決定問題)ことである。以後、この二つの問題を総称して台車

の運行問題と呼ぶ。

ここでは、台車の運行問題を一般的な経路・スケジュール決定問題の申で

位置付けることにより、他の問題との共通性及びその固有の性質について議

論する。
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2. 6. 1 干渉回避問題

無人搬送システムのハードウェアの特徴については、第1章において述べ

た。その搬送路全体としては、あらかじめ埋設された制御用ケーブルに沿っ

た搬送路網、または、たとえ自律走行可能な搬送システムであっても制御用

の各種センサーの設置された搬送路網を想定すればよい。ある1本の搬送路

上で複数の台車が行き会う場合、人間や自動車のようにお互いが衝突を回避

するような動きをする高度に自律化された台車は、これまでのところ実用化

されていない。従って、そのような衝突を防ぐためには、同じ搬送路上を複

数の台車が行き会わないように運行を制御する必要がある。 2.3--2. 5 

節における経路・スケジュール決定問題では、このような局所的な干渉回避

を陽に考慮する必要はなかった。それらの問題では、搬送路網として通常の

道路を、運搬や掻送を担当する主体として人間や自動車を暗黙の内に仮定し

ており、掻送路上での干渉回避、例えば交差点等で衝突しないで行き会うこ

とが自律的に可能であることが当然視されるような性質の問題であるからで

ある。また、たとえ衝突回避のためにある時聞を要するものとしても、運搬

や搬送全体に要する時間からみればその時聞は無視できるからである。

このような問題に対し、本論文で取り扱う工場内の無人搬送車システムに

おいては、この搬送路上での干渉回避がシステムの運行効率に及ぼす影響は

大である。なぜなら、搬送主体としての無人搬送車は、高度に自律的な干渉

回避能力に欠けているのが普通であるからである。また、搬送路全体の規模

はせいぜい工場全体を覆う程度であり、しかも、工場という製品の生産・組

立のための数々の機器が集約的に集められた施設のなかにあっては、それら

機器を結ぶ撮送系にはきわめて高密度の干渉発生点が潜在的に存在するもの

と考えられるからである。従って、この搬送システムにおける干渉をいかに

効率的に解消するかということが、システム全体の搬送効率を決定する重要

な要因になるのである。干渉回避のためには、 1章で述ベたように、プロッ

キングゾーン制御方式のような簡便な干渉回避法や、搬送路を複線化したり

待避路や迂回路を設定する等の搬送路網に柔軟性を与える方法が考えられる。

本研究では、与えられた搬送網上で、できるだけ無人搬送車の柔軟性を引き

出す運行ソフトウェア開発を目指し、簡便な干渉回避よりは、効率的な回避

法を考える。搬送路網を変更する方法に関する問題は、搬送系の設計問題に

属し、それだけで大きな問題であり、本論文では取り扱わない。

前述した干渉問題があるため、たとえ一台の台車に対し運行経路を決定す
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る問題であっても、干渉が起こらないことを保証する運行経路の指示には、

どの搬送路をどの順序で通過するかという経路指示だけではなく、他の台車

との干渉発生を事前に防止するために、どの停止点でどれだ.けの時間待っか

という待ち停止時間(または停止点での到着時刻、出発時刻)に関する指示

を与える必要がある。前者はいわば経路の経由点、を決定する問題であり、後

者は走行スケジュールを決定する問題である。両者の問題を総称して“台車

の運行経路決定問題"と呼ぶと、それは一般的な経路・スケジュール決定問

題の中では、 2.5節で述べた混合問題に分類されるべき問題である。
もし、複数の搬送要求に対し複数の台車が利用可能な状況にあれば、どの

台車をどの要求に割り当てるかという“割当て問題"を考えなければならな

い。この問題は、 2.3節のMTSP、2.4節の複数ピークルのある場合

のVSPや2.5節の複数パスによるスクールパス問題といった2.3節~

2. 5節の経路・スケジュール決定問題の三つの分類のいずれに属する問題

であっても、複数ピークルが存在する場合には必ず考慮しなければならない

問題である。

台車の運行問題は、以上述べた運行経路決定問題と割当て問題を解く問題

であるといってよい。

2. 6. 2 搬送システムのモデル
ここでは、経路・スケジュール決定問題の構成要素の表2.1を用いて、

無人搬送車の運行問題を定義する。第1章で述べたように、無人搬送車の搬

送路網は、ロード/アンロードステーション、バッフア、ホームポジション

や搬送路の分岐点のように台車の停止可能な地点をノードとし、ノードを結

び台車の走行のみ可能な搬送路を無向または有向アークとするネットワーク

にモデル化できる。図2.1はその例であるu ノードの集合をN、アークの

.:ノード ーー:アーク

図 2. 1 搬送ネ、ソトワークモデル
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集合をA、この搬送ネットワークをG (N， A)で表す。ノード iとJを結
ぶアーク(i ， j)上を走行する台車の走行時聞はどの台車に対しでも同一で
あると仮定し、これを実数di jで表わす。

このネットワーク上を走行する複数台車聞における衝突は、ある近接限界

を越えた接近により起こるものとし、その台車問の近接限界を時間の単位を

もっ正(最小干渉許容時間)で表わす。従って、衝突の発生する条件として、

次の二つの場合が考えられる。

1) 2台以上の台車が、同一ノード上で ε未満の時間帯に存在する場合。

2) 2台以上の台車が、双方向走行可能な同一搬送路上を、同時に、かっ

互いに向かい合って走行する場合。

複数台の台車が経路決定の対象となるが、ここでは、ピークル(台車)は

すべて同種のものとし、また、積載容量も無制限と仮定することにより積載

量に関わる問題を陽には考えないこととする。

工場内では、台車に対するワーク等の搬送要求が連続して生じる環境にあ

り、それに伴って台車の出発地点、も到着地点、も頻繁に変化するのが普通であ

る。従って、運行問題においても、複数の台車の各出発・到着デポはそれぞ

れ異なるものとする。ピークルに対する搬送要求には、どこで、何を、どれ

だけ集荷し、どこへ、何を、どれだけ配達するかという情報が含まれている。

しかし、積載容量の制約を無視することを前提としているため、上の情報の

うち、場所に関するもののみを問題の対象とする。すなわち、どの場所を通

過するかという情報のみから成る搬送要求を考える。また、工作物の搬送は、

あらかじめ決まった加工順序で加工機械の設置されたノードに工作物を供給

するためのものである場合が多い。従って、搬送要求はノードでのみ発生し、

あらかじめ順序付けられた確定的な経由ノードから成るものとする。以上の

ように、本論文の対象とする無人搬送車の運行問題のモデルの具体的な構成

は、表2. 1の構成要素を用いて述べることができる。

2. 6. 3 評価尺度

搬送システムにおいて最も重要視されるのは搬送時間である。工場におけ

る生産では、単位時間当りの生産性や製品の納期内出荷が重要であり、その

ためには、加工・組立工程での工程時間短縮はもとより、搬送時間の短縮化

が望まれる。従って、一台の台車の運行経路を決める場合には、搬送要求を

満足する経路の内、最小走行時間をもっ経路が最も重要である。複数台車に
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対する運行問題に際しては、走行時間の観点から、二つの最適化の評価尺度

が考えられる。その第1は、すべての台車の走行時間の総和(総走行時間)

を最小化すること。その第2は、すべての台車のうちの最も遅い走行完了時

刻(最大走行完了時刻)を最小化することである。第1の評価尺度は、搬送

を含めた全製造時間の短縮や、搬送車の一般的なエネルギー源である電力の

消費量縮小による搬送のランニングコスト削減を図ることにつながるもので

ある。第2の評価尺度は、搬送を含めた製造工程の完了時刻(メイクスパン)

の短縮化につながるものである。この研究では、以上の評価尺度を取り扱う。

2. 6. 4 割当て問題と運行経路決定問題

無人搬送車の運行問題においては、複数の搬送要求のどの要求をどの利用

可能な台車に割当て(割当て問題)、割り当てられた要求を台車がどのよう

な具体的な経路で実現するか(運行経路決定問題)という二つのレベルの意

志決定が必要であることは先に述べた。運行問題を全体の最適化を考慮しな

がら解くためには、この二つの問題を同時に最適化しなければならないが、

2. 2.......2. 5節で述べた他の多くの経路・スケジュール決定問題でもそう

であるように、それは手法的にも計算時間的にも困難である。また、無人搬

送車に関する限り、運行経路決定問題でさえこれまでほとんど取り扱われて

おらず、それを研究対象とする意義は大きい。それは、一般的な経路・スケ

ジュール決定問題では、ビークルがある特定の経路を通るのに要する時聞は

簡単に求められるのに反して、無人搬送車に関する問題には干渉回避という

要因が含まれるため、台車が特定の経路を通過すると仮定しでも、その走行

時間を求めることは容易でないからである。以上の事情を考え、本論文では、

割当て問題と運行経路決定問題とをそれぞれ分離して論じることにする。こ

のやり方は、 2. 3節で述べた ClusterFirst-Route Second Procedureの

手順を踏襲するものである。次章以降において、便宜上、まず運行経路決定

問題を議論した後、割当て問題について述べることとする。また、運行経路

決定問題は、錯誤のおそれがない場合、単に経路決定問題ということもある。

2. 7 結言

この章では、これまでに研究されてきた経路・スケジュール決定問題の中

で、無人搬送車の運行問題を位置づけることを試みた。その結果、混合問題
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と呼ばれる問題群に分類できることがわかった。それは、無人搬送車に関す

る問題には干渉回避という特有な性質の要素が含まれるため、その経路決定

には待ち停止時間の決定というスケジュール決定問題が必然的に伴われるか

らである。
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第3章一台車に対する運行経路決定問題

3. 1 緒言

ここでは、複数台車中の搬送要求を受けた一台についてのみ新たに経路を

決定するという基本的かっ単純な運行法を対象として、その場合の運行経路

決定法について研究する。まず、この運行法に基づく台車の経路決定問題を

タイムウインドウを伴う最短時間経路問題としてモデル化する。この問題に

対して、実行可能解の存在の有無を厳密に判定でき、実行可能解が存在する

場合には最適経路を多項式時間で見つけることのできる分岐限定法を用いた

解法アルゴリズムを提案する。次に、解法の中で用いられる下界評価法とし

て新たな評価法を考案することにより、解法による計算時間の効率化を図る。

最後に、提案した解法アルゴリズムを用いた具体例を述べる。また、シミュ

レーションにより、提案した三つの下界評価法の有効性について比較検討し

た例を述べる。

3. 2 最短時間経路決定問題とタイムウインドウ

3. 2. 1 台車の最短時間経路決定問題

台車による搬送系は、 2. 6. 2節で述べたように、アークとノードから

成るネットワークとしてモデル化できる。無向アークは互いに逆の方向をも

っ2つの有向アークとして表現できるから、このネットワークは有向ネット

ワークG (N，A)であるとして差し支えない。 Nはノードの集合、 Aは有向

アークの集合であるb また、 dijはアーク (i， j )の走行時間であり、非負
の実数で表されるものとする。

いま. p台から成る台車群Q={Qi ;i=l，..，P}が存在する搬送系におい

て、ノード Sに停止している台車Q.に対して、そのノード(出発ノード)を
ある時刻(出発許可時刻)以降に出発し、ある一つの目的ノードヘ到着せよ

という搬送要求が与えられた場合を想定する。但し、 QiE Q-{Q.}=Q'であ

る他の台車Qiは、停止中であるものを含めて既に決定されている走行ノード
列(アーク列)及びノードでの待ち停止時間に従って走行しているものとし、

それらの変更は考えないこととする。台車聞の干渉は、 2.6. 2節の条件
1) ，2)の場合に生じるものとし、最小干渉許容時聞は正であるとする。
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以上のような設定の下での台車の最短時間経路決定問題とは、台車Q.が出

発ノードsを出発許可時刻t日以降に出発し、他の台車との干渉を回避しなが

ら目的ノードeに最も早い時期a(以後、最早到着時刻と呼ぶ)で到着できる
ようなノード列と各ノードにおける干渉回避のための待ち停止時間を求める

ことである。以下では、ノード列とノードでの待ち停止時間の両者を一対と

して解と呼ぶものとする。

3. 2. 2 通過可能時間帯
前節で述べた台車の最短時間経路決定問題に対し、次のような解法の手11慣

が考えられる。

1)各ノード、アークにおいてQk正Q'と干渉を起こさないようなQ.の通

過可能な時間帯を求める。

2) 1)で求めた通過可能な時間帯の制約を満足するノード列及び待ち停

止時間のうち、最早時刻で目的ノードに到着するものを探す。

上述の手順1)での通過可能な時間帯は、最小干渉許容時間 εとQ'の台車

のノード列及び待ち停止時聞から次のように計算できる。以下においては、

台車QkE Q'のノード列をLK.. アーク列をL九とし、ノードiがLk内にあ

ることをi正Lk.. アークCi，j)がアーク列Lヘ内にあることを(i，j)正L九で

表す。

(1)台車QkモQ'のノード列及び待ち停止時聞から各ノードにおけるQkの

到着、出発時刻を求める。

(2)台車Qk正Q'のノードiモLkでの到着、出発時刻を (ta，td)とす
る。この時，時間帯(t a ーε，td+ε)聞は、干渉のため他の台車は通過禁止と

なる。従って、他の台車のノードiにおける通過可能な時間帯(通過可能時

間帯)Tk (i)は、

Tk{i)= {(ー∞， t a-ε]， [t d+ε ，∞)} (3-1) 

となる。同様に、台車Qkがノードiで停止中であり、時現at dに出発する場
合の通過可能時間帯は、

Tk (i)= {[ t d+ε ，∞)} (3-2) 

となり、 Qkがノードiへ時刻taに到着以降そこで停止する場合の通過可能

時間帯は、
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Tk(i)= {(・∞， t a-ε]} (3-3) 

となる。

(3)台車Qk正Q'がアーク(i，j)モL九を走行するとする。アーク(i，j)へ
進入の禁止される時間帯は、その入口において(td-正， t d+ε)で与えられる

が、これは、ノードiにおける通過禁止の制約を守ることによって満たされ

る。

もし、Ci，j)，(j，i)モAであり、これらのアークの表す搬送路が双方向走行
可能であるならば、この搬送路を逆に走行する台車に対して制約を考えなけ

ればならない。台車Qkがアーク(i，j)を走行してノードJに到着する時刻は
t d+d i jである。また、台車Qkがノードiに到着する時刻ta以前にノード

Jからアーク (j，i)を通ってノードiを通過するためには、他の台車は遅くと
も時刻ta-djiにはノードJを出発しなければならない。従って、(j ， i)の
入口における進入禁止時間帯は(ta-dj;-f，td+dij+ε)となる。以上から、

アークへの進入可能な時間帯(進入可能時間帯) Sk(j，i)は、

Sk(j，i)= {(ー∞，tj d Ji-ε]，[ t ld ij+ε ，∞)} (3-4) 

となる。

(4 )手順(2)，(3)をQkEQ'，i正Lk，(i，j)正L¥に対して行い、ノード、

アーク毎に、得られた通過可能時間帯、進入可能時間帯の数直線上における

共通部分をとることによって、台車Q.の通過可能時間帯T(i)，進入可能時間

帯S(i，j)(i，jモN)を求める。

3. 2. 3 タイムウインドウ

前節の手順(4)で求めた各ノード、アークでの通過可能時間帯、進入可能時

間帯は、これまで最短経路問題において研究されてきたタイムウインドウ92)

の一種と考えることができる。

タイムウインドウのある場合の最短経路問題93) (S P PTW: Shortest 
Path Problem with Time Window)は、当初、タイムウインドウを伴う場合の
巡回セールスマン問題やその他の経路・スケジュール問題94)-97)の部分問題

として研究された92)。例えば、巡回セールスマン問題において、各ノードに

存在する顧客がセールスマンと面会するのに都合のよい時間帯をタイムウイ

ンドウとして設定するもので、セールスマンは、タイムウインドウ申に顧客
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との面会を済ませられるように、アークでの所要時間を考慮してノードへの

到着を計画しなければならない。従って、従来の研究におけるタイムウイン

ドウは、次のような性質を有していた92)94)。

( 1 )タイムウインドウは、ノードのみに存在する。

(2)タイムウインドウは、人聞や自動車がこのノードを出発する時期jに対

してのみ制約となり、到着時刻に対しては何ら制約とはならない。

(3)各ノードでのタイムウインドウは高々 1つの時間区間しか持たない。

従来のSPPTWに対して、 Desrosiersらは一般化した動的計画法による

解法を提案している92)。また、 Desrochers and Soumis98lは、ダイクスト

ラ法を一般化したラベルセツテイング法を用いて、さらに計算時間の速いア

ルゴリズムを提案し、ノード数2500、アーク数25000で構成されるネットワー

クにおける最短時間経路を求めている92)。

これに対し、本研究では、各ノード、アークにおける台車の干渉を防止す

るための通過可能時間帯としてタイムウインドウの導入を考える。従って、

このタイムウインドウは、次のような性質を有することとなる。

(1 ')タイムウインドウは、ノードばかりでなくアークにも存在する。
(2 ')タイムウインドウは、出発時刻ばかりでなく到着時刻に対しても制約

となり、タイムウインドウ申のある時間区間に到着した台車は、同じ時間区

間内に出発しなければならない。

(3 ')各ノード及びアークのタイムウインドウは一般に複数個の時間区聞か

ら成る。

このような性質の違いのため、このタイムウインドウを伴う SPPTWは、

従来のそれにはなかった次のような解の複雑性を考慮に入れなければならな

し、。

(a)最短時間経路の部分経路が必ずしも最短時間経路とはならない。従っ

て、部分経路の最適性に基づく動的計画法を用いた解法99)は本問題には適用

できない。

(b)最短時間経路がループを形成する場合がある。

本論文では、タイムウインドウの性質として前述の (1')~(3') を考

え、その場合のSPPTWに対し分岐限定法を用いた解法アルゴリズムを提

案する。以下では、従来のSPPTWと区別するため、ここで取り扱う SP

PTWを台車運行型SPPTWと呼ぶことにする。
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台車運行型SPP1LVV (Shortest Path Problem with Time Window) 

3. 3. 1 モデルの設定

3. 2. 1節で定義した最短時間経路決定問題を考える。ノードiでの台

車Q.の通過可能時間帯を表す有限個(ni )の時間区間をノードiのタイムウ

インドウとし、次式の1L(i)で定義する。

3 3. 

T(i)={1Lik吋~ik];は・.，ni) (3-5) 

但し、

ik..，... Lik '-_1 Lik-l/Lik 
t12三t2，k=l，..，ni，t2 くti

n.
，k=2，..， ni (3・6)

i 1 . i 1 i n ; i n : 
t:~ t:"~ t:"1 t 
1 -2 ……・・ 1 -2 

-∞ ........1 1....・-←一→nuu...←一一一+

である。

∞ 
nH 

T
 

T
 

( i ) 

式(3・5)は、図3. 1のように数直線上に並んだ複数の閉区聞からなる閉区

間集合を形成する。但し、 Rを実数全体の集合とすると、最左端の区間とし

て(・∞， a 1]、最右端の区間として[a 2，∞) (al，a2正R)を許すもの

とする。このようにして表される任意の閉区間集合よりなる集合族をKで表

す。同様に、アーク (i， j )に対しては、そのアークの入口で、台車Q.の

進入可能時間帯を表す有限個 (mij)の時間区聞から成るタイムウインドウ

S (i，j)を、式(3-5)と同様の形式で次のように定義するものとする。

数直線上の閉区間集合 T図 3.
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(3-7) 

(3・8)内k-l<:si~ ， k ， k=2 ， ..mij
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• 

以上のような設定の下での台車運行型SPPTWとは、台車が出発ノード
sを出発許可時刻to以降に出発し、ノード、アークをそれぞれのタイムウイ

ンドウの制約内に通過しながら目的ノードeへ最早時期jに到着するような経

路(ノード列及び待ち停止時間)を求めることである。

3. 3. 2 演算の定義

図3. 1のように表される区間の集合全体の集合族をKとする。また、 R

を実数全体の集合とし、空でないX、Uを、

rモR

X={[Xkl， x k2];k=1，. .，p} E K 

u={[ U h1， U h2];h=1，.. ，q}モK

(3・9)

で表す。このとき、 K，R上の単項演算子旦よ旦， m a x， 2項演算子@θ
③を次のように定義する。

盟主且 X=X1l正R (3-10) 

旦i旦の=∞ (3・11)

旦金三 X=xP2 E R (3-12) 

ma X 0=ー∞ (3-13)

X ED r = { [ X k 1 +r， x k 2 +r ] ; k = 1， . . ， p} E K (3 -14) 

X8r={[xkl-r，xk2・r];k=l，..，p}モK (3-15) 

X0U={[x k 1， x k2] n [U  h1， U h2];k=1，.. ，p，h=l，.. ，q}正K (3-16) 

また、関係積算子三〉を次のように定義する。

U~X <=> U11>XP2 (3-17) 

さらに、 rモR，X正Kなる r，Xに対して rモXであるとは、あるkに対
して r正[xkt，Xk2]であることを意味するものとする。

これらの潰算子に対しては、次のような関係が成立する。

mi n (X~r) = (mi n X)士r (複号同順) (3・18)

m i n (X0U) >m a x (m i n X， m i n U) (3-19) 

max (X0U)壬mi n (m a x X， m a x U) (3-20) 

-24・



3. 4 台車運行型SPPTWの解法アルゴリズム

3. 4. 1 修正進入可能時間帯と存在可能時間帯
ノードjにおける通過可能時間帯T (j)に対し、次のような変換を考え

る。

(i，j) EAである全てのi正Nに対し、

T (j)θd ij E K (3-21) 

式(3・21)で表される閉区間集合は、タイムウインドウT (j)の制約内に

ノードJに到着するためのアーク (i，j)への進入時刻の制約を示したもの
である。従って、この制約と本来の進入可能時間帯S(i，j)の制約とを同
時に表現すれば次のようになる。

S' (i，j)=S (i，j)⑧ [T(j)8d;J (3-22) 
lJ 

このS'(i，j) EKをアーク (i， j )の修正進入可能時間帯と呼ぶ。この
ようにすれば、ノードJ及びアーク(i ， j )における可能時間帯の制約は、
修正進入可能時間帯S'(i，j)の制約で置き換えることができる。
次に、台車が時費atにノード iを出発してノードJへ走行しようとしてい
る場合を考える。この時、次の2つの場合が考えられる。
(1) t(tS' (i，j)ならば、走行は許されない。
(2) tES' (i，j)ならば、時刻t+ d i jにノードJに到着する。
このことから、ある時間区間V内の任意の時刻にノードiに存在することを

許された台車がアーク(i ， j )を通ってノードJに移動する場合、台車は次式
で表される時間帯の任意の時期jにノードJに到着し得る。

wij=[V8S '(i，J )]@d iJ (3-23) 

ノードJの通過可能時間帯T (j) ={Tjk;k=l，..，ndに対し、 Wij ③Tjk:;t 
のであれば、

ciJ=旦旦 {WiJ8TJk} (3-24) 

はk番目の通過可能時間区間Tjkに台車の到着できる最も早い時刻を示して

いる。従って、この台車がノードJのk番目通過可能時間区聞に存在できる
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時間区聞は、可能な限り早い時刻 C I J kにこの時間区聞に到着し、以後、この

通過可能時間区間の許す限りノードJに滞在することで与えられ、

E-=[C iJ t Jk] .ik -L V k ' U 2 

となる。ノードiにおいて台車の存在できる時間区間の集合

E(i)={Eik=[eik，dk];M.，ni)ぽ

(3・25)

(3-26) 

を存在可能時間帯と呼ぶこととし、上のような方法である存在可能時間区間

Vを用いてその隣接ノードJに存在可能時間帯を作成することを、以下では
VをノードJに移行するという。 Vの移行前にノードJにすでに存在可能時
間帯が作成されている場合は、その存在可能時間帯とVの移行により作られ

る存在可能時間帯との和集合によってより大きな存在可能時間帯を作成すれ

ばよい。なお、経路決定の対象となる台車Q.は、最初出発ノード Sに存在し

ており、出発許可時刻t日以降に出発してよいとの仮定から、ノード Sにおけ

る存在可能時間帯E(s )は1つの時間区聞から成る次のような集合になる。

、‘，
J.，

 
E
K
 
S
 

T
 

/
↑
L
 
au 

+
し.，
 『，E
4

• 
L
E
 
S
9
L
 

f
u
 .，
 何回+し「Lfe司、=

 

、t
JS
 

，，.‘、E
 

(3・27)

但し、 t自伝 TSk，k=l，..，nsならば、 Q.以外の台車がsを通過している時間
帯に toを設定することになり問題は無意味になるので、 toはSのいずれか

の通過可能時間帯中に設定されるものと仮定する。

3. 4. 2 解法アルゴリズム

ここで提案する解法アルゴリズムは、出発ノード Sにおける式(3・27)の初
期存在可能時間帯を次々に隣接ノードへ移行させていき、各ノードにおける

存在可能時間帯を新たに作成または修正していく。そして、目的ノードに作

成できた存在可能時間帯が以後修正されないことが確認できた時点、で、それ

に含まれる最早時刻を目的ノードへの最早到着時刻とするものである。その

最早到着時刻を実現する台車の経路及び待ち停止時間は、目的ノードに作成

された存在可能時間帯の移行元の存在可能時間帯を次々にバックトラッキン

グすることにより求めることができる。もし、目的ノードにおける存在可能

時間帯が作成できなければ、実行可能解は存在しない。

このような基本的な考え方に基づいて構成された解法アルゴリズムは次の
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S'(i，j)を(3-22)式(i，j) EAに対し、

とおりである。

(STEPl)全ての有向アーク

により作成する。この時、

(3-28) 

アーク

S'(i，j)=② 

ならば、台車がアーク(i ， j )を通過できる時間帯は存在しないから、

(i ， j )を開放除去する。

(STEP2)存在可能時間帯{E(i);i石川を式(3-27)を用いて、次のよう

に初期化する。

(3-29) 
E (s) = {[ t 11 ， t ik・];七日正 Tsk・}，μs=O 
E (i)=の，μi=O，iモN-{ s} 

但し、 μlは、ノードiから隣接ノードへ移行された存在可能時間帯Ei kの最

も大きなkの備を示す。

(STEP3)目的ノードeへ有向パスで連結されるノードの集合をUとし、

{i正U;E (3-30) 

とする。すなわち、 LはU中で存在可能時間帯をもっ集合を表す。もしL=の
ならば終了。この時、実行可能な経路は存在しない。

(STEP4) 

#②} ( i ) 
一一L
 

(3-31) ehk日+ャ ci凪)= mi n {efk+'V (i)} 
1. iEL，Eik*の i

となる(i日，kll)を求める。但し、'V(i)(i正N)は、タイムウインドウを一切

考慮しない場合のノードiから eまで‘の最小走行時間を表す。

eiik目が求める最早到着時刻である。もし、 ill=eならば終了。

また、 i日学eであり、かつ、

(3-32) 

ならば、実行可能解は存在せず終了する。

(STEP5)存在可能時間区間Ei日k日を使用して、次のようにアークの除
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去及び隣接ノードでの存在可能時間帯の更新処理を行う。

J正U，(io，j)EAである任意のノードJに対し、もし、

Eiok自主>S'(io，j) (3-33) 

ならば、アーク (io，j)を開放除去する。そうでないならば、 (3-23)式及び
(3-24)式を使って、次のようにノードJの存在可能時間帯を更新する。

wiBJ={EHk日③S'(io，j)}EBdioj 

さらに、

W~ _ ~③T ・1.* ②， μ:<k 壬 n ~ 1日J--J K. ~. • J ------J 

となるkに対し、

cp=旦旦 {Wi目J8TJK)

とする。

もし、 Ejk =の、または、 Ejk*のかつciiJ<eik ならば、

Ejk= [Cγ， t~kJ 
γ(j ，k)=(io，k日)

(3-34) 

(3-35) 

(3・36)

(3-37) 

(3・38)

とする。 γ(j， k)は、存在可能時間帯Ejkがどの存在可能時間帯から移行さ
れてきたかを示すラベルである。

(S T E P 6) E io ko =の， μi日=k日

として (STEP3)へ行く。

3. 4. 3 実行可能解の性質

(3-39) 

台車運行型SPPTWの実行可能解の性質として、次の定理が成り立つ。

[定理3. 1 ] ノード S，e以外のあるノードにおいて、ある通過可能時間
区間内から出発した後、この同一時間区間内に再び戻って来るようなループ

をもっ実行可能解が存在すれば、このループがなく、 eへの到着時刻が同じ

実行可能解もまた存在する。
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(証明) あるノードの通過可能時間区間内の時刻tに到着した後出発し、ル

ープを通過した後この同一可能時間区間内に再到着して、時刻t'に再び出発

するような実行可能解が存在するとする。この時、この解における時間区間

[ t ， t ']の部分をこのノードで台車が待ち停止するように修正した解もま

た実行可能であり、かつeへの到着時刻は変わらない。(証明終)

3. 4. 4 アルゴリズムの正当性に関する考察

3. 4. 2節で述べたアルゴリズムの正当性に関して以下のことが言える。

[補題3. 1] 目的ノードeへの到着時刻の下界を表す(3・31)式の値は(S

TEP3)-(STEP6)の繰り返しに対し非減少である。

(証明) 式(3・31)により (io， kけが求まった時点では、 i E L， E i k手企

eiik白+11 (io)は最小となる。故に、 (STEP5)におい

て次に新しく更新される時間区間Ejkに対し、

kに対し、のである 1，

ei目hψ (io)壬ejk+ψ(j)

であることを言えばよい。

式(3-34)のWioj及び式(3-36)のcγにますし、

e IH日+d: ~<min W: く loJf u 一一一- uJ =c k 

となる。故に，式(3・37)で新しく更新される時間区間Ej kに対し、

jkミ e~目 k目+ d! ー1 == c; 1 I U io.i 

となるので、

eik+ψ(j)ミerhd凶+ザ (j)

〉 eiBhv(i日)

(3・40)

(3-41) 

(3・42)

(3-43) 

但し、最後の不等式においては、タイムウインドウを考慮しない場合のi日と

eとを結ぶ最短経路上にノードJが存在する時、等式が成立する。(証明終)
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(STEP2)の式(3・29)及び(STEP5)の式(3-36)，(3・37)から、存在可能時間区間

は、必ずある通過可能時間区間に含まれる形で形成され、しかも、含まれる

存在可能時間区間の数は高々 1つである。従って、このアルゴリズムでは、

ノードにおける存在可能時間区間を示す添字と通過可能時間区聞を示す添字

とは同じものを用いている。

[補題3.2J 最適解導出までにある通過可能時間区間が式(3-31)によっ

て選ばれる回数は、高々 1回である。

(証明) (STEP6)から明らかなように、 μJは、ノードJにおいて(STEP4)の
式(3-31)で選ばれた直前のk目値を示している。但し、一度も選ばれたことの

ないノードについてはOに設定されている。従って、 i日の隣接ノードJに対

して、式(3・35)のμj<kでよいことを証明できれば、式(3-31)で(j，μj)が

選ばれ式(3・39)でE.!__ =0となった後再びE. が作成されることはないかJ μ------- J μJ 

ら、式(3・31)で(j，μj)が再び選ばれることはない。

通過可能時間区間の指数kは正の整数であり、 μj= 0の場合μj<kとな

るのは当然である。従って，μj>Oとする。 (STEP5)での存在可能時間帯の更

新において、式(3-35)のμj<kを考慮しないアルゴリズムを考える。この場

合も[補題3. 1 Jは証明も含めそのまま成立する。 μj>Oであるから、今、

式(3-31)で (io，ko)が選ばれる以前において (j，μj)が選ばれたはずで

ある。 その時の存在可能時間区間を E* =[ 勺 μj 勺μjJ J μJ e l ，e 2 とすると

[補題3.1Jより、

e*JfJ+ψ(j )壬eiTKB+v(i日)三eiik目+diBJ+ザ (j) (3-44) 

従って、存在可能時間区聞が通過可能時間区間上に作成されること及び式

(3-41)から、 k<μJなるkに対して、

tikくtVj歪eアJbiik自+di日J孟担旦 Wioj (3-45) 

故に、 wi日 l~9Tjk=のとなる。 k=μJの時、 WiBJ8TJK3tのとすると、式

(3-45)のe*JF j 〈旦i旦 W 及びmin W! .!<c~日 J より、 E !* に1 =JU..L H "i日J 一一一~ "io j = V k a-. J'  .L.-j μJ 

対し、式(3-37)で新たに更新されるEjkは前者が後者を包含する関係にある。
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寧
存在可能時間帯としてはより大きなE. だけを考えればよく、 式 (3-31)

J μJ 

で一度選ばれたことのある通過可能時間区聞については、以後、その更新を

考える必要はない。特に、新しく更新されるEjkが以前作成されたELJか

ら移行されてきたものである場合は、 [定理3. 1]におけるループが作ら

れたことを意味しており、上で述べたことは、このようなループのある経路

を考える必要のないことを一言っているのと同じである。以上から、式(3-35)

においてμj<kとすればよい。従って、ある通過可能時間区間を式(3-31)で

選ぶのは、高々 1回で十分である。(証明終)

(STEP5)の式(3-35)でμJくkとできる正当性が[補題3.2]で同時に証

明された。

[補題3. 1] ， [補題3. 2]から、本アルゴリズムによる解の導出につ

いて次のことが言える。

[定理3.2] このアルゴリズムにより、台車運行型SPPTWを次式の
オーダをもっ多項式時間で解くことができる。

o ( I A I • mo + I N I・IA I • no+ I N I 2・no.(no+mo)) (3-46) 

但し、 no，moは1つのノード， 1つのアークのタイムウインドウに含まれ

る最大時間区間数をそれぞれ表す。

(証明) [補題3.2]によって、あるノードのある通過可能時間区間上
に作られた存在可能時間区聞は高々 1回しか選ばれないので、このアルゴリ

ズムにおける(STEP3-)"""(STEP6)の繰り返し回数は高々D=ζn~である。
iEN -L 

3. 4. 1節での説明で明らかなように、存在可能時間帯がアークを通っ

て隣接ノードへ移行できるということは、すなわち、台車がそのアーク及び

隣接ノードのタイムウインドウの制約を満足して走行できることに他ならな

い。従って、もし最短時間経路が存在すれば、存在可能時間帯が目的ノード

eに作成され，高々D回の繰り返しのうちに，式(3・31)でi日=eとなる。一度

io= eとなれば、ザ (e)= 0であること及び[補題3. 1]から、この時点、

で最早到着時刻が見つかったことになる。もし最短時間経路が存在しなけれ

ば、 eに存在可能時間帯は作成できず、高々D回の繰り返しの内に(STEP3)で
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L=②となる。

このアルゴリズムにおいて使用される基本算法は比較と加減法のみであり、

その計算回数によって計算量を推定できる。 no，moをそれぞれ1つのノード、

アークのタイムウインドウに含まれる最大時間区間数とすると、 (STEPl)にお
ける計算量はO(I A I .(mo+no))である。また、 (STEPl)でダイクストラ法
1日目ト1日3)を用いてあらかじめ 'V(j)( jモN)を計算しておくものとすると、

その計算量はO(INI2)で与えられる。 (STEP2)，(STEP3)， (STEP4)及び(ST

EP5)における計算量は、それぞれO(no)，O(I A I + I N I )，O( I N I +no)， 
o ( I N I • (n 0 +mo ) )となる。 (STEP6)の計算量はOである。上述したように、
(STEP3)"'" (STEP6)は高々D (壬 IN I . no)回繰り返されるので、全体の計算
量はo( I A I . ffio + I N I . I Aト no+I N I 2・no・(no+mo))となる。

(証明終)

このアルゴリズム中、式(3-28)，(3-33)によるアークの除去、 (STEP3)にお

ける集合Uの作成、式(3-32)による実行可能性の判定の各手続きは、最適解

を正しく導出するというアルゴリズムの正当性にとっては必ずしも必要では

ない。それらは、 (STEP3)，...，(STEP6)が繰り返される毎に計算にかかわるネッ

トワークの規模を小さくし、アルゴリズムの実行効率を高める。また、最適

解の経路は、目的ノードeへの最早到着時刻が(STEP4)での終了によって求め
られた後、ラベルγ(・，・)を用いて見つけることができる。

3. 5 下界評価法と解法の効率化

前節までは、複数台車のうちの一台の経路決定に限定した場合の経路決定

法を、グラフ論的立場から提案した。それは、問題をタイムウインドウをも

っネットワーク上での最短時間経路問題(台車運行型SP PTW)としてモ
デル化し、分枝限定法を用いて解くアルゴリズムである。一般の分枝限定法

においては、最適化したい目的関数値の下界の評価法をうまく工夫すること

が、計算効率にとって重要なことであると言われている1白川 1日引。このこと

は本問題に対しても言えることである。ここでは、比較的計算効率の良い下

界評価法を提案することによって、 3.4. 2節の解法アルゴリズムの改善

を図る。ここで提案する方法は、本来のタイムウインドウ制約の一部を緩和

した問題を解くことによって、下界を求めようとするものである。
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3. 4. 2節で述べた解法アルゴリズムでは、分枝限定法を用いている。

(STEP4)における(3-31)式によってノードeにおける最早到着時刻の下界を評
価し、最小の下界をもっ存在可能時間帯を選択する。 (STEP5)が分枝の手続き

に相当し、 (STEP4)で選択された存在可能時間帯を隣接ノードへと移行させ、
隣接ノードにおいて存在可能時間帯を新しく作成または修正する。

(STEP4)における存在可能時間帯の区間Ei kの下界は、その存在可能時間帯

から台車が出発すると仮定した場合の目的ノード eにおける最早到着時刻の

下界になっていれば、基本的にはどんなものでもかまわない。以下では、式

(3-31)による下界を含め、存在可能時間区間Ei kに対する三つの下界評価法

LBm (Eik) (m=1，2，3)を考える。 3. 4節の解法アルゴリズムでは、こ

れら三つの下界に対して(3-31)式のみを次のように修正すればよい。

LBm(E~ ¥，)= mi n _ {LBm(E~ \，)} (3-47) 
Ko' iモL，Eikヲ止の m --lK 

3. 5. 1 下界評価第1法，第2法

ノードiの存在可能時間帯E(i )の時間区間Ei kに関する最も単純な下界

評価法LBl(E ik)は、

L B1 (Eik)=e tk (3・48)

である。すなわち、 Ei k申に存在する台車は早くとも ei k 1にしか出発できず、

また、それ以後非負の走行時間の後に目的ノードに到着するから、 (3-48)式

は明かに目的ノードへの最早到着時刻の一つの下界である。 (3-48)式による

下界評価法を、下界評価第1法とよぶ。

E i kを出発した後の目的ノードeまでの走行時聞は、タイムウインドウ制

約が全くないと仮定した場合の走行時間 'v(i )以上になるはずであることを

考慮すると、次式による下界も一つの下界となることは明かである。

L B <) ( E ! 1.> = e ~ k + 'v ( i ) 2¥.L<ik'-vl (3・49)

これは(3・31)式で使用されている下界であり、この評価法を下界評価第2法

とよぶ。

最適解を少ない計算時間で導出するうえでの下界評価法の有効性は、次の

点に依存する。その第1は、目的ノードへの実際の最早到着時刻を、この下
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界によってどれだけ誤差なく評価できるかという点である。その第2は、下

界評価そのものに要する計算時間をどれだけ少なくできるかという点である。

以上の観点から考察すると、下界評価第1法、第2法は、計算効率に関して

次のような特徴をもっといえる。

(1)第1法は、存在可能時間帯に含まれる最も早い時刻を下界としている

ので、計算時間は事実上ないに等しい。しかし、存在可能時間帯を出発した

後の目的ノードまでの台車の走行時間を全く考慮していないために、下界の

誤差は大きい。

(2)第2法では、任意のノードiからノードeまでの古典的な最短走行時

間ψ(i)をあらかじめ計算しておく必要がある。ャ (i)(i正N)の導出にお

いてダイクストラ法1日目}を用いれば、その計算量はオーダーO(INI2)とな

る。もし、問題の最適経路がタイムウインドウを考慮しない場合の最短経路

に近似している場合には、下界の誤差も小さくなるであろうと予想される。

その反面、この最適経路の近似があまりよくない場合には、下界の誤差も大

きくなると思われる。特に、問題に実行可能解の存在しない場合には、任意

のノードiの存在可能時間帯から目的ノードeまでの走行時聞は事実上無限

大であるのに対し、ノードiから目的ノードeへ連結性が保たれている限り

ャ(i )は有限値をとり、下界の誤差は極めて大きいといえる。すなわち、実

行可能解の存在しない問題に対しては、計算効率がよくないであろうことが

予想される。

通常、より誤差の少ない下界評価法にしようとすると、より大きな計算時

聞を要する。従って、誤差と計算時間との聞で均衡をうまくとり、全体とし

て計算効率の良い下界評価法を見つけることが肝要である。以下で提案する

下界評価法は、第2法の欠点を補間するように考案された評価法である。

3. 5. 2 緩和問題と下界評価第3法

3. 2. 3節で述べた台車運行型SPPTWにおけるタイムウインドウ制約

は、次のとおりである。

(1)あるノードにおける台車の出発・到着時刻は、そのノードにおけるタ

イムウインドウ内になければならない。

(2)タイムウインドウ申のある通過可能時間区間内に到着した台車は、同

じ時間区間内に出発しなければならない。

いま、ノード iの存在可能時間帯の区間Ei kから出発する台車が、上のタ
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イムウインドウ制約のうち (1)のみを満たすように走行して、目的ノードe

に到達するものとする。この場合の目的ノードにおける最早到着時刻は、制

約 (2)を考慮しない分だけ原問題での最早到着時刻より大きくなることは

なく、これが下界を与えることは明かである。また、タイムウインドウ制約を

全く考慮しない(3-49)式による下界よりは誤差が少ないことも容易にわかる。
制約 (2)が緩和されているとはいえ、 (1)の制約によって、実行可能解

の集合は制約をうける。特に、ノードiからノードeへの連結性が保たれて

いるにもかかわらず、区間Ei kからノード eへの実行可能な経路がこの緩和

問題において見い出せない場合もある。その場合には、原問題においても区

間Ei kから eへの走行は実行不可能であると判断でき、解の探索において存

在可能時間区間Ei kを考慮する必要は全くない。このことが、前節の (2)

で述べた下界評価第2法の欠点を補間する性質となっている。

この緩和問題の解を用いた下界評価法を下界評価第3法とよぶ。すなわち、

ノードiを時刻tに出発し、タイムウインドウ制約のうち (1)のみを満足

しながら目的ノード eに到達するとした場合の最早到着時刻を κ(i， t)とし、

存在可能時間帯Ei kの下界を次により定義する。

LB<)(E!L)=κ(i，efk) 3 \~ ik (3-50) 

以下では、タイムウインドウ制約 (2)を緩和した緩和問題1日4)1日5)を解く

解法アルゴリズムについて議論する。ここでの緩和問題は、次のとおりであ

る。あるノード iを時刻tに出発し、タイムウインドウ制約 (1)のみを満足
しながら目的ノード eに到達する台車の最早到着時刻κ(i ，七)を求める。

いま、この緩和問題におけるノード j (:t:e)への最早到着時刻をしとす

る。このとき、台車がノードJから隣接ノードkへ向かう場合、時刻 tj以降
タイムウインドウT(j )内の任意の時刻に出発可能であるが、それはまたアー

ク(j， k)のタイムウインドウ制約を満たし、かつ、ノードkでのタイムウイン

ドウ制約内に到着しなければならない。従って、 (3-22)式を用いると、ノー
ドJから出発可能な時間帯は、 [tj，∞]③S'(j ，k)となる。結局、台車が
ノードJからkに移動すると仮定した場合、ノードkへの最早到着時刻tkは、
次式で与えられる。

t k=Ei且{[t j' ∞]⑧ S'(j ， k)}+d~l. (3-51) jk 

ノードiを時刻tに出発するから、 ti =tは明かである。この初期の最早

-35-



到着時刻からはじめて、 (3・51)式を適用しながら、次々に他のノードにおけ

る最早到着時刻を求めていき、最終的にteを見つければよい。この手順は、

古典的な最短経路問題におけるダイクストラ法100)1白引をはじめとする逐次

的な解法手順と全く同様に実行できる。以下では、ラベリング法1日6)を用い

たκ(i， t )の導出アルゴリズムを提案する。

(RX 1) ノードiにテンポラリラベルをつける。

11=t (3-52) 

他のノードに対しては、次により、テンポラリラベルのないことを示す。

IJ2∞， j * i 
(RX2) テンポラリラベルのついたノードの集合をBとする。

B ={J ;1J<∞} 

もし、 B=のならば終了。実行可能解は存在しない。

B:;止のであれば、

1k=mi n {lj; j正B}

とし、 1 kをパーマネントラベルとする。

(3-53) 

(3-54) 

(3-55) 

もし、 k=eならば終了。ノードeへの最早到着時刻κ(i， t )はいとな
る。

(RX3) ノードkの隣接ノードのうち、パーマネントラベルのついてい

ない任意のノードhに対し、 (3屯1)式を用いて1hを修正する。

1h=mi n (lh，旦よ旦[[1 k '∞]0S'(k，h)] +dkh} (3-56) 

(R X4) (RX2)にいく。

3. 6 数値例

ここでは、これまで述べてきた台車運行型SPPTWの解法を用いた簡単
な数値例を述べる。また、 3.5節で提案した下界評価法を比較し、それら

の計算効率に対する特性について検討する。
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3. 6. 1 搬送系モデル

図3.2で示される搬送ネットワークを考える。このネットワーク上には
40個のノードがあり、ノードの横にはノード番号が表示されている。ネッ

トワークの48個のアークは双方向走行可能であり、いずれのアーク上での

走行時間も3.0単位時間であるとする。また、干渉を起こさない最小の台車

聞の時間距離(最小干渉許容時間)を 1.0時間単位とする。以下で実施した

数値例では、いずれも計算機として IBM3083 (VM/CMS)を使用した。

1234567  

24ハ 25() 26() ()8 

23 9 

22 10 

21 11 

31 38 

20? ?30 ?29 _ 

自
v 

19 18 17 16 15 14 

図 3. 2 搬送ネ、ソトワーク

3. 6. 2 解法アルゴリズムによる解法例

図3.2の搬送系を走行する6台の台車を考える。 6台の台車 (Ql"" Q6) 
の現在位置と将来の予定経路は、表3.1のノード列で示されている。台車

Qsはノード25で待機中である。また、台車Q2のみはアーク(37，36)上
をノード36に向かつて走行中である。台車Q2が時刻Oにおいてノード37
から時間2.0の地点を走行中であること及び台車Q5がノード28において

時間1.0だけ待ち停止することをノード番号37，28の横の括弧の申に記し
た-2.0，1.0で示している。
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表 3. 1 台車の予定経路

台車 経路

Q 1 31-39・38・37-36・35・34

Q2 37(-2.0)帽 36-35-34・33・32

Q3 36・35幽 26

Q4 34時 33-40-39-30

Q5 10・11-28(1.0)ー37-38-39・31

Q6 25 (待機中〉

以上のような状況の下で、台車Q6に対しノード29への搬送要求が生じた

とする。この時、時刻O以降ノード25を出発し、ノード29に最早時刻に

到着する最短時間経路を求める。

本問題は、 N={1，..，40)，I A I =96，dij=3.0(i，j正N) ， t 0 =0 . 0， s = 25， 

e =29， Q. =Q6， Q={ Q i ;i=l，. . ，6}，正=1.0とした場合の台車運行型SPPT

Wである。ノード、アークでの通過可能時間帯、進入可能時間帯は、最小干

渉許容時間 ε及び表3. 1に示したQ'={Qi;i=l，.. ，5}の走行経路を用いて、

3. 2. 2節の手順により計算した。例えば、出発ノードにおける通過可能

時間帯はT (s) ={ (ー∞，∞)}，ノード39でのそれは T(3 9 )=( (ー∞，2J， 

[4，8J，[10，15J，[17，∞)}となり、ノードでの通過可能時間区間の平均個数は

1.5となった。有向アーク当りの進入可能時間区間の平均個数は1.2となった

が、さらに、解法アルゴリズム(STEPl)を適用して得られる修正進入可能時間
帯のそれは1.6となった。
この問題を3.4. 2節の解法アルゴリズムにより解いた時、次のような

結果を得た。

(1)台車Q6の最短時間経路は、 25(1.0)ー33-40(7.0)-39・38-37・29であり、

ノード29への最早到着時刻は26.0となった。但し、 o内はノードでの待
ち停止時間を示す。この解は、台車Q6に対し、台車Q4がノード33に進入

した直後にこのノードに入るようにノード25で待ち停止させ、また、 Q5が

経路37-38-39を通過するのをノード40で待ち合わさせた後、この経路を逆

に走行させるような解となっている。
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(2)最適解導出までのCPU時聞は55ミリ秒であった。また、解法アル

ゴリズムにおける(STEP3)"""(STEP6)の総繰り返し回数は14回であった。こ
の問題では、 [定理3.2]の(証明)の中で述べたDの値は60となり、

最悪の場合、問題を解くまでに60回の繰り返しが必要である。一方、上の
(1)項で述べたQ6の最短時間経路のノード数は7であり、この解を導出する

までの最小繰り返し回数は7回である。

3. 6. 3 下界評価法の比較例
図3.2の内、黒丸で表わされた12個のノード(ノード番号:3，5，9，11，
15，17，21，23，33，35，37，39)の前には自動工作機械が設置されており、これら
のノード聞のみを無人搬送車が工作物や治工具等を搬送要求に従って搬送す

る場合を考える。この搬送系に投入する台車数は、 2台から10台まで変化

させた。

シミュレーションは、各台車数毎に次の手順により実施した。

(i )投入された全台車を、 12個の黒丸のうち異なるノードにランダムに

待機させる。

(ii )全台車のうち、搬送が最も早く終了した台車(要求待台車)に対して、

黒丸のうちからランダムに一つの目的ノードを選択し、そのノードへの搬送

要求を与える。もし、搬送の最も早く終了する台車が複数台あれば、台車番

号の小さな台車を要求待台車とする。

(iii)要求待台車以外の台車の走行経路と最小干渉許容時聞からタイムウイ

ンドウを計算し、台車運行型SPPTWを作成する。この問題を一つの下界

評価法LBm(・)を用いたアルゴリズムによって解き、要求待台車の最短時間

経路を決定する。

(iv )上の手順(ii)，(iii)を300回繰り返す。
( v )手順(ii)，....，(i v)をm=1，2，3について実施する。その際、目的ノー
ド番号を与える乱数は、各mに対して全く同じものを発生させるものとする。

以上のようなシミュレーシヨンは、実際の工場においては、搬送要求が休

みなく台車に与えられ、各台車の稼動率が100%となる場合に相当する。

また、工作機械の設置場所を搬送路の奈差点、としたのは、やや現実的ではな

い。しかし、これにより台車が交差点上で停止する場合が多くなり、他の台

車の走行の障害となることで実行可能解のない台車運行型SPPTWを多く
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作成できる。このことが、三つの下界評価法の特徴を明確にするのに役立つ。

以上のようなシミュレーションにより、次のような結果が得られた。

3. 5. 1節でも述べたように、分枝限定法を用いたアルゴリズムの計算

効率に対する下界評価法の影響は、下界の誤差と下界計算に要する時間の二

つの要素から判断できる。三つの下界評価法の有効性の比較は、解導出まで

に要した計算時聞から判断できるが、下界の誤差に関する考察を行うため、

解導出までの分枝回数についてのデータも取得した。

(1)実行可能解の存在しない問題数の割合

ここでは、厳密な意味で実行可能解の存在しない問題を実行不能問題とよ

ぶ。表3.2は、各下界評価法毎、実行不能となった問題数の全問題数に対

する割合(実行不能率)を示したものである。

表3.2 実行不能率(%)

台車数 2......4 5 6 7 8 9 10 

第1法 。11 26 48 71 77 91 
第2法 。11 26 47 71 77 91 
第3法 。11 28 47 71 77 91 

前節のシミュレーション手順で述べたように、要求待台車に対して発生さ

せた目的ノードは、各下界評価法では全く同じものとした。同じ問題に対し

ては、どの下界評価法を使用しでも目的ノードへの最早到着時刻は同じにな

るものの、それを実現する最適経路としては異なる経路が得られる可能性が

ある。従って、その後発生する目的ノードが同一であっても、異なったタイ

ムウインドウが作成され、台車型SPPTWとして異なるものが得られるこ

とがある。発生した目的ノード列が同一であるにもかかわらず、表3.2に

おいて、各下界評価法に対し異なった実行不能率が得られたのはこのことに

よる。但し、結果の違いはほとんどなく、どの評価法においても、解の存在

しない問題は台車数5台から発生し始め、 10台になると実行不能率は90

%を越える結果となった。
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(2)繰り返し数

分枝限定法を用いた3.4. 2節の解法アルゴリズムにおいて、 (STEP3)，...， 
(STEP6)の繰り返し回数は、問題を解くまでの分枝回数でもある。下界の誤差

の程度は、分枝回数によってある程度判断できる。すなわち、通常、誤差の

小さい下界評価法は分枝回数は少なく、誤差の大きいものは分枝回数も多い。

図3.3は、台車数に対する問題一題当りの平均繰り返し回数を示したもの

である。図3.3 (a)は、実行可能な問題一題当りの結果を示したものであり、

園3.3 (b)は、実行不能問題一題当りの結果である。また、図3. 3 (c)は、

(a)， (b)を総合して、実行不能であるか否かを間わず問題一題当りの平均繰り
返し回数を示している。

これらの結果から、アルゴリズムの繰り返し回数に関して、次のことがい

える。

(ア)下界評価第1法は、ほとんどの場合、他の評価法よりも繰り返し回数

が多い。

(イ)第2法は、実行可能な問題に対しては第3法と同程度の繰り返し回数

であるが、逆に、実行不能問題に対する回数は第1法と同程度に多い。従っ

て、図3.3 (c)からわかるとおり、台車数が少なく容易に最適解の求められ

そうな状況に対しては、第3法と同様に効率の良い方法であるが、台車数が

多くなり台車問で複雑な干渉の予想される状況に対しては、その効率は第3

法に比べて良くない。この結果は、第3. 5. 1節で述べた第2法の欠点に

関する考察を裏づけするものとなっている。

(ウ)第3法は、繰り返し回数に関して、三つの評価法のなかで最も効率の

良い方法である。

(3)計算時間

図3.4は、問題一題当りの平均計算時間を示したものである。図3と同

様に、図3.4 (a)は実行可能な問題のみに対する結果、図3.4 (b)は実行

不能問題のみに対する結果、図3.4 (c)は全ての問題に対する結果である。

これらの結果から、次のことがいえる。

(ア)実行可能な問題においては、第2法が最も有効な下界評価法である。

これは、繰り返し回数に関する考察から判断されるように下界誤差もそれほ

ど大きくはなく、また、下界の計算時間もそれほど多くは要しないことによ

るものと思われる。この有効性は台車数が少ない場合に大きい。しかし、台

車数が多くなると、この有効性も他の評価法とほぼ同程度となる。これは、
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台車数が少なく最適経路がほぼ古典的な最短経路に近いと予想される状況に

おいては、第2法の下界誤差は小さいが、台車数が多くなり、台車聞の複雑

な干渉のためにその近似があまり成立しない状況においては、下界誤差も大

きくなるためであると思われる。

(イ)実行不能問題においては、第3法が最も有効である。

(ウ)実行不能であるか否かを区別しない場合、上述した(7)(イ)の特徴と台

車数が多くなるにつれ実行不能問題も多くなるという傾向とにより、台車数

が少ない場合は第2法が有効であり、台車数が多い場合は第3法が有効であ

るといえる。

3. 7 結言

この章では、工場における複数無人搬送車のうちの一台に対する運行経路

決定問題を取り扱った。 3.2節及び3.3節では、この問題を搬送ネット

ワークのノード、アークに到着・出発時刻制約のタイムウインドウが存在す

る場合の最短経路問題(台車運行型SPPTW)に定式化した。 3.4節に

おいては、存在可能時間帯という概念を導入し、この問題に対し、分枝限定

法を用いた多項式計算時間の解法アルゴリズムを提案した。この解法の計算

効率の良しあしは、一般の分枝限定法でもいえるように、最適化したい目的

関数値の下界評価に左右される。 3. 5節では、三つの下界評価法(第1---

3法)を提案し、これらの有効性をシミュレーシヨンにより検討した結果、

次のような特徴のあることがわかった。

(1 )第2法は、他の下界評価法に比べ、実行可能な経路が存在し、かつ、
複雑な干渉形態の予想されない問題に対して有効な下界評価法である。

(2)実行可能な経路の存在しない問題に対しては、その実行不能性をいち

早く判断できる下界評価法として第3法が有効である。
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第4章台車運行型SPPTWの拡張

4. 1 緒言

この章では、 3章で提案した台車運行型SPPTWの解法アルゴリズムを

他の問題に拡張することを考える。まず、台車運行型SPPTWを台車の搬

送時間の非負性を仮定しない場合の問題に一般化することにより、古典的な

最短経路問題と台車運行型SPPTWが等価な構造をもつことを明かにする。

また、台車の現実的な運行問題として、走行途中において走行スケジュール

に遅滞を生じた場合の再スケジューリング手順について考察する。最後に、

搬送要求が複数の目的地を含む場合や、目的地において作業時間をもつよう

な場合への運行経路決定法について考察する。

4. 2 走行時間の非負性を仮定しない場合の一般解法

ここでは、台車運行型SPPTWを走行時聞が必ずしも非負ではないアー

クをもっ一般化されたネットワークにおける問題に拡張し、問題の一般的な

構造について議論する。そして、この問題が基本的にはタイムウインドウを

もたないネットワークにおける最短経路問題1日2)107)と同じ構造をもつこと

を明かにする。さらに、このことを用いて、二段階の手順から成る一般解法

を提案する。まず、対象とするネットワークをタイムウインドウに注目して

再構成し直した後、原問題をその再構成したネットワークでの最短時間経路

問題の部分問題に分割する。次に、この部分問題を最適性の原理108)ー 111)を

用いて8ellman-Ford法と同型の漸化式によって解く。部分問題の解法として

は他に二つの方法を提案し、数値例を用いて各方法の実行効率を比較検討す

る。

4. 2. 1 ネットワークの再構成

3. 3. 1節で述べたタイムウインドウをもっネットワークを考える。次

のような手続きによりこのネットワークを再構成する。

1)ノードiE Nに対して、その通過可能時間区間の数だけの新しいノー
ドik (k=l，..，ni)を作成し、各々の 1kに1つの通過可能時間区間Tikを与
える。
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2)有向アーク (i，j)EAに対して、

T ik0S (i，j)③ (TJIGd iJ) ヲ止の (4-1) 

ならば、ノード lkからJIへの有向アークを作成し、そのアークの入り口の通

過可能時間帯としてS(i，j)を与える。
この手続きによって変換したネットワークを以下修正ネットワークと呼ぶ。

台車運行型SPPTWに関して、原ネットワークと修正ネットワークが等価

であることを以下で述べる。

原ネットワークにおいて台車のノードiの通過可能時間区間Tikからノ-

Fjの通過可能時間区間Tj Iへの移動は、修正ネットワークにおいてはノー
ドik~\ らノード JI への移動に対応する。また、台車がノード i からノード

Jへ移動する場合、まずノードiのタイムウインドウT(i)及びアーク(i ， 
j)の入口におけるタイムウインドウS(i，j)の制約がある。さらに、ノー

ドJへそのタイムウインドウT(j )申に到着するためには、ノードiを時間
帯T(j )8 d i j中に出発しなければならない。従って、手順2)の(4・1)式は、
修正ネットワークにおけるノード 1kから Jlへの台車の移動の可能性を考慮

した式である。また、原ネットワークの同一ノードiから作成された二つの

ノード聞においては、ノード 1kからノードiI (k:#l)への移動は、原ネッ
トワークにおいて台車が通過可能時間区間Tikに到着し、別の時間区間Til

から出発することに対応し、 3.2. 3節で述べたタイムウインドウの性質

(2')により許可されない。従って、修正ネットワーク上では、これらのノー

ド間にアークを作成する必要はない。

この修正ネットワークにおけるアーク数に関しては、次の定理が成り立つ。

[定理4.1] 修正ネットワークへの変換の手続き 2)によって、ノード
i k (k=l，ー，ni)とノード jl (l=l，..，nj)の聞において作成されるアーク
数は高々 ni+nj-lである。従って、修正ネットワークで新たに作成され

る有向アークの総数は高々次の式で与えられる。

L (n~+n~-l) 
(i， j)正A i J 

(4-2) 

(証明) 式(4-1)が成り立てば、

Tik② (TJIGd iJ)#の (4・3)
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である。従って、 k=l，..，niと1=1， . .， n jの組合せに対して、上式が高々
ni+nj-1組成立することを証明すればよい。 T(i)={Tik;k=l，..，nd及び
T (j)8 d i j ={ T j 18 d i dは数直線上に並ぶni個とnj個の閉区間の集合で
あり、上式の成立する組数はその二つの集合の積集合がもっ閉区間の数と同

じである。従って、数直線上に互いに重複なく並ぶm個の閉区間集合と同様

なn個の閉区間集合の積集合がもっ閉区間数をK[m， n]で表わすと、

K [m， n]三m+n-1 (4-4) 

であることをいえばよい。

m=l， n=lの場合、 AとBの積集合のもつ最大区間数が1となることは
明かである。故に、このとき式(4-4)は成立する。

m~三M，

は、図4.

mM-m'  + 1 
-声.......... ， 一二ι .......... ....、

.十でー斗・・・ト一一→----...........←→---・・・・・

---←一ー-+------・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 一一-

N 

図 4. 区間の重なり

n~三 Nに対し式 (4-4)が成立していると仮定する。

1のような場合に最大となり、

K [H，N+ 1] 歪 max (K [m'，NJ +K [Hーが+1，1]) 
1::玉皿'<言問

2三 max ((m'+N-1)+(H-m'+1)) =円+(N+l)-l
l<m'~三 H

K [M，N+ 1J 

(4-5) 

となる。同様に、 K[H+1，NJ豆(H+1)+N-1となる。従って、任意の自然数m，
nの組に対し式(4-4)が成立する。(証明終)

4. 2. 2 問題の変換と部分問題の定式化

前節で述べたことから、原ネットワークにおける台車運行型SPPTWは、
修正ネットワークにおける次のような問題に置き換えることができる。
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t日正 Tsp (1~三 p 壬 ns) となる一つの p に対して、ノード s pを時刻t日

以降に出発し、ノード、アークをそのタイムウインドウ制約内に通過しなが

ら、ノード ek (k=1，..，ne)のいずれかに最早時刻に到着する経路を求める。

この問題は、目的ノードを個別に設定することより、 ne個の部分問題(ノー

ドにおけるタイムウインドウが一つの通過時間区間から成るネットワーク上

で、一つの出発ノード Sと一つの目的ノードeレをもっ台車運行型SPPTW) 
に分割することができる。この部分問題を、以後部分台車運行型SPPTW
とよぶ。原ネットワークにおけるノードeの通過可能時間区聞は(3・17)式の

定義による大小関係Te1
く三Te2くむ・リくさTeneをもつことから、必ずしもこれ

らの部分問題をすべて解く必要はない。すなわち、目的ノード el，e2，..を

もっ部分問題を順に解いていき、解が求まった時点、でその解を原問題の最適

解とすればよい。

以下では、ノードにおけるタイムウインドウが一つの時間区間から成るよ

うなネットワークでの部分台車運行型SPPTWを取り扱う。修正ネットワ
ーク上でのノード数をnとし、ノード番号をあらためて付与しなおし、出発

ノードをノード1、目的ノードをノードnとしても一般性を失わない。また、

対象とするネットワークのノードの集合，アークの集合，ノード i及びアー

ク(i ， j )におけるタイムウインドウは、原問題と同じ記号N，A， T(i)， 

S(i，j)を用いるものとする。但し，T(i)が一つの時間区聞から成ること

を明示するため、

T(i)=[a i，b i] (4・6)

で表わす。

部分台車運行型SPPTWは、次のように混合整数計画問題に定式化され
る。

ffilnlffilze 

f(x，v，U)=(i，ふAdij-xiJ+kfN(Vk-uk)+七日 (十7)

subject to 

r 1 

FXiJ-pxki=1O 
J n.、-1

(i = 1) 
(i*l，n) 
(i = n) 
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x ij= {O， 1} 

但し、 X={xij;(i，j)正A}，U = {u i; iモN}，V = {v i ; i正N}
とする。上の式中、変数Xi jは台車の経路がアーク(i ， j )を通る場合は 1を、
そうでない場合はOをとる0-1変数である。 Ui、Viは、それぞれ、ノード

iにおける台車の到着時刻、出発時刻を表わす。

式(4-8)は、台車の経路がノード1から始まり、ノードnで終る経路の連続
性を保証する式である。式(4・9)，(4-10)は、経路がアーク(i ， j )を通るな
らば、ノードJでの到着時刻はノードiからの出発時刻にアーク (i， j )での
走行時間di jを加えたものに等しく、また、ノードiからの出発時刻はアー

ク(i ， j )のタイムウインドウ制約を満たさなければならないことを示してい
る。式(4-11)は、ノードiでの到着及び出発時刻がノードのタイムウインド

ウ制約を満たし、後者は前者より大きいことを示している。式(4-12)は、出

発ノードsでの到着時刻を t日とおくことにより、 Sからの出発が時刻t日以

降に起こることを保証する。式(4・7)の第1項は経路のアーク上での総走行時

間であり、第2項は経路上におけるノードでの総待ち停止時間である。従っ

て、目的関数f(X，U，V)は経路全体での走行が終了する時刻を示しており、
問題はこの値を最小化することである。しかしながら、整数計画問題を解く

ことは一般に難しく、本研究でも上式をすなおに解くことはせず、グラフ論

的アプローチによる解法を考える。

4. 2. 3 最適経路の性質

部分台車運行型SPPTWにおいては、次の定理が成り立つ。

[定理4.2] 問題に最適経路があるならば、ループを含まない最適経路

が存在する。
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(証明) 最適経路のノード列をノードJにおいてループのあるノード列{
11=1，12，..， 1k=j ，..， 1k'=j ，..， 1t=n}とし、経路上の任意のノード

1 hにおける(到着時刻，出発時刻)を(Uh，Vh)とする。部分台車運行型spp

TWにおいては各ノードのタイムウインドウは一つの時間区聞から成るから、

式(4・6)の記号及びループの走行時間の非負性により、

a く U.<v. < U. ，< v. ，<b  j= U.k= V k= U.k'= V k'詔 J (4司14)

となる。従って、経路のノード列が {11=1，12，..， 1k， 1k'+i，..， 1t=n} 

であり、各ノードでの(到着時刻，出発時刻)が(Ul=tO，VI)，(U2，V2)，..，

(Uk，Vk')，(Uk・+l，Vk'+!l，..，(Ut，*)(目的ノードにおいては到着時刻

のみ)である解は、タイムウインドウ制約を満足し、かっ最適解と同じ時刻

に目的ノードに到着する。つまり、最適経路のループ部分を削除した最適経

路もまた存在する。(証明終)

[定理4.3J 問題に最適解が存在するならば、出発ノードからその任意

の途中ノードまでの部分経路が最適となる最適解もまた存在する。

(証明) 最適解がノード列 {11=1，12，..， lk=j，..， 1t=n}及び任意

のノード1hにおける(到着時期a，出発時刻)=(Uh，Vh)から成るものとする。
この経路の前半の任意の部分経路 {11=1，..， 1dに関して、ノード 11を

時刻t日以降出発し、ノード 1kへ最早時刻に到着する最適解を、ノード列{

1'1=1，1'2，・・， 1'p=1d及び {(到着時刻，出発時刻)}= {(U '1=七日，

V'd，(U'2，Vら)，..，(U'p，*)}とする。このとき U'P<Ukであるから、

ノード列 {1'1=1，1 '2，..， 1 'p， 1k+I，..， 1t=n}及び{(到着時刻，出発

時刻)}= {(U'1=tO，V'I)，(U'2，V'2)，..，(U'p，Vk)，(Uk+l，Vk+l)，.， 

(Ut，*))である解もまた最適解となる。(証明終)

定理4.2及び定理4.3によって、最適経路としてループがなく、その

任意の部分経路が最適である経路のみを探索すればよいことが証明された。

また、これらの定理は最適経路を求める直接の方法を示している。すなわち、

定理4.2は最適経路は高々全ノード数n個のノード列から成ることを意味

しており、定理4.3はあるノードまでの最適経路を求めるにはそのノード

の隣接ノードまでの最適経路を用いて探索すればよいことを意味している。
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4. 2. 4 部分問題の解法アルゴリズム
前節で述べた定理によって、動的計画法を用いた部分台車運行型SPPT

Wの解法アルゴリズムが提案できる。

4.2.4.1 Bellman-Ford型の解法アルゴリズム
定理4.3によって、ノード1を時刻t日以降出発しあるノードiに最早時

刻に到着する最適解は、 (k，i )正 Aとなるすべてのノードkまでの最適解を
用いることによって求めることができる。求めるノードiへの最早到着時刻

をU とし、 (k，i )正 Aなる任意のノードkにおける最早到着時刻及び出発
時刻をUk， Vkとする。 4.2. 2節における(4-10)式及び(4-11)式の制約と
(4-9)式から、

U -=m i n{m i n{v k+d kiET(i); 
1 (k-; U正h

Vk記S(k， i)， U k < V k壬bk }} 

=m  i n{m i n{v k+d ki;a K22v k+d ki三bk(k，i)正A
VkモS(k，i)， U k三Vk< b k}} 

=m  i n{m i n{v k+d Ki;v kET(i)Q d ki 
(k，i) E A 

VkE S(k，i)， Vk正[Uk'bkJ}} 

=m  i n{m i n{v k+d ki; 
(k，i)正A

V k E ( (T (i) 8 d ki)③S (k， i)③[Uk' bk]) }} 

= mi n {旦主旦 Bki+dki} 
(k， i)正A

但し、最後の式への変形では、

S ' ( k ， i ) = ( T ( i ) 8 d ki)③S(k，i) 

B ki = S ' ( k ， i )③[U k' b kJ 

とおいた.

(4・15)

(4-16) 

(4・17)

式(4・15)によってノード iへの最早到着時刻は算出できるが、それを実現

する経路は、 Ui=(旦主旦 Bki)+dki となる適当なノードkまでの最適経路
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にノード iを付加すればよい。

以上のことから、次のような漸化式によって任意のノードi正Nへの最早

到着時刻を導出できる。

U (9)=∞ 
1 .，

 au 
+しご
、‘.，，
n
H
U
'
E
L
 

，，E
‘、
u
 

(4-18) (i * 1) 

(4-19) 

ii)すべてのiENに対し、

{U (?)， mi n(mi n B白)+d ki)} 
(k， i)什一一一n

 

・Im
 -
-
、‘.，，
-
E
i
 
肘
・
I

，，.、、
u
 

但し、

(mL c" 1{  1_ ¥ iO¥r __ (m) 
B ~i' = s ' ( k ， i )⑧[U k，b k] (4・20)

U (m) は、高々 (m+1)個のノード数をもっ有向パスによって実現でき

るノードiへの最早到着時刻を表している。上の漸化式は、 u(m) i (i正N)

が変化しなくなったとき終了し、そのとき、目的ノードnへの最早到着時刻

のみならず、すべてのノードへの最早到着時刻が求められていることになる。

また、定理4. 2より、 mの値が高々 (n-1)となるまでには必ず終了す

る。式(4-19)では、比較計算と加法計算のみが必要であり、各ノード及び各

アークの通過可能時間区間数の最大数をそれぞれn。、 m。とすると、その計

算量は係数を省略せずに表すとオーダーo(2・(no+mo).n3) となる。
問題において、特に、

(4-21) i正NT (i)= { [ー∞，∞]} ， 

(4-22) 

とすれば、台車は各ノード、各アークを常時通過可能であることになり、問

題はタイムウインドウ制約を考慮しないネットワークにおける古典的な最短

経路問題となる。このとき、漸化式(4-19)は次のようになる。

S (i ，j)= { [ー∞，∞]}， (i，j)EA 

(4・23)、‘，

e'
、‘.，，-
唱

iEK
 

z
d
 
+
 

、‘.，，mu
・
司
A

I
、'Ku
 

{ u (I!l) . 
1 I (k-~Ü E A n

 

・1m
 
=
 

、‘E
，，
'
E
i
 

4

・・
E
A

m
 

，，.‘、
u
 

上の解法は古典的最短経路問題におけるBellman -F ordの解法112)113)に他な

らない。従って、式(4-18)""(4・20)による解法を以後Bellman-Ford型の解法
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式(4・23)を用いたBellman-Fordの解法 (B-F解

B-F解

(B-F型解法)とよび、
法)と区別する。

B-F型解法による解は、タイムウインドウの制約があるため、
法により計算される解より大きな値になる。

[定理4.4] B-F型解法による解U川と、同じネットワークにおい
てタイムウインドウがないと仮定した場合のB-F解法による解w(ml に関
して次の不等式が成立し、 wtm)lはU (mへの下界値を与える。

(4-24) > UT (m) 
一副・
、

.• 

，，
 ma-
-・、
u
 

(3-19)式及び(4-20)式から、

(S'(k，i)③[U (k) ， b k]) 

U (~)) 
k I 

(証明)

B
 

> " (m) =.... k (4-25) (旦i旦 S'(k，i)，>max 

(4・26)

となる。式(4・19)と上式から、

{u(?)，mi n(u(f)+dki)} 
(k，i)EA 

U (Ei:~m; 山 E

である。

m=Qのときは、 w(目とu(目は初期値であり、式(4・18)により同じ値を

とる。従って、式(4・24)が成立する。

いま、あるmのとき式(4-24)が成立すると仮定する。式(4-26)より、
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，，、

u(て1)>m i …ー

> mi n 

w (m:l) . 
1 

(4・27)

となり、 m+lのときにも式(4・24)は成立する。従って、数学的帰納法によ

り式(4-24)は常に成り立つ。(証明終)
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4.2.4.2 Yen型の解法アルゴリズム

古典的な最短経路問題に関しては、式(4-23)を用いたB-F解法に対して、
使用する記憶容量を少なくし、かっ計算量を減少させる改善案をYenl14)が提

案している。このYenの修正法は、台車運行型SPPTWに関するB-F型解

法式(4-18)"'"(4-20)に対しても直接適用でき、その結果は次のようになる。

i)u(!)=七日， u(!)=∞ (i引) (4-28) 

ii) mが偶数である場合はi=l，..， nの順に、 mが奇数である場合は1=
n， ..， 1の!頓に次式を計算する。

，.m1n 

(m+1) 
U i = ~ 

、m1n

{u(!)， mi n (旦旦 B(kr 1) + d ki)} 
k<i， (k，i)正A
" (Inが偶数のとき) (4・29)

{ u (~)・ (m+1)( mi n B \~~.LJ+dl.J) 
1 k>i， (k，i) E r一一一 ki ...... ki 
" tmが奇数のとき) (4-30) 

これらの式を用いた台車運行型SPPTWの解法をYen型解法とよぶこ

ととする。

上の計算は、 B-F型解法と同様に U(m) が変化しなくなったとき終了し、

その時点、ですべてのノードへの最早到着時刻が求められていることになる。

その計算量はオーダーo(( n 0 +mo)・n3/2)となる。

4. 2. 4. 3 分枝限定型の解法アルゴリズム

B-F型及びYen型の解法アルゴリズムは、式(4-15)を基本算法として
各ノードkのU (m) kを用いてその隣接ノードの最早到着時刻を修正してゆき、

最適値に収束させようとするものである。従って、式(4-15)の基本算法を用
い、最早到着時刻の修正が正当になされることを保証しながら、より早い計

算速度を実現する計算手順を工夫することが上述した解法の他にも可能であ

る。

ここで提案する解法は、基本算法を用いて計算する際、式(4-19)，(4-29)の
ようにあるノードiの最早到着時期gU (m) の更新を、 (k，i)EAのようにi
に対し後方に隣接するすべてのkにおける U{mhから計算するのではなく、
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あるノードi・を選択し、その U (m) ・を用いて、 (i'，k)EAのように 1 に
対し前方に隣接するすべてのノードkの最早到着時刻を基本算法によって更

新するものである。すなわち、

u(m;1)=mi n {u(t)，Ei旦 Bjt+dd (4-31) 

とする。 U M}kが式(4-31)の O中第2項目の値によって新しい値 U (m川、
に更新された場合、 “ノード 1 の最早到着時刻がノードkへ移行された"と

呼ぶことにする。このような移行を式(4-18)を初期値として実行してゆくこ

とが式(4-19)，(4-29)による漸化式の計算とまったく同じであることは明かで
ある。そして、すべてのノードでの最早到着時刻が更新されなくなったとき

最適解が得られる。

もし、選んだ U川・が以後更新されない値、すなわちノードγの本来の

最早到着時刻であれば、 U(m) による上式の計算は再び行う必要はない。そ

して、そのようなノード 1 として目的ノードnが選択されれば、その時点で

計算を終了することができる。このような 1 の選択方法を以下で議論する。

実数全体をR、ノード全体をNとし、ノードと時刻の上で定義される実数

関数f(・，. ) 

f:NXR→R 

を考える。 fは、次のような性質をもつものとする。

f ( i ， t )三 f( j ， t + d ij )， (i， j ) E A 

f ( i ， t )くf(i，t')，t<t' 

このfを用いて、次式を満たすーっのノード 1 を選択する。

f ( i . ， u ~~) ) = m i n f (j ， u (号)) 
-L jEN U 

このとき、次の定理が成り立つ。

(4-32) 

(4・33)

(4・34)

(4・35)

[定理4.5] 式(4-35)によって選択したノード 1 における U (m) は、

以後、式(4・31)での計算によっては更新されない最早到着時刻である。
(証明) 式(4・35)で選択された U(m) が、選択後において ut In}Jから更新

されるものとする。このとき、 U {m}Jが隣接ノードへ次々に移行していき、
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ノード 1 の最早到着時刻を更新する。この移行が行われるノードJから 1

へのノード列をL={ j ， 1 1， 1 2， . . ， 1 p， i .}とする。移行は式(4-31)の第2
項によって行われるが、 (4・29)式より、一般的に、

i n B ，(~)+d 主 u (~) +d 
一一一.!.!- ~ kl . U kl == u. k . U kl (4-36) 

である。また、 Lに沿った U tm)Jの移行の結果ノード 1 に作られる最早到着

時刻は、 U (m)より小さいはずである。故に、

、，E
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(4・37)

となる。従って、式(4-33)，(4・34)によって、

(皿)，'.c{!*__(m) 
f (i，U J ，)>f(I，U ・+(d・1+...+d1・.) 1 -- - -- 1- J --Jll -lp 

22 f(lp，U (耳)+(d汀 +...+d1 1)) 11.....u lp-dp 

ミ…三f(j ，U (:f) (4-38) 

となり、式(4・35)に反する。 (証明終)

定理4.5によって、一度式(4-35)によって選択されたノード i事の最早到
着時刻は以後更新されることはなく、 i. tp.ら隣接ノードへの最早到着時刻の

移行が式(4-31)によって行われた後は再び行われる必要はないことがわかる。

従って、以降の計算ではノード 1 についてまったく無視しでも構わない。

式(4-33)，(4-34)を満たす具体的な関数f(・，. ， . )としては、例えば次のよ
うな関数がある。

f(i，t)=t+μ( i ， n) (4-39) 

μ(i ， n )はノードiから目的ノードnへの古典的な最短走行時間であり、
Yenの解法を使ってオーダーo(n 3/4)で求めることができる。
以上の議論から、式(4・39)を使った部分台車運行型SPPTWの解法が以
下のように提案できる。但し、記号Eはそれまでの計算で式(4-35)によって

選択されたことのあるノード 1 の集合を示し、 Iはそれまでの計算で有限の

最早到着時刻をもっノードの集合を示すものとする。
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i) Yenの解法114)により、ノードi正Nから目的ノードnへの最短走行

時間μ(i，n)を求める。

-)(?)ー (0)
一一 ，U';'-∞Ci;t1)，E=の， I ={ 1 } (4-40) 

iii) I -E =のならば終了。解は存在しない。

I-E干止のならば、式(4・39)の関数fに対して、式(4-35)を用いて、

(m) ，__~_ .i! f~ ..(m) f ( i . ， U \~!) = m i n f (j ， U ¥ ~J ) 
-'- j正I-E tJ 

とする。 i*=nならば終了。ノードnへの最適経路が求められた。

(4-41) 

そうでないならば、 (i'，k)モA，k(/. Eとなるすべてのkに対し(4-31)式
を用いて U(冊、の更新を行う。この更新の結果、無限大から有限値の U(m) k 

をもつようになったノードkの集合をSとする。

i V) E =E V {i .} 

I =I VS 
(4 -42) 

とする。 m=m+lとしてステップiii)へ戻る。

上のアルゴリズムは、手続きiii)における U (m ヘの更新が分枝限定法の分

枝にあたり、式(4-41)による関数fの評価が分枝限定法の下界評価にあたる

ことから、 B-F型及びYen型の解法と対比するため、この解法アルゴリ

ズムを以後分枝限定型の解法アルゴリズムと呼ぶ。このアルゴリズムによる

計算量は、オーダーo(( n 0 +mo) * n 2 + n 3/4)となる。分枝限定型の解法ア
ルゴリズムでは、他の二つの解法アルゴリズムと異なり、ステップiii)にお
いて i三 nとなることにより終了でき、必ずしも目的ノード以外のすべての

ノードでの最早到着時刻を求めずに計算を終えることができる。

4. 2. 5 台車運行型SPPTWの一般解法
4. 2. 4節で提案した解法アルゴリズムは、目的ノードが一つの場合の
部分台車運行型SPPTWを対象とした解法であった。元の台車運行型SP
PTWの一般解法では、 4.2. 2節で述べたように、修正ネットワークに
おいて複数の目的ノードをもっ問題を解かなければならない。 B-F型及び

Yen型ではすべてのノードへの最早到着時刻を計算するので、複数の目的
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ノードが存在しそのいずれかへ到着すればよいのであれば、それらのノード

における最早到着時刻を比較して最も小さいものを最適解として採用すれば

よい。また、分枝限定型の場合には、式(4-41)により選択したノード 1 がい

ずれかの目的ノードと一致したとき終了し最適解とすればよい。

これまでの議論を総合すると、アークの走行時聞に非負性を仮定しない台

車運行型SPPTWの一般化された解法アルゴリズムを、次の二段階の手順

で構成することができる。

1) 4. 2. 2節で述べた手順によってネットワークを再構成し、ノード
におけるタイムウインドウが一つの通過可能時間区間のみから成るようにす

る。このとき、複数の目的ノードの生成も許す。

2)目的ノードが一つの場合は、 B-F型、 Yen型または分枝限定型の

解法アルゴリズムを用いて台車運行型SPPTWを解く。なお、複数の目的

ノードの存在する場合は、上で述べたように修正した解法を用いる。

本研究では、アーク上の走行時聞が必ずしも非負ではない一般化されたネ

ットワークにおいて、台車運行型SPPTWに対する三つの解法アルゴリズ

ムを提案した。 4.2. 4節から明かなように、いずれの解法でもノード数
I N Iの3乗のオーダーの計算量を要する。一方、 3.4. 2節では同じ問

題に対して走行時間の非負性を仮定した下での解法を提案した。その解法ア

ルゴリズムは基本的にはここで提案した分枝限定型の解法と同じであり、そ

の計算量は IN Iの2乗のオーダーである。両者の計算量は、古典的最短経

路問題においてアークの非負性を仮定しない場合のBellman-FordやYenの解法、

非負性を仮定した場合のダイクストラ法100)における計算量と基本的には一

致しており、その対応関係はタイムウインドウを考慮した場合の式(4-19)と

考慮しない場合の式{4-23)が基本的に同じ構造をもっていることに由来する

ものである。

4. 2. 6 数値例

ここでは、数値例により 4.2. 4節で提案した三つの解法の実行効率に

ついて考察する。

対象とする搬送ネットワークは3.6. 1節の図3.2と同じであるが、
有向アーク (33，25)，(35，27)，(37，29)，(39，31)には-2の負の走行時間を与え
るものとする。また、それらと逆の方向をもっ有向アーク (25，33)，(27，35)，
(29，37)，(31，39)は存在しないものとする。このネットワークは40個のノー
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ドと92個の有向アークから成る。また、台車聞のおける最小干渉許容時聞
はε=1.0とする。

このネットワーク上で、次の手順により次々に台車運行型SPPTWを作

成しては解いていくシミュレーションを実施した。このネットワークへの投

入台車数qは、 2台から2ずつ増加させながら12台まで変化させた。

(1) q台の台車に対し出発ノード、目的ノードをランダムに選ぶ。但し、

各台車の出発ノード、目的ノードは重複しないように選択する。この問題を

文献115)で提案されている組合せ論的方法によって衝突のない経路を導出し、

初期経路として各台車に割り当てる。

(2) q台の台車の内、最も早く走行の終了する一台の台車(要求待台車)

を選ぶ。その到着ノードをあらためて出発ノード Sとし、そのノードへの到

着時刻t"を出発可能時刻とする。さらに、この台車に対するあらたな要求と

しての目的ノードeを他の台車の到着ノード以外のノードからランダムに選

ぶ。その他の台車の経路には変更は加えず固定し、これを用いることにより、

3. 2. 2節で述べた方法でタイムウインドウを計算する。以上により、出

発可能時刻をt目、出発ノードを s、目的ノードを eとする台車運行型Spp

TWを作成し、これを4.2. 4節の解法アルゴリズムを用いて解く。

(3)上の手順位)を、 B-F型、 Yen型及び分枝限定型の解法アルゴリ

ズムの各々に対して、連続して400回ずつ繰り返す。但し、 400題の問

題においてランダムに与える400個の目的ノードは、各解法に対して同ー

なものとする。

表4.1 平均通過可能時間区間数

湖
一
バ
一
日

m
一口一日

表4.1は、台車数qに対して、作成された最短時間経路問題の通過可能
時間区間数を問題一題当り、ノードまたはアーク一つ当りで平均をとった結

果である。台車数の増加と共に、作成されるタイムウインドウの通過時間区

間数もほぼ増加している。

図4.2は、各解法により、最適経路導出までにそれぞれの漸化式におい
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て繰り返された計算の繰り返し回数 (m値)の平均値を、また、図4.3は

各解法における平均の計算時間を示したものである。使用した計算機は、 I

BM3 0 83 (VM/CMS)である。図中の三角、四角及び丸は、それぞ
れB-F型、 Yen型及び分枝限定型の解法アルゴリズムによるデータを表

わしている。

それぞれの解法における繰り返し回数の表わす意味は異なる。計算量の面

からみると、 B-F型とYen型では一回の繰り返し毎にすべてのノードに

対しそれぞれ式(4-19)、(4・29)の基本算法を計算しなければならないという
意味では同じである。この両者の比較ではYen型の方がB-F型より繰り

返し回数は常に少ない。この繰り返し回数の大小関係がそのまま計算時間に

も反映しており、 Yen型の解法による計算時間の方がB-F型より常に小

さい。これに対し、分枝限定型の解法では、一回の繰り返しにつき式(4-41)

によるノード 1 の選択と 1 の隣接ノードの数だけ式(4・31)による計算を必
要とする。従って、他の解法との繰り返し回数の違いがそのままには計算時

間の違いに反映せず、繰り返し回数の多さに比べると計算時間はそれほど大

きくない。計算時間の点では、分枝限定型が他の解法にくらべ最も優れてい

るといえる。

4. 3 走行リスケジューリング問題

3. 4節及び4. 2節では、台車運行型SPPTWを分枝限定法や動的計

画法を用いて多項式計算時間で解く解法アルゴリズムを考えた。これらの経

路決定法により、目的ノードに最早時刻に到着できる経路(ノード列)と各

ノードにおける到着・出発時刻を確定的に決めることができる。しかし、台

車が実際に走行する際には、台車の走行時聞に種々の不確定要素が介在する

ことから、計画された時刻どおりには到着または出発できない可能性がある。

このように台車の実際の走行と当初の計画との聞にずれが生じた際には、そ

のずれを補間するためのリスケジ‘ューリングが必要である。特に、実際の走

行に遅延が発生した場合には、以後の走行においてこの遅れを取り戻すよう

なリスケジューリングが望まれる。

ここでは、計画された走行スケジュールの経由ノードにおける到着・出発

時刻に対し、実際の走行に遅れが生じた場合のリスケジューリング手順につ

いて考察する。まず、 4. 2節で提案された解法を用いて台車型SPPTW
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を解くことにより、最も早く目的ノードヘ到着する走行スケジュールを立案

する。その後、目的ノードへの最早時刻到着を保証するための各ノードから

の最遅出発時刻を動的計画法に基づく漸化式によって求める。そして、この

最遅出発時刻を用いることにより、実際の走行において遅延が発生した場合、

その遅延の大きさに応じて、できるだけ遅れを取り戻すような走行リスケジ

ューリング手順を提案する。 4.2. 2節で明らかになったように、台車運

行型SPPTWは、それと等価ないくつかの部分台車運行型SPPTWに分

割できる。従って、以後の問題においてはこの部分台車運行型SPPTWの

みを対象とする。

4. 3. 1 実行可能な走行スケジュールの表現法
ノード1を時刻t目以降に出発しノードnに到るあるノード列H={ht=l，
h2，・・， hp=n}の実行可能性を考える。図4.4はこのノード列のタイムウ
インドウとそれらのノードをつなぐアークのタイムウインドウを縦に並べた

ものであるとする。

h p S〈p)l一一一一一一

本
T 

一一一折れ線 C

原点時刻

h 1 0 

(h .， h~) 0 1 7 ~~ 2 

、2J
qo 

h
u
 

っ“，

h

h

2

・l
i
l
-
-

，，‘、

g( 2) L_ 

図4.4 実行可能な走行スケジュール

但し、ノードhlとアーク (hl，h2)のタイムウインドウの原点は時刻O
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であるが、ノードh2とアーク (h2，h3)では時刻d としており、一般hlh2 
にノードhkとアーク (hk，hk+dでは次の時刻を原点にとっている。

k-l 
g (k) =三1dhjhJ+1 (4・43)

もし台車がノードhkのタイムウインドウを時刻tに出発したならば、ノー

ドhk+ 1 には時現~t +dhkhk+lに到着するから、ノードhkからの出発とノー

ドhk+ 1への到着をノードhkとhk+lのタイムウインドウ聞をつなぐ垂直線で

表現できる。また、各ノード上での停止はそのノードのタイムウインドウ内

での横線で表現できる。折れ線aは、時刻teにノード1を出発した台車のあ

る実行可能な走行スケジュールをこの方法で表わしたものである。

この表現法を用いれば、走行スケジュールが実行可能である必要十分条件

は、 “ノード1のタイムウインドウ内の時刻teから始め、横線を引くことは

ノードのタイムウインドウ内でのみ許され、その他の部分はすべて垂直線で

結ぼれた右下がりの連続な折れ線がすべてのタイムウインドウを通るように

描けること"である。

4. 3. 2 最早到着時刻と最早出発時刻の導出

前節で述べた必要十分条件から、あるノード列Hに沿って目的ノードnへ

最早時刻に到着する実行可能な走行スケジュールは、次のような描き方によ

って求めることができる。

1)まず、ノード1のタイムウインドウ中の時刻t白から折れ線を描き始める。

t日をノード1への到着時刻とみなす。

2)ノードkへの到着まで折れ線が描けたならば、次の要領でノードkと次

の隣接ノードiのタイムウインドウを結ぶ垂線をおろす。ノードkでの到着

時刻以降にアーク (k，i)のタイムウインドウを通り、かっiのタイムウイ
ンドウ中の最も早い時刻に到着するように垂線を引く。この垂線は、ノード

kからの出発時刻、ノードiへの到着時刻を表わす。

ノードkへの到着時刻と出発時刻を横線で結ぶ。

3)手順2)を目的ノードnへの到着時刻が決定されるまで繰り返す。

この方法では、ノード列Hのすべてのノードでの最早到着時刻が同時に計

算されていく。図4.4の折れ線bがそのように描かれた走行スケジュール

-62-



である。

ノードkへの最早到着時刻 UE，くから隣接ノード iの最早到着時刻 UE，を求

める手順2)の計算式は、 3.3. 2節の演算子を用いて、次式で表わされ

る。

(4-44) S'(k，i)=(T(i)θd ki) 0 S (k ， i ) 

(4・45)B ki = [ u ~ ， b k J 0 S ' ( k ， i ) 

!=mi n B +d -…一一~ L.J ki U ki (4-46) 

(4-15)---(4・17)式からわかるように、この計算式は、あるノードへの最早

到着時刻をそれに連接するノードの最早到着時期jから動的計画法により求め

る方法をある特定のノード列Hに対して適用したものである。手順1)---3) 

の方法は、 4.2. 4. 1節で提案した解法を折れ線表示によって説明する

ものである。 4.2. 4. 1節のB-F型解法では、次のような漸化式によ

って任意のノードiENへの最早到着時期jを導出する。

v(!)=∞ (i引)u(!)叫

.，
 au +し=
 

、‘.，，nHu
'
s
i
 

''t

、u
 

(4・47)

(4・48)

ii)すべてのiモNに対し、

(U (!)， mi n( 巴旦 B~i)+d ki)} 
(k，i)EA n

 

-
Eよm
 

一一
、‘.，，τ，i +・
1
m
 

，，.‘、
u
 

-
市

A
L
且
E
G
 
4

・、
J

・-
皿事，t、し
民
B
 

上式において、

…一
+・
I
m
 
u
 

(4-49) 

(4-50) 

となる k'によって U(m) が更新されたならば、

~ (i) =k' 

v(m+1)ー -z E B (Ill) 
k' ー旦土-.!!.. L.J k' i (4・51)

とする。但し、

B ~i) =[ u (k) ， b kJ0 S ' (k， i ) (4-52) 

その時点、(i E N)が変化しなくなったとき終了し、
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で各ノードにおける最早到着時刻が求められたことになる。目的ノードnの

最早到着時刻を与える最適なノード列は、 qll=n ， ql=~(q 目)， q2=Ç(qd ，

. .としてノード1まで逆に辿っていくことにより得られる。また、 v{m}qI'

v(m}q2，...によってノードql，q2，...からの出発時刻が得られる。これら

の時刻を最早出発時刻とよぶことにする。

4. 3. 3 最遅出発時刻と最遅到着時刻の導出

前節と同様にすれば、目的ノードへ最早時刻に到着するために遅くとも出

発しなければならない時刻(最遅出発時刻)を導出できる。図4.4におい

て目的ノードnへの最早到着時刻T.を実現するためのノード列Hの各ノード
における最遅出発時刻を求める折れ線の描き方は、次のとおりである。折れ

線は左上がりに描かれていく。

1)まず、ノードnの最早到着時ltIJT'から折れ線を描き始める。 T*から隣

接ノードhp-lのタイムウインドウに垂線を上に引き、 hpー1からの出発時刻

を求める。

2)ノードnからノードkにおける出発時刻まで折れ線が描けたならば、次

の要領でノードkと前方に隣接するノードiのタイムウインドウを結ぶ垂線

を描く。ノードkでの出発時刻以前に、アーク (i， k)のタイムウインドウ

を通り、かっノードiのタイムウインドウ申の最も遅い時刻に出発するよう

に垂線を上へ引く。この垂線は、ノードiからの出発時刻、ノードkへの到

着時刻を表わす。

ノードkへの到着時刻と出発時刻を横線で結ぶ。

3)手順2)を出発ノード 1からの出発時刻決定まで繰り返す。

この手順により描いたものが、図4.4の折れ線cである。ノードkの最
遅出発時刻yLkから前方へ隣接するノードiの最遅出発時現/yLiを求める上

の手順2)の計算は、次式により表現できる。

S"(i，k)= (T(i)③S ( i ， k)) EB d ik 

C ik =S" (i ， k)③[ak ' y~] 

~ = rnョx C.， -d i -JJ.l a .A. ~ik u. ik 
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ノード列Hに対するこの計算法を応用すれば、次の漸化式によって、目的

ノードnへの到着時刻T・を実現するための任意のノードiモNにおける最遅
出発時刻が導出できる。 T'は、式(4-47)，(4-48)により求められた目的ノー
ドnの最早到着時刻であるとする。

v (O)=T事.
n 

v (9)ーー∞.一一

ii)すべてのiE Nに対し、

u (9)ー∞ー一 (i * n) 

v (m:l)一一ーーー…月昼 { v (~)， m a x ( m a x C ~皿).， m a x (旦主主 Clk'-d ik)} (i，k) E A 

上式において、

v (m~l)ー- ..... -~ ー…【 E C~~~ -d， ik' U ik・

となる k'によって V(m) が更新されたならば、

η (i) =k' 

U (IE+1)一一ー-
k' -旦~

とする。但し、

C (m) 
ik' 

~~) = s .. ( i ， k ) (29 [ a 1. • V (~) ] C lk' = S" ( i ， k)③[a k，v k 

(4・56)

(4・57)

(4・58)

(4-59) 

(4-60) 

( 4-61) 

この漸化式は V (m) i (iどN)が変化しなくなったとき終了し、その時点

で各ノードにおける最遅出発時刻が求められたことになる。ノードiにおけ

るU(m) を最遅到着時刻とよぶ。

式(4-56)，(4-57) による最遅出発時現~V(刷んに関して、次の定理が成り立つ。

[定理4. 6] タイムウインドウを考慮しない場合のノードiから nまで

の最短走行時聞をμ(i，n)とすると次式が成り立つ。

v(!)三 T*ー μ(i，n) (4-62) 

(証明) まず、次の漸化式で計算される w(m人に対して、
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w(?) v(?)三 (4・63)i正N

が成り立つことを証明する。

w(?)=ー∞ (i:tn)w (~)=T寧'
n 

(4-64) i) 

(4・65)w (k) -d ik)} 

ii)すべてのi正Nに対し、

{ w (~)， m aー…【 A

.L (i， k) E A 
w(m:1)一一ー山円

mの値に対し式(4・56)と(4・64)より、 m=Qのとき式(4-63)が成立する。

て式(4-63)が成立すると仮定する。

式(3-20)，(4-61)より旦旦玉 C川比重 V (mJ kであるから、式(4-57)より、

{v(!)，ma x(v(t)-dik)} 
(i，k) E A 

三 maxv (m~1) 
1 

{w(?)，ma x(w(t)-dik)} 
(i，k)正A

豆 max

w (m+1) . 
1 

(4-66) 

となり、常に式(4-63)が成り立つ。

以下において、このw{m}iがT"-μ(i， n)に収束することを証明する。
h(mJj=T"-w(mJjとおくと、式(4・65)から次のようになる。

{T(h(?)，ma x(T勺 (l)寸 ik)} 
一(i，k)EA

h(?+1)ピ Iバーmax

(4-67) {h(?)，m i n(h(t)+dik)} 
一(i，k) E A 

=mln 

また、式(4-64)から

h(!)=∞ 
.，
 ハυ=
 

、‘.，
n
H
U
・
官
i

f

・、'n 
(4・68)

となる。式(4-68)，(4-67)は、任意のノードi正Nからnまでの最短経路を求
める8ellman-Fordの解法112Jl13Jに他ならない。従って、 h(mJ はμ(i， n) 
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に収束し、故に、 w(ml はT*-μ(i，n)に収束する。また、式(4・65)か
ら、 w(ml 三三W (m+l 1 である。以上から、

v(!)壬w(!)壬w(m;1)豆…訂*ー μ(i，n) (4-69) 

となる。 (証明終)

4. 3. 4 四つの時刻の関係
4. 3. 2節及び4.3. 3節における漸化式によって求められるノード
iの最早到着時刻，最早出発時刻，最遅到着時刻及び最遅出発時刻を Uh， 
yE;， uL;及びV L lで表わす。

最早到着時刻は、ノード 1を時刻t日以降出発する限りこれ以上早くは到着

できないという意味で真に最早であり、最遅出発時刻は、ノードnに最早到

着時~JT* に到着するためにはこれ以上遅くは出発できないという意味で真に

最遅である。しかし、あるノードでの最早出発時刻は、式(4-49) ， (4-51)から

わかるとおり、ある隣接ノードに最早到着に到着するためにそのノードを出

発する時刻であり、最遅到着時刻は、式(4-58)，(4-60)からわかるとおり、あ
る隣接ノードを最遅出発時刻に出発した場合にそのノードに到着する時刻を

表わしているにすぎないことは注意を要する。

4. 3. 2節及び4.3. 3節の漸化式により有限値として導出される各
ノードのUE l及びV L iの大小関係は、走行スケジューリングに対して次のよ

うな意味をもっ。

1) u E;が得られない場合:出発ノードからの時刻t日以降の出発によっては

このノードへの到達は不可能である。

2) yL;が得られない場合:このノードを出発して、目的ノードに最早到着

時刻T*までに到着できるような走行スケジュールは存在しない。

3) UE;~三 v L lの場合:このノードを通過する最適走行スケジュールが存在

する。ノードiにおいて時間区間 [UEj，yL;] の間台車の待ち停止が可能で

あり、以後のスケジュールに遅延が生じない限り、目的ノードには最早到着

時刻までには到達できる。

4) yL;<UEjの場合:このノードを通過する最適な走行スケジュールは存

在しない。
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4. 3. 5 走行スケジュールのずれとリスケジューリング手順

目的ノードへの最早時刻到着という観点から、一つの最適走行スケジュー

ルを決定するような場合は、式(4-47)---(4・52)の漸化式から得られる走行ス

ケジュールを採用すればよい。しかし、実際の走行が不確定な要素により計

画どおりに進まないような状況では、 4.3. 4節で議論したスケジューリ

ング情報を利用して柔軟なリスケジューリングを実施してやる必要がある。

多くの搬送システムにおいてはできるだけ早く搬送することが重要な評価尺

度であり、実際の走行において遅延の発生する場合にはその遅延を回復する

ようなリスケジューリング法が望まれる。そのような方法として次のような

リスケジューリング法が考えられる。

まず、式(4・47)-(4-52) により最適走行経路L と最早到着時期~ U L iを求め、

式(4-56)-(4・61)により最遅出発時期jv L lを求める。また、 4.3. 3節の

手順1)---3)を用いて、この走行経路Lに沿うように限定した最遅出発時

刻V'L を求める。

最適経路Lに沿って搬送台車を走行させ、走行の途中ノードJにおいて遅
延が生じた場合は、その現時刻tの大小により次のような決定を行う。

1) t ~三 v ' L jならば、目的ノードへの最早時刻到着には走行経路の変更は必

要でなく、そのままの走行経路を保持する。

2) V'Ljく七三 V L jならば、走行経路Lは既に最適ではない。 vL lを求めた

際に導出した式(4・59)のη(• .)を用いて、以後の走行経路をノード列ql=

η(j)，q2=η(qd，..，nに変更することにより、目的ノードへの最早時刻
到着をめざす。

3) vl;<tならば、いずれの経路をとっても目的ノードへの最早時刻到着

は期待できない。従って、新たに、出発ノードをJ、出発許可時刻t日を tと
して、式(4・47)-(4-52)、式(4・56)---(4幽61)によるリスケジューリングを行

フ。

4. 3. 6 数値例

図4.5のような搬送ネットワークを考える。ノードの中の数字はノード

番号を表わす。すべての搬送路は双方向走行可能であり、相反する方向をも

っ二つの有向アークで置換する。搬送路の横に描かれている数字は走行時間

である。 7台の搬送車が搬送ネットワーク上にあり、その内の6台に対して

は表4.2のような走行スケジュールで走行することが既に決定されている
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ものとする。いま、 7台目の台車に対し、ノード1を時刻ato=oに出発し、
目的ノード11にできるだけ早く到着するような搬送要求が与えられたとす

る。このとき、 7台目の台車の走行スケジュールを決定する問題を考える。

以上のような状況においては、すべてのノードにおけるタイムウインドウ

は一つの時間区聞から成る。従って、 4.2. 2節で述べたネットワークの

再構成は必要でなく、出発ノードを1、目的ノードを 11とする台車運行型

SPPTWに対し、 4.2. 4節の解法アルゴリズムを直接適用できる。

図 4. 5 搬送ネ、ソトワーク

表4.2 台車の走行スケジュール

ノード番号(到着時刻，出発時刻)

台車 走行スケジュール

l 3(*，0)，1(3，事)

2 2(*，4)，4(9，9)，5(13，*) 

3 6(*，11) ，3(14，*) 
4 8(*，14)，10(17，*) 

5 9(事，15)，8(18，*)

6 11(*，20)，7(23，*) 

式(4-47)，(4-48)により導出される最適経路及び到着(出発)時刻を“ノー

ド番号(最早到着時刻，最早出発時刻)"の表記法で表わすと、1(t日=0，1)，
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2(4，8)，5(8，11)，8(14，17)，11(20，寧)となり、ノード11への最早到着時刻は

T・=20となる。この最適経路Lを通ることに限定した場合の(最遅到着時刻，
最遅出発時刻)は、 4.3. 3節の手順1)---3)を用いると、l(to=0，3)，
2(6，9)，5(13，13)，8(16，17)，11(T*=20，*)となる。それらを図4.4のような
折れ線表示で示したものが図4.6である。図にはLのノードにおけるタイ

ムウインドウが描かれており、最早到着(出発)時刻は破線の折れ線に、限

定された最遅到着(出発)時刻は一点鎖線の折れ線によって表現されている。

Lを構成するアークにおけるタイムウィドウはすべて(-∞，∞)となり、走

行に対しなんら制約とはならないので表示していない。また、式(4・56)及び

(4-57)により導出される真の最遅出発(到着)時刻とそれを実現するノード

列Hは、l(t日=0，3)，2(6，10)，6(13，13)，8(17，17)，11(20，*)となる。このノー

ド列fI={1，2，6，8，11}に限定した場合の最早到着(出発)時刻と真の最遅出

発(到着)時刻を折れ線表示したものが図4.7の破線及び一点鎖線である。

このLを構成するアークにおけるタイムウインドウもすべて(ー∞，∞)であり、

図の中には表示していない。この例題においては、上で述べた二つのノード

列LとH以外のノード列には実行可能な走行スケジュールを許すものは存在

しない。

いま、ノード列Lに沿って走行中、ノード2においてなんらかの遅延が生

じたとする。このとき、 4. 3. 5節の手順1)---3)を用いて、次のよう

な走行スケジュールの立案が可能である。

1)現時期Utが、 t<gならば、ノード列Lに沿った走行を続ける。

2) 9くt歪10ならば、以後ノード列 {2，6，8，1l}に沿った走行に変更す

ることにより、目的ノードへの最早時刻到着をめざす。ちなみに、この場合、

ノード列Lに沿った走行が実行可能でなくなることは、 4.3. 1節の必要

十分条件を満たすような折れ線が図4.6において描けないことからわかる。

3) 1 0< t 壬11ならば、目的ノードへの時刻T*=20での到着は不可能で

あり、以後、ノード列 {2，6，8，11}に沿って走行することによって、到着時

刻t+d26+d68+d8tt=t+1O(>20)での到着が可能となることが図4.7 

から読み取れる。

4) 11<tならば、目的ノードに到達する実行可能な走行スケジュールを

立案することはできない。
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ノード

1 

2 

5 

8 

1 1 

ノード

2 

6 

8 

1 1 

原点時刻

O t o 13  
'一--_.ー.._..-..ー--------1

9 
3 l…---i !一一一一一一一一 ∞ 
14 6 

7 I 11 j13 
a----...............-...-.-.-..............j 

17 
1 0 L一一

14 16 18 

1 3 L・h ・-……一一一一一…….....・H ・---i ∞ 

T * = 2 0 
図4. 6 最早到着時刻

原点時刻

O t o 13  
E...._..一------一一一一--1

3 L___J L一一
8 10 

4 6 

6 l・----------------------------------1
11 l 

1 0 l一一一一一一一一一一J

13 

li 1』 ij引jJ 

。。

。。
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T *= 2 0 
図4. 7 最遅出発時刻
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4. 4 その他の現実的な運行経路決定問題への拡張

前節までは、搬送要求が一目的地からなる場合の最短時間経路の決定法に

ついての議論を行った。また、その経路決定法は複数台車のうちの一台に対

するものであった。ここでは、一台の台車に対する経路決定に限定するが、

工場内で生ずる現実的な搬送要求に対する経路決定法をこれまでの方法の拡

張として考察する。

その第1は、複数目的地から成る搬送要求を取り扱うこと、その第2は、

目的地において作業時間のある搬送要求を取り扱うことである。加工フロア

において台車がある一つの工作物を受け持ったとき、通常、その加工順序に

従って加工機械のあるステーションを巡回しなければならない。第1の要請

は、このように順序付けられた複数目的地のある場合の経路決定が必要であ

ることからくる。第2の要請は、加工機械等における加工時間待ちを、台車

による掻送の中に加味する場合に必要であることからくる。このどちらの要

請に対しても、これまでの方法を拡張し、適用できる。ここでは、走行時間

を非負と仮定した3.4節の問題における拡張の方法を考えるが、提案する

方法は非負性を仮定しない場合の問題にも容易に適用できる。この二つの要

請は、 3.4. 1節における存在可能時間帯の申に組み込むことができ、複

数目的地をもっ問題や作業時聞のある問題に対する解法アルゴリズムに拡張

できる36)。

4. 4. 1 複数目的地から成る搬送要求に対する経路決定法

いま、搬送要求が目的ノード群 {11，12，..， lh}から成り、台車はこの

順序ですべての目的ノードを通過しなければならないとする。 3.4. 2節
の解法アルゴリズムをこの問題に適用する上において考慮すべき点は、次の

とおりである。

(1)通過可能時間区間における存在可能時間区間の複数化

3. 4. 1節で述べたように、あるノードiにおける存在可能時間帯とは、

そのノードにおいて台車の存在可能な時間帯であった。ノードiのタイムウ

インドウT (i)の個々の通過可能時間区間Tij内におけるその存在可能時

間区聞は、 Tijへの台車の最早到着時刻jを始端としてもつ。 3.4. 1節の

解法アルゴリズムは各ノードでの最早到着時間を漸近的に計算していくこと

に他ならなかった。
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この解法による計算途中で、ノードiにおいて、目的ノード 1kまで通過し

た後の最早到着時刻と目的ノード 1k' (kくk')まで通過した後の最早到着

時刻t'とが、 t'<tの関係を満たしているとする。 3.4. 1節で述べた

とおり、すべての存在可能時間帯は出発ノード Sでの初期存在可能時間区間

の移行の結果作成される。この移行は台車のノード聞の移動を表しており、

その過去の移行を辿ることにより存在可能時間帯を可能にする台車の動きも

同時に把握できる。従って、 t'の最早到着時刻をもっ存在時間区間は、 tを

もっ存在可能時間区間よりは、より多くの目的ノードを通り、かつ、ノード

iへより早い時刻での到着が可能であるから、 tをもっ存在時間区聞は以後

の計算においては必要はない。逆に、 t < t'の関係があるとした場合、 tの

存在可能時間区間からの出発が、その後目的ノードk'まで通過した後、再び
ノードiへ時刻t'より早い到着を可能にするかもしれない。従って、以後の

計算においては、両者の存在可能時間区間とも必要である。

このことから、 3.4. 2節の解法アルゴリズムによる計算過程において

は、あるノードの一つの通過可能時間区聞につき、一つの目的ノードも通過

していない場合、 11まで通過している場合、...、 1 h-lまで通過している場

合のそれぞれに関する存在可能時間区聞を同時に格納しておく必要がある。

(2)目的ノードの通過

3. 4. 1節で述べたような存在可能時間の移行を考える場合、台車の目
的ノードの通過を考慮しなければならない。目的ノード 1kの通過は、次の条

件によって決定すればよい。すなわち、存在可能時間帯が目的ノード 1kー1ま

で通過済みであること及びその存在可能時間帯が現在目的ノード 1kにあるこ

との二つである。

3. 4. 2節の解法アルゴリズムに対し、この二つの点、を考慮して修正す

れば、複数目的地をもっ掻送要求に対する経路決定法に拡張できる。

4. 4. 2 目的地において作業時聞を有する場合の経路決定法

複数目的ノード {11，12，..， lh}の各 1kにおいて、作業時間 tkを要す

るものとする。 3.4. 2節の解法アルゴリズムを適用する上において考慮
すべき点、は、出発可能時間帯の推定と目的ノードの通過に関する次のことで

ある。

3. 4. 1節の存在可能時間帯は、タイムウインドウ制約を満たせば、そ
の時間帯の任意の時聞から隣接ノードヘ出発可能であった。すなわち、存在
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可能時間帯は出発可能な時間帯に等しい。存在可能時間帯の隣接ノードへの

移行の操作は、このことに基づいたものであり、移行の本来の意味からすれ

ば、移行の式(3-34)のEiok。は出発可能時間帯で置き換えられるべきである。

目的ノードでは作業時聞が設定されているため、到着時刻から少なくともこ

の作業時間の聞は出発できない。従って、目的ノード 1kにおける最早到着時

刻がtであれば、出発は早くとも t+tk以降であり、出発可能時間帯は存在

可能時間帯の始端を tkだけずらせたものに等しい。この tkのずらしが可能

であれば、台車がk番目の目的ノードを通過したとみなすことができる。

4. 5 結言

この章では、 3章で述べた台車運行型SPPTWを他の問題に拡張するこ
とを考えた。

4. 2節では、台車の走行時間の非負性を仮定しない場合の一般化された

台車運行型SPPTWを議論し、この問題の一般的な構造について考察した。
その結果、この問題が最適性の原理をもっ部分問題に分割できること、この

部分問題が古典的な最短経路問題と同じ構造を有するためBellman-Ford型及

びYen型の解法アルゴリズムが提案できることが明らかになった。さらに、

分枝限定型の解法アルゴリズムも提案した。これら三つの解法アルゴリズム

をシミュレーションにより比較した結果、分枝限定型の解法が最も優れてい

ることが明らかになった。

4. 3節では、台車の走行に遅滞が生じた場合の走行リスケジューリング

手順についての提案を行った。そこでは、目的ノードヘ最早時刻に到着する

ために、経由ノードにおいて台車が遅くとも出発しなければならない時刻(

最遅出発時刻)を導出するアルゴリズムを動的計画法を用いることにより考

えた。そして、この最遅出発時刻を用い、経由ノードにおいて遅延が発生し

た場合、遅延の大きさに応じてその遅れをできるだけ取り戻すリスケジュー

リング手順を提案した。

4. 4節では、複数目的地をもっ搬送要求や、作業時間の指示のある現実

的な搬送要求に対する経路決定法について考察した。その結果、 3章の台車

運行型SPPTWの解法を部分的に修正することによって、これらの経路決
定法を提案できることがわかった。
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第5章複数台車に対する運行経路決定問題

5. 1 緒言

第3，4章では、干渉をあらかじめ回避し、かっ走行時間最小となる経路
決定法について、複数台車のうちの一台の経路決定に限定して議論した。そ

の結果、問題は古典的な最短経路問題と同様な構造をもっており、動的計画

法1日8)-111 )や分枝限定法1日4)1自5)を用いた解法によって、多項式計算時間で

解を求めることができることを証明した。ここでは、複数台車の経路の同時

決定について考える。複数台車の経路決定においては、一台のそれに比べ、

次のような事項を新しく考慮に入れなければならない。

その一つは、経路決定法の手法そのものの困難きである。台車問の干渉が

あるため、ある台車の経路は他の経路に影響を与え、個々の台車の経路を順

次に決定してゆくような方法では、全体的な最適化は望めず、従ってすべて

の台車の経路決定を同時に行う必要がある。この章では、組み合わせ論的な

手法を用いてこの問題に取り組む。

複数台車で考慮すべきいま一つの問題は、評価基準の問題である。走行時

聞を最小化する問題を考えるにしても、複数台車の場合は、すべての台車の

総走行時間最小化の問題と、すべての台車の申で最も遅い走行完了時刻(最

大走行完了時刻)を最小化する問題が考えられる。以下で提案する解法では

総走行時間最小化の問題を主に取り上げ、それを最大走行完了時刻最小化の

問題に応用する場合についての考察については、 5. 5節で述べることとす

る。

実際の工場において、複数台車に対する搬送要求が発生する場合には、次

の二つの状況が想定できる。一つは、搬送システムが始動し始める際に起こ

るように、すべての台車は走行しておらず、待機中である状態で、搬送要求

が複数の台車に与えられる場合である。このような搬送系の起動時における

複数台車の経路決定問題を、同時走行問題と呼ぶ。また、搬送システムが稼

動中である場合には、いくつかの台車は走行中であり、他の台車は停止中で

あるような場面で、搬送要求がいくつかの台車に与えられるという状況が生

じる。このような搬送システムの稼動時にみられる経路決定問題を、非同時

走行問題と呼ぶ。同時走行問題に対しては、藤井ら115)や棒田21)が、実際の

台車の走行に先だって干渉を予見し、総走行時間を最小化するような経路決
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定法を提案した。

この章の5.4節までは、藤井らの方法を一般化することにより、非同時

走行問題に対する三つの解法を提案し、数値例によりそれらの方法の比較検

討を行う。 5.5節では、ここで提案した解法の最大走行完了時刻最小化を

評価基準とした問題に対する応用について考察する。搬送ネットワークに多

くの台車が投入された場合には、干渉を起こさない経路(実行可能経路)そ

のものを求めることさえ困難になってくる。 5. 6節では、このような状況

下における実行可能経路を求めるためのヒューリスティックな三つの方法を

提案する。

5. 2 非同時走行問題

ここで対象とする搬送系モデル及び台車問の干渉の条件は、 2.6. 2節
で定義したものと同じであるとする。また、目的関数としては、総走行時間

を一般化して、次のような重み付きの総走行時間を考える。

いま、時刻teで、あるノードにおいて待機申である台車(待機中台車)

と、搬送要求を満たすべく走行中である幾つかの台車(走行中台車)の混在

するような非同時走行状態にある搬送システムを考える。そして、待機中台

車の幾っか(要求待台車)に搬送要求が生じたとする。この搬送要求は、あ

る重み係数で示される優先度を持ち、順序付けられたノード列で表される。

台車は、示された順序で、示されたノードを経由することを要求される。こ

の時、以後の全台車の走行に闘し、互いに干渉を起こさず、かつ、台車別走

行時間に優先度をかけたものの総和(重み付き総走行時間)を小さくするよ

うに、経路及び経路内の各ノードにおける待ち停止時間を決定することが問

題となる。但し、時刻t日でアークを走行中の台車は、そのまま、走行方向

に直近のノードまでは走行するものとし、引き返したり停止したりしないも

のとする。非同時走行問題の経路決定においては、以前に決定されたがt日

時点でまだ走行の終了していない走行中台車の経路及び待ち停止時間(以後、

残りパスという)の取り扱いに関して、次の三つの方法が考えられる。

(1)残りパスは、一切変更せず、走行中台車の経路と待ち停止時間をその

まま固定してしまう。(完全固定法)

(2)残りパスの経路は変更しないが、待ち停止時間だけは再計算する。(

経路固定法)
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(3)残りパスを一切考慮せず、要求待台車のみならず走行中台車の経路、

待ち停止時間も再計算する。(更新法)

時刻t日以前に与えられ、いまだ到着していない走行中台車の搬送目的地

を、残り目的地または残り目的ノードと呼ぶ。また、時刻t日からあるノー

ドの到達時刻まで、決まった経路及び待ち停止時間に従うようある台車が義

務付けられている場合、この経路及び待ち停止時聞を、その台車の固定パス

と呼ぶこととする。走行中台車に対し、完全固定法では、残りパスがそのま

ま固定パスとなる。

図5.1は、以上のことを例示したものである。横軸は時間軸である。台

車1は搬送要求の発生した要求待台車、台車2，3は走行中台車である。

O 

ご渉 時間軸

Lk.グー¥
台車 lK下一ーイ3 搬送要求発生

台車 2

台車 3

図 5. 

O :ノード上

一一:アーク上

A :残りパス

非同時走行問題

以下では、残りパスに対する三つの方法による非同時走行問題の解法アル

ゴリズムについて説明する。

5. 3 非同時走行問題に対する運行経路決定法

5. 3. 1 経路決定アルゴリズム

同時走行問題に関する研究に、固定パスの考え方を付加することにより得

られた非同時走行問題に対する経路決定アルゴリズムは、以下のとおりであ

る。このアルゴリズムは、その主要部分として、グラブ理論の第k最短経路

探索法106)と、待ち停止時間決定のための線形計画法から成る。なお、ここ

では、台車数をn台であるとする。
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(STEP1) 各台車に対し、次のような経路と待ち停止時間を求める。

搬送要求を受けた各要求待台車に対しては、第k最短経路探索法106)を用

いて、待機中のノードから搬送目的地を経由する最短経路を第K番目までK

個求め、これを基本経路と呼ぶ。この基本経路においては、干渉回避のため

の待ち停止時間を考慮しない。

他の走行中台車に対しては、

(a)完全固定法:残りパスの経路及び待ち停止時聞を固定し、 1個の基本

経路とする。

(b)経路固定法:残りパスの経路のみを固定し、 1個の基本経路とする。

(c)更新法:時刻t日での現在地点から進行方向に直近のノードを出発点と

し、残り目的地を経由する第K番目までの最短経路を求め、この経路のみを

K個の基本経路とする。

さらに、各々の基本経路に対し、その走行時間として、全アーク上の走行

時間と固定した待ち停止時間の和をとる。

(STEP2) g=l， TO=∞とする。
(STEP3) 各台車の基本経路を要素とする基本経路の組み合せのうち、

未決定の待ち停止時間を考慮しない場合の重み付き総走行時聞が第g最小と

なる値をtgとし、その時の基本経路の組み合せをRg= {R 1 g， • . ， R n g}で表
わす。但し、 R'gは台車iの基本経路である。

(STEP4) T・<tgならば、 (STEP8)へ行く。そうでなければ、 (STEP
5)へ行く。

(STEP5) Rgに対して基本経路聞での干渉の可能性の有無を判断し、

可能性のある場合は、干渉回避の制約を付けた線形計画問題に定式化するこ

とにより、未決定分の待ち停止時間を決める。この際、変数を未決定分の待

ち停止時間にとり、目的関数を待ち停止時間を考慮した重み付き総走行時間

とする。なお、この詳細は後述する。干渉の可能性のない場合は、未決定分

の待ち停止時聞をすべてOとする。この時の待ち停止時聞を考慮した重み付

き総走行時聞を t'gとし、 Rgに待ち停止時聞を付加した経路の組をR*gとす

る。

新しく決定された待ち停止時聞がすべてOとなったならば、 (STEP8)へ行し
そうでなければ、 (STEP6)へ行く。
(STEP6) To>t'gならば、 RO=ROg、TO=t'gとする。

(STEP7) g=g+lとして(STEP3)へ行く。
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(STEP8) 終了。最適な経路及び待ち停止時間の組は、 R*であり、そ

の時の重み付き総走行時聞はT*となる。

本アルゴリズムは、 (STEP3)"'"(STEP7)の手順を繰り返しながら解の改善を
逐次的に行う。そして、 (STEP4)において、それまでに求められていた待ち停
止時聞を考慮した重み付き総走行時間T*が待ち停止時間を考慮しない重み付

き総走行時間 tg以下となった場合、または、 (STEP5)において決定された待
ち停止時聞がすべてOとなった場合には計算を終了する。

5. 3. 2 待ち停止時間の決定

本節で使用する記号は以下のとおりである。

n 台車数

d j. ノード i，j聞の時間距離
Mq 台車qの基本経路に含まれるノード数

ffiq 台車qの固定パスに含まれるノード数

n Q i .台車qの基本経路の i番目ノード番号

Xqi.nqiノードでの待ち停止時間(変数)

T q i .台車qの固定パスの i番目ノードでの待ち停止時間

ε :最小干渉許容時間

Wq 台車qに与えられた搬送要求の優先度を示す重み付け係数

5. 3. 1節 (STEP3)において得られた基本経路の組み合わせRgに対し、
台車問の干渉を回避し、かっ重み付きの総待ち停止時聞を最小にする問題は、

以下の制約(5-2)""'(5-7)の下で、次式で表される目的関数を最小にする線形
計画問題107)11 6)として定式化できる。

n M.q 
L L Wq.Xqi 
q=l i=1Ilq 

(1)固定パス条件

X q i = T q i， q = 1， • • ， n， i = 1， • • ， mq -1 

この Xqiは、もはや変数でなくなる。
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(2)非負条件

Xq iミ0， q=l，.. ，ll， i=mq，.. ，Mq (5-3) 

(3)非干渉条件

2つの台車q，rの基本経路の共通部分(共有パス)における非干渉

条件は次のとおりである。

(i)基本経路聞に同方向の共有パスが有在する場合

図5.2のように、ある I，Jが存在し，n q 1 + h = n r J + h ， h=O，ー，uが成立す
るならば、次のいずれかが成り立つ。

但し、 1~三 1 ， 1 +u~剖q ， 1 <J ， J +u豆Mrとする。

iwf 
q 

図 5. 2 共有パス〈同方向〉

(ア)台車qがrより先に該当パスを通過する条件

I+h-1 

15(dnqlIい +xu)+xqM

J+h-1 
2三 L (d__ +X冒 ζ)ー正， h=O，..，u 
j=l I1r j I1r j +1 lJ 

(イ)台車rがqより先に当該パスを通過する条件

J+h-1 

J5(dulry1+xd+xr川

I+h-1 
2三 L (d _ . _. + X円J-e， h=O，..， u 
i=l llq i llq i +1 可i

(5-4) 

(5-5) 

特に、 u=Oの場合は、共有パスではなく、共有ノードにおける非干

渉条件となる。
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(ii)基本経路聞に逆方向の共有パスが存在する場合

図5. 3のように、ある 1，Jが存在し， nqい戸nr J -h ， h=O， . . ， uが成立す

るならば、次のいずれかが成り立つ。

但し、 1::::三1， 1 +u三Mq，1 <J ・u，J ~三 Mr とする。

i↑~! 
q 

図 5. 3 共有パス〈逆方向)

(ア)台車qがrより先に当該パスを通過する条件

l+u-1 
L ( d ~ . ~ . + x ~ ~ ) + x ~ T .L" 
i = 1 IIQ I IIq I + I 可i 可i・U

J-u-1 
三:: L 
j=l 
(d nr j nr J +1+XI-J) ーε

(イ)台車 rがqより先に当該パスを通過する条件

J-1 
5(dnrJI1rj+1+xrJ)+XI-J 

1-1 
2三 L (d~.~. .+x~J-e 
i = 1 IIQ I IIq I + 1 可i

(5-6) 

(5・7)

以上のように、 n台の台車のうち任意の2台を考えた時、これらの基本経

路に共有パス(ノード)が存在すれば、いずれか一方の台車を先に通過させ

るという制約の下で1つのLP問題が与えられる。従って、解くべきLP問

題の数は、 2 (全共有パス(ノード)数)である。これらの解の中で、 (5-1)式

を最小にするものを、与えられた基本経路の組の最適な待ち停止時間として

採択する。
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しかし、上述のLP問題の数は、共有パス(ノード)数に対し2のベキ乗

で増加し、現実的な計算を実施する上で極めて大きな障害となる。以下にお

いては、これに対する対策としてLP問題数の削減方法について考察する。

5. 3. 3 線形計画問題数の削減
(1)実行不可能問題の検出
以下に述べるように、台車q，rの走行に関する幾何学的な判断によって、
現実の台車運行において起こり得ないケースを抽出できる。

(i) 図5.4(a)，(b)のような場合には、台車qが先に共有パスを通過す
ることは不可能である。

(ii) 図5.4(c)，(d)のような台車の運行は、実行不可能である。
(iii)図5.4 (e)のような場合には、台車qが共有パスAで先に通過し、

かつ、 Bで後に通過することは不可能である。

(iv) 図5.4 (f)のような場合には、共有パスに先に到達する固定パスを

持った台車が先に通過しなければならない。

(v) 図5.4 (g)のような場合で、台車qの基本経路の各ノードでの待ち
停止時聞をOと仮定した時の共有パスへの到着時刻が、台車rより遅い場合

は、台車qが先に通過することは不可能である。

なお、これらと同様のケースは台車の進行方向を変えることにより他にも

幾っか存在し、また、これらを組合わせた種々のケースを考えることもでき

る。以上に述べたようなそれぞれの場合に対応するLP問題は明らかに実行

不可能であり、実行可能解をもたない。従って、このようなLP問題を幾何

学的判断によって事前に削減すれば、経路決定において解かなければならな

いLP問題数を削減することができる。

(2)有効なLP問題の検出

5. 3. 1節(STEP5)における線形計画法を解く手聞は、変数の数、制約式

の数が大きい場合、実際の計算時間の面から無視できない要素となる。しか

も、その計算によって待ち停止時聞を求めた結果、それまでに得られた解を

改善できないような無駄な場合に終ることも有り得る。そこで、実際に線形

計画法を解く前に、あらかじめ、解の改善が起こりうるかどうかの可能性を

考えておくことによって、無駄な計算を避け得る場合がある。

5. 3. 1節における、基本経路の組Rgを考える。 (5-3)，(5-5)式より、
次式が成り立つ。
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( g ) 

...・H ・固定パス

( f ) 

実行不可能問題の検出
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(5-8) 
1-1 
L d +ε 
i=1 llQillQi+l 

J-l 
三L d 
j寸断jllr J + 1 

全ての共有ノード(パス)に対し、 (5・8)式右辺の最大値をAQrとすると、

(5-9) Aqr)=B π1 a X 
r 

n 
L W_・ma X {O， 
q=1 'i 

II Hq 
L L W_'X_~> 
q=1 i~1 .. q --ql一

(5-10) 
m司ーl
L W _'T _~=C i=1 .. q -ql 

n
Z
4
 

nu且

固定パスを考慮すると、

II Hq 
L L W_'x_~>B 
q=1 01 q --ql 

従って、 Cの値はこの基本経路の組における重み付き総待ち停止時間の下

限値を与える。故に、 5.3. 1節(STEP5)における t' gに対し、 t' g> t g 
+Cが成立する。ここで、 t g+C>T'であれば、 5.3. 1節(STEP6)におけ

る解の改善は期待できず、実際にLP問題を解く必要はない。

また、台車の全ての組q，rに対し、 AQr ~三 O ならば、待ち停止時聞はすべ
てOとなることが容易にわかる。

三つの経路決定法の特徴と比較

ここでは、前節で提案した三つの経路決定法を比較検討する。まず、それ

らの定性的な考察を行い、次にシミュレーションによる定量的な分析を行う。

最後に、これら三つの方法を組み合わせた現実的な経路決定手順について考

察する。

4 5. 

5. 4. 1 経路決定法の定性的特徴

三つの経路決定法は、 5.2節に示した基本的な考え方及び5.3. 1節

の具体的なアルゴリズムによって、次のような定性的特徴を有することがわ
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かる。

(1 )経路固定法の実行可能解の集合は、完全固定法のそれを含み、更新法

の実行可能解の集合は、経路固定法のそれを含む。また、 5.3. 1節(STE

Pl)のK値に関しては、大きな値を設定した方法による実行可能解の集合は、

小さな値を設定した方法によるそれを含む。このことから、次のことがいえ

る。

(ア)同ーの非同時走行問題に対しては、その目的関数である重み付き総

走行時聞は、完全固定法、経路固定法、更新法の!頓に小さくなる。また、小

さなK値の方法より、大きなK値の方法の方が、重み付き総走行時間は小さ

くなる。

(イ)更新法によって解の求まらなかった問題は、経路固定法でも解は求

まらない。この関係は、経路固定法に対する完全固定法、大きなK値の方法

に対する小さなK値の方法に関しても成り立つ。

(2)計算時聞に関しては、次のことがいえる。

(ア)基本経路を作成する場合の手聞は、完全固定法、経路固定法では、

搬送要求を受けた台車に対して、要求に含まれる目的地の数だけ第k最短経

路探索法を用いることとなるが、更新法では、その他に、全ての走行中台車

に対して、その残り目的地の数だけ使用しなければならない。

(イ)5. 3. 1節(STEP3)で作られる基本経路の組合せ数は、完全固定法、

経路固定法の場合、最大でK(要求待台車数)であるのに対し、更新法では、

最大K(台車数)=Knとなる。

(ウ)5. 3. 2節の線形計画問題で、変数として待ち停止時間をもちう

るノードは、完全固定法では、搬送要求を与えられた台車の固定パスを除い

た基本経路の部分のノードであるが、経路固定法、更新法では、その他に、

走行中台車の固定パスを除いた基本経路の部分のノードも考えなければなら

ない。

また、完全固定法では、走行中台車聞の干渉は、それらの残りパスにすで

に付与されている待ち停止時聞によって解消されているのに対し、経路固定

法、更新法では、これらの台車問においても、 5.3. 2節(3)の非干渉条件
を考慮する必要がある。

以上に述べたように、探索を必要とする経路数、解くべきLP問題数、 L
P問題当りの変数の数を考慮すると、求解に要する計算時聞は一般に完全国
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定法、経路固定法、更新法の順に大きくなる。

5. 4. 2 シミュレーションの条件と検討項目

三つの経路決定法の特徴を比較するためにシミュレーションを実施した。

以下では、その条件設定と検討項目について述べる。

5. 4. 2. 1 条件設定

(1)ネットワークモデル
対象としたネットワークモデルは、図5. 5のネットワークA，B及びC

である。台車は、各アークで双方向走行可能であるとする。各々のノード数

(アーク数)は16(18)，20(26)，24(32)であり、ネットワークの規模はA，B， 
Cの順に大きい。

ネットワークの規模が大きいほど出発ノードと目的ノードが与えられた時の

両者を結ぶ経路の代替数が多いことから、同じ台車数が投入されたとしても、

ネットワークCの方がAよりもプロッキングやデッドロックの回避は容易に

なることが予想される。

(2)パラメータ値

台車数はn=2......5台で変化させ、最小干渉許容時間ε=1.0，基本経路の候補

数K=5，優先度の重み係数は全て同じWk=1.0(k=1，...，n)とする。

本シミュレーションでは、パラメータ ε，K， Wkを上のように固定し、台

車数とネットワーク規模を変化させることによって各経路決定法の特徴につ

いて検討する。なお、使用した計算機は1BM3083 (VM/CM S)である。
(3)シミュレーション手順

シミュレーシヨンは、台車数(n=2......5)とネットワーク(れトトク A......C)の組合

せの各々に対して次のように実施する。

(ア)全台車を待機申にし、その各々に対し一つの出発地、一つの目的地を

同時に、かっランダムに与えることにより作成した同時走行問題を文献115)

の解法を用いて解き、次の非同時走行の初期状態とする。

(イ)(7)で解の求まった場合について、搬送を最も早く終了した台車に対し

新たに一つの搬送目的地をランダムに与え、非同時走行問題を作成する。

(ウ)得られた同じ非同時走行問題を、完全固定法、経路固定法、更新法の

各々の方法を用いて解く。

(エ)手順(7)(イ)(引を 100回繰り返す。
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このような搬送要求の与え方は、実際の工場においては、加工機械等の設

備が全てのノードに設定され、その聞を優先度の等しい搬送要求が休みなく

台車に与えられることにより、すべての台車が稼動率100%で運行されて
いる場合に相当する。このような状況は台車の経路決定を行う運行管理シス

テムにとってはかなり厳しい状況であり、現実の生産システムにおいてはよ

り緩やかな状況にある。しかし、ここでは3種類の経路決定法の性能評価を

目的としていることから、このような過酷な状況を想定した。

5. 4. 2. 2 検討項目

(1)解答不能率

本シミュレーシヨンでは、 5.4. 2. 1節(イ)の非同時走行問題にお

いて解の得られないことがある。以下では、本アルゴリズムで実行可能解が

得られた問題を解答可能問題、そうでなかったものを解答不能問題と呼ぶこ

とにする。解答不能問題の生じる原因としては、次が考えられる。

(a)台車の目的地をランダムに与えるため、得られた問題が本来実行可能

解の存在しない問題となった。すなわち、 3.6. 3節で述べた実行不能問

題であった場合である。

(b)実行可能解が存在するにもかかわらず、台車当りの基本経路数Kをあ

る有限値に設定したために、実行可能解を得るに到らなかった。

上の (b)は、本アルゴリズムを実計算機上に実現する際の記憶容量の制

約により、 K値を有限値に設定したことによる。但し、このKをより大きな

値に設定できれば実行可能解を得ることも可能である。また、 5. 3. 1節

のアルゴリズムにおける基本経路の作成法及び可能な基本経路の組合せの大

きさから判断できるように、同じ非同時走行問題に対する実行可能解の集合

は、完全固定法，経路固定法，更新法の順に包含される関係にある。従って、

解答不能率(全問題数に対する解答不能問題数の割合)はこの順に小さくな

る。前述したように、本シミュレーションでは過酷な台車運行を想定したた

め、各方法における解答不能率の違いが明確になった。

もし、一台しかない空き台車に与えられた搬送要求に対しである経路決定

法が解答不能となると、他の台車の空きを待っか、ある時間の経過を待って、

この搬送要求の再割当てを行わなければならない。その問、空き台車の稼動

は停滞することになる。この意味で、解答不能率は、経路決定法の実際の搬

送システムでの台車の運行効率を評価する上で極めて重要な尺度である。
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(2)解の改善度

解法アルゴリズムでは、基本経路の組合せを逐次作成しながら、目的関数

である重み付き総走行時間に関し改善を行う。ここでは、この基本経路の組

合せの探索回数 (g値)の変化を調べ、また、初期実行可能解と最適解にお

ける目的関数値を比較することにより各経路決定法の特徴を明らかにする。

最適解のg値は、最適解となった基本経路の組合せを見いだすまでにどれだ

けの基本経路の組合せが探索されたかを示しており、 (STEP4)で解の最適性を
確認し計算が終了するまでに探索された基本経路の組合せ総数は、最大のg

f直で示される。また、初期実行可能解と最適解における目的関数値を比較す

ることで、目的関数に関する解の改善効果がわかる。ここでは、両者の目的

関数値の差を初期実行可能解における目的関数値で割ったものを改善率とし

て定義する。

(3)計算所要時間

アルゴリズムの性能評価に関しては、解導出までに費やされる計算時間も

重要な尺度となる。ここでは、本アルゴリズムを構成する主要なプロセスに

おける個々の計算所要時間を検討することにより、計算速度の面から各経路

決定法の特徴を明らかにする。

5. 4. 3 シミュレーションの結果とその分析

5. 4. 3. 1 解答不能率

本アルゴリズムで作成される基本経路の組合せの最大数は、更新法では、

Kn (=5n)、固定法ではK (=5)である。このことは、固定法と更新法で

の解の探索領域の大きさの違いを意味し、これが前述した実行可能解の集合

の包含関係を形成する。本節では、このことを考慮した上で、各方法の解答

不能率について考察する。

図5.6は、各経路決定法のシミュレーション結果における解答不能率を

示したものである。ネットワークの規模が同じであれば台車数が多くなるほ

ど、また、台車数が同じであればネットワーク規模が小さくなるほど干渉形

態は複雑化し、解答不能となる割合も増加する。また、前述した各方法の実

行可能解の包含関係より、同一ネットワーク、向一台車数では必ず完全固定

法、経路固定法、更新法の!頓に解答不能率が小さくなる。特に、ネットワー

クAに5台の台車を投入するような極めて複雑な干渉形態の予想される状況

-89-



においては、図5. 6 (a)で示されているように更新法の有効性は明かであり、

完全固定法に比べ約74%もの改善がみられる。以上をまとめると、次のよ
うになる。

(1)ネットワークの規模を固定した場合、台車数とともに解答不能率は増

加する。

(2)台車数を固定すると、ネットワークの規模が小さくなるにつれ解答不

能率は増加する。

(3)完全固定法，経路固定法，更新法の順に解答不能率は減少する。

5. 4. 3. 2 解の改善度
表5.1は、最適解到達まで、及びその最適性を確認するまでの基本経路

の組合せ探索回数 (g値)を、解答可能問題一題当りの平均値で示したもの

である。

f司A‘ 

車

数

表5. 1 基本経路の組合せ探索回数 (g値)

(上段:最適解，下段:最大 g値)

(a)完全固定法 (b)経路固定法 ( c)更新法

ネットワーク ネットワーク ネットワーク

A 日 C A B C A B C 

2 
1.21 I.:n 1.07 
1.23 1. Z:J 1.07 
1.09 1.04 1.31 ! 
3 一1.36 1.08 1.40 

4 
1.30 1.15 1~211 

1.46 1.29 1.33 

5 
1.08 1.41 
1.44 1.53 1.57 I 

2 
1.21 1.21 1.07 

fj 、 l.23 1.23 1.11 
1.09 1.05 1.27 
3 
1.51 1.20 1.47 

車
1.33 1.16 1.30 
4 
1.73 1.47 1.80 

数
1.19 1.39 1.42 
5 
2.34 1.86 2.02 

2 
1.42 1.:19 1.31 

# 
l.44 l.48 1.48 
1.45 1.09 l.47 
3 
3.13 l.49 2.87 

車
3.58 2.10 l.51 
4 
5.73 3.28 4.16 

数
5.38 2.47 2.30 
5 
18.1 4.90 6.96 

表5.1より、完全固定法，経路固定法は、それぞれ解答可能問題一題当
り1回強の探索回数で最適解に達し、その最適性も 1"'3回の探索で確認さ

れていることがわかる。但し、台車数が多くなり干渉形態が複雑になると、

経路固定法は、完全固定法に比べ、最適解のg値、最大g値とも大きくなる

傾向が認められる。これは、経路固定法では、走行中台車の基本経路の待ち

停止時聞が固定されていないため、待ち停止時間の固定された完全固定法で

は解の存在しないような複雑な干渉のある問題に対しても解の求められる場
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合が発生し、そのような複雑な問題では、一般的に大きな g値をもっ基本経

路の組み合せまで解が探索される傾向にあるからである。

一方、更新法においては、他の方法よりも最適解の g値、最大g値ともに

大きく、台車数の増加に伴って大幅に増加する。また、最適解の g値は、ネ

ットワークの規模が小さいほど、また、台車数が多いほど大きくなる傾向も

みられる。これは、更新法では、その解答不能率が5.4. 3. 1節で考察

したように固定法のそれよりも小さく、干渉の形態が複雑で固定法では解の

得られないような問題に対しでも解が得られることを基本経路の組合せ探索

回数の面から説明しているといえる。すなわち、干渉が複雑になるほどより

多くの基本経路の組合せが試され、その中から最適解が見いだされるように

なるのである。また、更新法では、台車数が多いほど最大 g値と最適解の g

値との差が大きくなり、最適性の確認に費やす探索の回数が多くなっている

ことがわかる。これは、次節で考察するように計算所要時聞を大きくする原

因のーっとなっている。

表5.2は、各経路決定法において、最適解の初期実行可能解に対する目

的関数値の平均改善率を示している。

(a)完全固定法

ネットワーク

八 B C 

{1 
2 .0 .005 .0 
3 .004 .0 .002 

せi
4 .007 .001 .0 

数
5 .0 .017 .002 

ぷg1」、

f転

数

表5.2 改善率

(b)経路固定法

ネットワーク

A B C 
2 .0 .008 .001 
3 .002 .0 .018 
4 .006 .007 .022 
5 .0 .051 .0S:l 

J81 J、
E巨

数

( c)更新法

ネットワーク

八 B C 
2 .0 .007 .001 
.031 .004 .02:l 
4 .009 .006 .0:lO 
5 .0S:l .06:l .080 

表5.2に示した改善率については、ほぽ、完全固定法，経路固定法，更

新法の!頓に大きくなっていることがわかる。しかし、最も改善の期待される

更新法においても高々 10%程度である。このことと先に述べたことを考え

合わせると、更新法を用いて、最適解まで求めずに何らかの実行可能解の取

得のみを考えることによって、少ない探索回数でかつ満足のいく解が得られ

ると期待できる。
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5. 4. 3. 3 計算所要時間

本アルゴリズムにおいて、計算所要時聞に影響を及ぼす要因は、次の5つ

である。

・基本経路の探索

-最適性が判明するまでの基本経路の組合せ探索

・各台車の基本経路間で共有されるパス(共有パス)における干渉回避の可

能性等に関する判定

-線形計画法による待ち停止時間の割り当て

.その他

以下に各項目について考察する。

(1 )基本経路の探索

図5. 7 (a)， (b)， (c)は、ネットワークA，B，Cの基本経路探索に要した計
算時間を示したものである。但し、経路.固定法による結果は、完全固定法と

ほとんど同じであるので省略した。

固定法では、搬送要求の与えられた台車に対してのみ第k最短経路探索法

が用いられるのに対し、更新法では、全ての台車に対して用いられる。従っ

て、計算所要時聞は、固定法では台車数に関係なくほぼ一定の値をとり、更

新法では台車数に比例する増加がみられる。

また、第k最短経路探索法のアルゴリズムの性質より、ネットワークの規

模が大きくなるにつれ基本経路探索に要する計算時聞は増加する。ネットワ

ークAにおいては、固定法の台車数2---5での平均計算所要時聞は20msec

であり、更新法による平均計算所要時間の傾きは20msec/台である。これら

の値は、ネットワークBでは、 30 msec， 2 3 msec/台、ネットワークCでは、
4 0 msec， 2 8 msect台である。
(2)最適性が判明するまでの基本経路の組合せ探索

この組合せ探索回数(最大g値)については、 5.4. 3. 2節で考察した
とおりである。以下に挙げる(3)---(5)の項目は、基本経路の各組合せに対し

てあてはまることであるため、探索すべき組合せ数が増加すれば、それぞれ

の項目に関連した計算所要時間も増加する。

(3)各台車の基本経路聞の共有パスにおける干渉回避の可能性等に関する

判定

本アルゴリズムにおいては、干渉可能性の判定箇所は極めて多く、また、

複雑であるため、この判定に要する計算時間のデータを独立して求めること
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は困難である。ここでは、基本経路の一つの組合せ当り判定の対象とされた

共有パスの平均数をひとつの目安として取り上げる。

図5. 8 (a) ， (b) ， (c)は、ネットワークA，B，Cについて、この値を示した

ものである。完全固定法では、走行中台車聞の干渉は、各台車の残りパスに

固定された待ち停止時間によってすでに解消されているので、判定の対象外

となる。しかし、経路固定法，更新法では待ち停止時間が未定であるので、

走行中台車問の干渉の可能性を考慮に入れなければならない。従って、完全

固定法は、他の二つの方法に比べ干渉可能性の判定対象とされる平均共有パ

ス数は少ない。

(4 )線形計画法による待ち停止時間の割り当て

本アルゴリズムでは、基本経路の各組合せごとに、待ち停止時間を割り当

てるためのいくつかのLP問題を解く。これに要する計算時聞は、 LP問題

数及びLP問題の規模によって左右される。一つの基本経路の組に対し、 2

台の台車の干渉可能性のある箇所においてどちらが先に通過するかにより二

つの制約不等式が考えられる。実際のアルゴリズム中では幾何学上、数式上

の判断によりこの制約不等式数を削減しているが、制約不等式の組合せの数

だけLP問題が生成されることになる。従って、 (3)項における考察から

わかるように、 LP問題数は、一般に完全固定法では少なく、経路固定法，

更新法では多くなる。また、完全固定法では、走行中台車の残りパスにおけ

る待ち停止時聞は定数となるのに対し、経路固定法，更新法では変数として

取り扱い、走行中台車問の非干渉条件をも定式化しなければならない。従っ

て、経路固定法及び更新法におけるLP問題の規模は、完全固定法のそれに

比べ大きくなる。以上から、更新法及び経路固定法は、完全固定法に比べL

P問題を解くための計算所要時聞は大きくなる。

図5.9 (a)， (b)， (c)は、ネットワークA，B，Cについて、一つの基本経路

の組合せ当りのLP問題の解を求めるのに要する平均計算時間を示したもの

である。経路固定法と更新法には、それほどの差は認められない。

(5)その他

以上の項目の他に、本アルゴリズムを計算機のプログラム上で実行する場

合必要なすべての手続きが計算所要時間に影響を及ぼすが、それを予測する

ことは困難である。

ネットワークA，B，Cにおける解答可能問題一題当りの計算所要時間は、

図5.1 0 (a)， (b)， (c)のとおりであり、上記の要因 (1)'"'" (5)の累積さ

-95・



法

法

定

定
園

田

法

全

路

新

完

経

更

O
ロム
5 

叫ー。
ω戸
』

4
F

伺
色

』

ω
a
E
2
Z z

。EB
O
Q

za同
ω
E

法

法

定

定
回

国

法

全

路

新

完

経

更

O
口
ム
5 

崎ー。
ω
孟

#
a
w
a

』

ω
a
E
2
Z g。
笛

goω

ca同
む

E

O O 

5 4 3 2 1 5 4 3 2 1 

vehicles Of Nu.ber vehicles Of Nu.ber 

B トワークネツ( b ) A トワークネヴ( a ) 

法

法

定

定
固

固

法

全

路

新

完

経

更

O
ロム
5 

持層。
ω
Z
4
6
a
 

』

ω
a
E
2
Z

g
e
ω
E
 

z
。
眉

E
0
0

。
5 4 3 2 1 

vehicles 

トワーク

Of 

ネツ

Nu ・ber
( c ) C 

平均共有パス数8 

幽96・

図 5. 



ιmseelo:完全固定法 仏 msec10:完全固定法
」 口:経路固定法 J 口:経路固定法

』 ム:更新法 '- ム:更新法。
1 0 

。
1 0 

崎ー 叫・

ω ω 
邑 E 

岬.. 司... 

E s 

ニコ 5 ニコ 5 
Q. Q. 

巳3 巳3

z z 
e喧 ~ 
ω ω 
:1: 。 :1: 。

園、-' 、、..，
1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 

Nu ・berOf vehicles Nu ・berOf vehicles 
( a )ネ、ソトワーク A ( b )ネ、ソトワーク B 

ιmseelo:完全固定法

J 口:経路固定法

'- 1ム:更新法。
1 0 

崎ー

む

ー
4・a
E 

二コ 5 
Q. 
巳)

z 

ーーω 
:1: 。

、-
1 2 3 4 5 

Nu・berOf vehicles 
( c )ネ、ソトワーク C 

図5. 9 L P問題の求解に要する平均計算時間

-97-



msec [j):完全固定

口:経路回定法法p一ー
600トム:更新法

回一予1600 IX~ 経路回定 。。
-ム:更新法

む

田- 200 .. 
• =コ
~ 

巳J

c: 100 
'" ω 
~ 

ω 

空200.. 
' =コ
~ 
1;，，;1 

c: 100 

'" ω 
~ 

。
1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 

Nu・berOf vehicles 
( a )ネ、ソトワーク A

Nu ・berOf vehicles 
( b )ネ、ソトワーク B 

msec ~O: 完全固定法法元八
口・経路固定 80 

600トム:更新法
ω 

~ 200 
申ーー

' ニコ
。ー
巳J

c: 100 
'" ω 
8司イj:::fj~ 

。
1 2 3 4 5 

Nu ・berOf vehicles 
( c )ネットワーク C 

図 5. 1 0 平均計算所要時間

-98-



れた結果と考えることができる。

図では、更新法に対する計算所要時間が台車数に関して指数関数的に増加

しているが、これは次のように説明できる。前にも述べたように基本経路探

索のための計算時聞は台車数に比例するが、台車数の増加に伴って、解の最

適性を確認するための基本経路の組合せ探索回数は急激に増加する。このた

め全体としての計算所要時聞は指数関数的な増加を示すのである。

5. 4. 4 更新法における計算所要時間の短縮
更新訟は解答不能率の面で長所を有するが、反面、台車数の多い場合は計

算所要時聞が極端に大きくなる。しかし、 5.4. 3. 2節でも考察したよ
うに、最適解の初期実行可能解に対する目的関数値の改善率がそれほど大き

くないことを考えあわせると、初期実行可能解のみの取得を考えれば、計算

所要時聞は短縮されしかも十分満足な解が得られると期待できる。

表5.3は、更新法に対するこの近似解法を用いて、 5.4. 2. 1節と

表5.3 近似解法の探索総数(最大g値)

ネットワーク

A B C 

必口3、 2 1. 42 1. 38 1. 30 

車
3 1. 25 1. 07 1. 29 

4 3. 37 2. 06 1. 36 
数
5 3. 73 2. 28 1. 71 

表5.4 近似解法の計算所要時間短縮率(単位%)

ネットワーク

A B C 

£口3、 2 2. 3 2. 1 1. 8 
3 35. 8 4. 2 9. 2 

車
4 22. 8 14. 0 28. 2 i 

数
5 7 O. 9 52. 2 59. 0 
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同じ条件下でシミュレーションを行った場合の基本経路の組合せ探索総数(

最大g値)である。表5.4は、近似解を用いない場合に対する近似解を用

いた場合の計算所要時間の短縮率である。この表と表5. 1 (c)を比べてみれ

ばわかるように、近似解法を用いることにより探索回数の減少及びそれに伴

う計算所要時間の短縮率は、台車数の多い場合に特に有効であることが確認

できる。

5. 4. 5 現実的な経路決定手順に関する考察

実際に台車の運行管理を行う場合の経路決定に関しては、 5.4. 2. 2 

節(1)で述べたように、実行可能解が求まり経路が決定できるか否かは台車の

稼動率を考える上で重要な問題である。解答不能率に関する5.4. 3. 1 
節での考察から次のことがいえる。

(1)実行可能な経路を決定できる能力という点では、更新法が最も優れて

いる。特に、ネットワークの大きさに比べ台車数が多い等の複雑な干渉形態

の予想される場合に、他の方法に対するこの優位性が顕著である。

さらに、実行可能解がある場合に走行時間の面で最適な解まで求めねばな

らないかどうかは、目的関数値に関する解の改善率や付加される計算時間の

大小に依存するが、 5.4. 3. 2節、 5.4. 4節での考察より次のこと
がいえる。

(2)初期実行可能解の目的関数値に対する最適解のそれの改善率は、いず

れの経路決定法に関しでもそれほど大きくない。更新法においては、解の導

出を初期解までで止めることで、解答不能率を変えずに計算時間を大きく短

縮できる。

また、リアルタイムな運行管理を行うため、より少ない計算時間の経路決

定法が望まれる。計算所要時聞に関する5.4. 3. 3節での考察から次の

ことがいえる。

(3)計算時間の面では、完全固定法は極めて優れており、ネットワークの

大きさや台車数の変化に対して計算時聞に大きな増減は生じない。

以上のことを考慮すると、完全固定法の計算時間の短さと更新法の解答不

能率の低さというそれぞれの長所を活かした次のような現実的な経路決定手

順が考えられる。

a)固定法を用いて経路決定を試み、実行可能であるならば、その最適解

を台車の経路として用いる。
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b) a)で解答不能となった場合には、初期解のみを求めるように修正した

更新法を用いて、他の台車も含めた総合的な経路決定を行う。

5. 5 最大走行完了時刻最小化問題に関する考察

5. 2---5. 4節までは、 (重み付き)総走行時間を評価尺度とした経路

決定問題を議論した。ここでは、先に提案した解法アルゴリズムを、 5.1 

節で述べたもう一方の評価基準、最大走行完了時刻最小化を用いた場合に応

用することについて考察する。問題の設定は、 5.2節と全く同じ非同時走

行問題であるとする。この問題に対し、搬送ネットワーク上にある複数台車

の走行完了時刻の中の最も遅い完了時刻(最大走行完了時刻)を最小化する

経路決定法を提案する。この経路決定問題に対しては、 5. 3節で提案した

解法アルゴリズムの部分的な手直しにより対応でき、その基本的な解法手11債

を変える必要はない。

以下では、 5.3節の解法アルゴリズムの修正箇所についてのベる。

(1 )経路決定アルゴリズムの修正

5. 3. 1節の経路決定アルゴリズムを次のように修正すればよい。

最大走行完了時刻を最小化するためには、最大走行完了時刻をもっ台車が、

出発ノードから目的ノードを経由する経路の内、走行時間が最小になるよう

な経路を通ることが最も望ましい。従って、 (STEPl)で各台車の代替経路とし

て走行時間の点から第K最小までのK個の基本経路を作成することは、この

評価基準でも望ましい。また、 (STEP3)における tgを、基本経路のすべての

組み合わせの内、待ち停止時刻を考慮しない場合の第g最小の最大走行完了

時刻とする。また、その時の基本経路の組合せをRgとする。さらに、 (STEP

5)における t'gを、決定した待ち停止時間を含めた最大走行完了時刻を意味

するものとする。

(2)待ち停止時間決定問題の修正

(STEP5)における式(5・1)を、最大走行完了時刻を最小化する目的関数で修

正しなければならない。すなわち、最大走行完了時刻を表す変数Gを用いて、

次式で定式化できる。

rninirnize G (5-11) 

また、各台車の走行完了時刻に関しては、次の制約式が成立しなければな
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以上から、待ち停止時間決定のための線形計画問題としては、 5.3. 2 
節の(5・1)式を(5-11)式で置き換え、制約式を(5-2)---(5・7)式及び(5-12)式と

することにより、最大走行完了時刻を最小化する待ち停止時間を求めること

ができる。

5. 6 ヒューリスティックな干渉回避法

5. 2---5. 4節では、待機中の台車と走行中の台車の混在する搬送シス

テムの穣動状況に対して三つの経路決定法(完全固定法、経路固定法、更新

法)を提案した。

現実の搬送要求に対しては、要求への即応性、台車の稼動率等の面から、

可能な限り迅速に効率的な干渉回避経路を求めることが要求される。干渉回

避経路を決定できる可能性が大きいという点では、更新法が他の方法に比べ

常に優れている。しかし、台車数が増加したり、干渉の形態が複雑になった

りすると、更新法によっても経路の求まらない場合がある。経路決定の可能

性を増すためには、台車聞の干渉が基本的にある台車の停止による他の台車

の通行妨害及びそれらの相互作用によって発生することを認識し、そこに注

目した干渉回避法を考えることが必要となる。

この節では、更新法によっても干渉回避経路が求まらない非同時走行問題

に対し、その決定不可能性の原因を干渉形態の観点を含めて考察し、更新法

による経路決定可能性を改善するヒューリスティックな三つの方法を提案す

る。また、これらの方法を適用した数値例を考えることにより、その有効性

について考察する。また、ここで考える経路決定問題の前提条件は、すべて

5. 2節における非同時走行問題に同じであるとする。

5. 6. 1 非同時走行問題の解答不能性の原因と対策

非同時走行問題に対して固定法だけでなく更新法のアルゴリズムでも解の

求まらない(解答不能な)場合が存在するが、その原因は大きく次のように

分類できる。ここでは、それらを回避するためのいくつかのヒユーリステイ
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ックな対策もあわせて考察する。

(a)その問題に本来実行可能解が存在しない場合

図5.11は、ノードlとノード3に台車A，Bが停止中である時、ノー
ド2に存在する台車Cに対し他のノードへの搬送要求が与えられた例である。

この搬送要求を満たす走行経路は存在しない。このような状況は、あるノー

ドでの台車の停止が他の台車の通過を禁止することにより生じる。このよう

な状況はデッドロックと呼ばれるが、このようにある台車の通過が禁止され

るノードを以後この台車のボトルネックノードと呼ぶ。

A 

小
C B 

図 5. 1 1 デ、ソド口、ソク

工場における台車は、本来、ワークや治工具等の搬送を目的としており、

台車が工作機械のある地点、やロード/アンロードステーシヨン等で停止する

のは、搬送のためにこれらの搬送物の積み込み、積み卸し等を行うためであ

る。目的ノードでこれ以外の状態にあり、次の搬送要求を待ち受けて無駄な

遊休時間をもつような場合には、ノードでの停止によって他の台車のボトル

ネックノードを作るような状況は可能な限り回避することが望ましいc 回避

するための一つの方法は、停止台車が待避行動を行い、一時的にデッドロッ

クを解消してやることである。図5. 11において、停止している台車Aが

ノード4へ、または台車Bがノード5へ待避した後戻ってくることにより、

一時的に台車Cのデッドロックを解くことが可能である。この方法を「停止

ノードからの一時的待避法Jと呼ぶ。

(b)正数K値の有限性による場合

非同時走行問題に実行可能な経路が存在する場合、 Kil直が無限であれば、

各台車についてその(残り)目的ノードを経由するすべての走行ノード列が
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基本経路として得られるはずである。従って、必ず実行可能な走行ノード列

の組合せが求められる。しかし、アルゴリズムを実際の計算機上で実行する

場合、記憶容量の制約からK値を有限に設定しなければならない。このため、

走行ノード列の組合せ空間が実行可能解を含むに到らず、実行可能解が存在

するにもかかわらずこれが得られない場合がある。

6 

B 

4 

3 

5 

図 5. 1 2 基本経路の探索

図5.1 2はそのような例である。アークの横の数字は、そのアークの走

行時聞を表す。台車Aはノード1に、台車Bはノード2にそれぞれ停止申で

あり、台車Aにノード4への搬送要求が与えられたとする。この時、 K=2な

らば、台車Aのノード1から目的ノード4への基本経路はノード列{1， 2， 
4}及び {1，2， 3， 4}となりパス1-6-5-4を通る走行ノード列
は含まないため、実行可能な走行ノード列は見いだせない。

この例は、台車Aのボトルネックノード2を含まない基本経路を見つける

ことができなかったために解答不能となった例である。更新法のアルゴリズ

ムで採用している第k最短経路探索は、評価尺度としてアークでの走行時聞

を用いている。記憶容量の制約からK値が固定されたものとした場合、基本

経路となる走行ノード列を探索してゆくこの走行時間方式を変えることによ

り、ボトルネックノードを回避できる基本経路を見つけられる可能性がある。

その第1の方法は、評価尺度として走行ノード列のノード数を用いること

である。この方法は、走行時間とノード数が比例するように設定された搬送

ネットワークでは、従来の第k最短経路探索法と全く同じものになる。しか
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し、実際の搬送ネットワークの設定では、台車の幾何学的な動きから搬送路

の分岐点や台車の停止を必要とする地点、にのみノードを設け、直接には走行

時間とノ}ド数が比例しないような場合が多い。このような場合には、上述

した評価尺度によって、従来の走行時間尺度で求めた基本経路とは異なった

ものが見つけられると期待できる。この方法を fノード数を評価尺度とした

基本経路探索法Jと呼ぶ。

第2の方法は、ある台車の基本経路を探索する際、その台車のポトルネッ

クノードを推定し、それを除去した搬送ネットワーク上で第k最短経路を求

めることである。この方法を「ボトルネックノードを除去する基本経路探索

法Jと呼ぶ。この方法では、ボトルネックノードを正確に推定することが重

要である。もしこの推定が不正確で、誤って実行可能な経路上のノードをボ

トルネックノードに指定することになると、この実行可能な基本経路の探索

が不可能となる。また、ある台車に対する推定ボトルネックノードを増やす

と、その台車にとってネットワークの連結性が希薄になり、基本経路を探索

する上での柔軟性に欠ける結果になる。

5. 6. 2 ヒューリスティックな干渉回避法

非同時走行問題に対する更新法の解答不能性を回避する対策は、そのまま

台車問で干渉のない実行可能経路を探索する方法として応用できる。以下で

は、更新法で解答不能となった問題に対し、ヒューリスティックな三つの干

渉回避法を考え、それを5.3. 1節の経路決定アルゴリズムへ組み込む方

法について述べる。

(1)停止ノードからの一時的待避法
複数の台車の基本経路聞の共通ノード(アーク)列を、それらの台車の共

有パスと呼ぶ。台車の基本経路から、どの台車がその共有パスを先行すべき

か判断できる場合がある。図5. 13 (a)，(b)はその例を示したものである。
いずれの例でも、台車Aが共有パスを先行しなければならない。この制約に

よって、実行可能な基本経路の組合せも制約を受ける。このような制約によ

り基本経路の走行ノード列の組合せ空間が実行可能な部分集合をもたない場

合、問題は解答不能となる。

最終の停止ノードから一時的に待避させる台車としては、このような制約

に多くかかわる台車を選ぶのが適当である。 5. 3. 1節のアルゴリズムの

(STEP5)において、基本経路の組Rgに対して図5.1 3 (a)のパターンが検出
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される毎に台車Bに付加した計数(障害度計数)をOから 1ポイントづっ加

算する。そして、問題が解答不能となった時には、まず障害度計数が正であ

る台車を見つける。そして、その台車の基本経路を次のように作成し直す。

すなわち、 (STEP1)の(a)，(b)， (c)の手順申で、その(残り)目的ノード列の

最終ノードから一旦待避した後再び戻ってくるようなループをもっ第K最短

経路を探索することにより基本経路を作成する。その後、 (STEP2)から再実行

させる。ここでは、最終ノードにおけるループの作成は各台車に対して高々

1回を限度とし、正の障害度計数をもっ台車が存在しない場合または実行可

能解が求まった時アルゴリズムの実行を終了させる。

ラテ
A B 

( a ) ( b ) 

図 5. 1 3 共有パス

(2)ノード数を評価尺度とする基本経路探索法

非同時走行問題が更新法によっても解答不能となった時には、基本経路の

作成の際ノード数を評価尺度とする第k最短経路探索法を用いるものとし、

5. 3. 1節のアルゴリズムの(STEPl)から再実行させる。但し、実行可能解

が得られた場合はその時点でアルゴリズムの実行を終了する。

(3)ポトルネックノードを除去する基本経路探索法

除去すべきボトルネックノードの推定は次のように行う。 5.3. 1節の

アルゴリズムの(STEP5)において、基本経路の組Rgに対して図5.1 3 (a)の

パターンが検出される毎に、組(台車A，ノード3)に付加した計数(ネック

計数)をOから 1ポイントづっ加算し、図5.13(b)のパターンの場合は組

(台車B，ノード2)の計数を加算する。問題が解答不能となった時には、ネ

ック計数が最大となった組の台車及びノードによって 1つの台車とそのポト
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ルネックノードを推定する。そして、このノードを除去したネットワークを

基にして、選択した 1つの台車の基本経路を作成した後、 (STEP2)から再実行

させる。 5. 6. 1節(b)で述べたように、ボトルネックノードを増加させ

ると基本経路探索の柔軟性が欠如するので、ボトルネックノードの選択は各

台車に対し多くて 1回とし、正のネック計数をもっ台車が存在しないかまた

は実行可能解が求まった時点でアルゴリズムの実行を終了する。

(4 )三つの干渉回避法を組み合わせた方法

以後、上述した「停止ノードからの一時的待避法J， rノード数を評価尺
度とする基本経路探索法J， rボトルネックノードを除去する基本経路探索
法」をそれぞれ第1法，第2法，第3法と呼ぶ。三つの干渉回避法を単独で

使用する場合の他に、これらを組み合わせる方法も考えられる。但し、次の

点、に留意する必要がある。第1法，第3法では、台車またはノードを選択す

る際に、前問題を解く過程で得られた障害度計数及びネック計数という統計

量を用いるのに対し、第2法ではその必要はない。

5. 6. 3 三つの干渉回避法の特徴

ここでは三つのヒューリスティックな干渉回避法(第1法~第3法)の定

性的な特徴を、具体例を用いることにより明らかにする。

(1 )搬送系モデル

ここで使用する搬送ネットワークモデルは、図5. 14で示したノード数

1 2 (アーク数13)をもっネットワークAである。

6 • 7.5 2 3 4 5 

に6

.4.5 
6. 11. -• 12 

10.5 

10 7.5 9 8 7 

図 5. 1 4 ネットワーク A 
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図中のノードの横の数字はノード番号を、アークの横の数字はそのアーク

の走行時間を示す。また、最小干渉許容時間を正 =1.0、基本経路の候補経

路数をK=5とする。搬送要求の優先度はすべて 1.0とする。以下の例では、

台車数はすべて5台であるとする。

(2)停止ノードからの一時的待避法(第1法)

表5.5 (a) は、時刻~t 日での全台車の位置とそれ以降の残りパスの一例を

ノード列で示したものである。ノード番号の横の o中の数字は、そのノー
ドでの待ち停止時間を表す。但し、待ち停止時聞がOの場合は省略しである。

また、負の数字は、台車がt日時点でそのノードから数字の絶対値で示される

時間距離だけアーク上を走行した地点、にいることを表す。右肩に*印のつい

たノードは残り目的ノードである。

表5. 5 第1法の適用例
(a)残りパス (b)走行経路

台車 残りパス 台車 走行経路

h 8(waiting) A 8-7-5-6-5 

B 10(-14.5)-1・ B 10(-14.5)ー1・

C 7(-4)-5-4・ C 7(-4)-5・4-3-4・

D 5(7)-6-5・7・ D 5(7)-6-5-4(5.5)-5-7・

E 2( -3)ー3・ E 2(ー3)ー3(16)-2・3・

この時、ノード8で待機申の台車Aに対し、目的ノード5への搬送要求が

生じた場合の経路決定問題を第1法を組み込んだ更新法アルゴリズムで解い

たところ、表5. 5 (b)のような走行経路が得られた。 5. 2. 1節で述べた

ように、更新法アルゴリズムでは走行中台車の残りパスは固定しない。走行

中台車B---Eのうち表5. 5 (a)の残りパスと同じ走行経路が得られたのは、

他の台車の走行経路と共有パスを有しない台車Bだけであり、他の走行中台

車では、干渉回避のため複雑で巧妙な走行経路に修正されている。台車Dは、

一時的にノード6に待避することにより、台車Cがノード5から4へ通過す

ることを許す。台車Dがノード7へ向い、台車Aがそれとは逆方向にノード

5へ向かうことを可能とするため、台車Aはノード6で、台車Dはノード4

でお互いを待ち合わせる。さらに、台車Dのノード4での待ち合わせを可能

とするため、台車Cは残り目的ノード4に到着した後ノード3へ一時的に待
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避する。さらに、この台車Cの待避を可能とするため、台車Eはノード2に

一時的待避をした後残り目的ノード3に戻る。

この数値例は、第1法を用いて得られた台車の一時的待避が巧妙に組み合

わされることによって実行可能解が得られた例である。なお、この問題に対

して第2法または第3法を使用しでも解は得られない。

(3)ノード数を評価尺度とする基本経路探索法(第2法)

表5.6 (a)は、 t日時点、での全台車の残りパスの一例を示している。ノー

ド12で待機中の台車Aに与えられた目的ノード5への撮送要求に対し、第

2法を組み込んだ更新法アルゴリズムを用いて解くと、走行経路は表5.6 

(b)のようになる。台車Aがパス12・11-2-3-4-5を通過することを可能にする

ため、台車Bが残り目的ノードでないノード2からノード 1へ一時的に待避

する。さらに、台車Bの一時的待避を可能にするため、台車Eがノード1か

らノード10へ一時的待避を行う。

表5. 6 第2法の適用例
(a)残りパス (b)走行経路

台車 残りパス 台車 ! 走行経路
A 12(waiting) A112・11・2・3・4-5
B 2・3-4・ B 12・1-2十 4・
C 7-8-9・11-2・ C I 7(15)-8・9-11・2・
D 6・5-7-8・ D 16-5・7-8・
E 1・2・3・ E I 1-10・1・2・3・

この例は、 (残り}目的ノードでないノードからの一時的待避が有効であ

る場合である。第2法ではノード数を基本経路探索の評価尺度とするため、

走行時聞が大きいにも関わらずアーク (1，10)，(1，2)が台車E，Bの待避
用のパスとして採用され実行可能解が得られた。また、評価尺度がノード数

であれば一時的待避行動はアークの走行時間に関わりなく、さらに、その行

動の起点が(残り)目的ノードか否かに関わりなく可能である。なお、この

問題に対し(残り)目的ノードからの待避を主眼とした第1法または第3法

を使用しても実行可能解は得られない。

(4 )ボトルネックノードを除去する基本経路探索法(第3法)

t目時点での全台車の残りパスの一例及びその時ノード3で待機申の台車A
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に与えられた目的ノード5への搬送要求に対し第3法を組み込んだ更新法に

より求めた走行経路は、それぞれ表5. 7(a)， (b)のとおりである。台車A

は、ノード3から大きく迂回するようにパス3-2-11-9-8・7・5を通ってノード

5へ到達する。また、台車C及び台車Dは、台車Aを通過させるために一時

的な待避行動を行う。

表5.7 第3法の適用例
(a)残りパス (b)走行経路

台車 残りパス 台車 走行経路

A 3(waiting) A 3(8)-2・11-9-8-7-5

B 11 (-1) -12・11・ B 11(-1)-12(14)ー11・

C 9(-1)-11・2・ C 9(-1)-11・2-1-2・

D 9・8・ D 9(9)-10-9-8・

E 3(-2)-4・ E 3(-2)-4・

この例は、ノード4が台車Aのボトルネックノードと推定され、出発ノー

ドから目的ノードヘ大きく迂回する基本経路が探索されたことにより実行可

能解が得られた例である。第1法，第2法を用いて解こうとした場合、基本

経路の探索は、走行時聞が小さくかっノード数の少ないパス3-4-5近辺の経路

探索に終始し、結局実行可能解を得ることはできない。

5. 6. 4 数値例

解答不能率を全問題数に対する解答不能となった問題数の割合で定義する。

ここでは、従来の更新法による解答不能率が、第1法~第3法を用いること

によりどの程度改善されるかを、簡単なシミュレーションを実施して検討す

る。

(1)搬送系モデル

ここで用いる搬送系ネットワークは、前節で用いたネットワークAの他、

図5.1 5 (a) ， (b)のネットワーク B，Cである。ネットワークB，Cのノー

ド数(アーク数)は、 16(18)，20(26)であり、ネットワークの規模は、 A，B， 

Cの順に大きい。ネットワークの規模が大きいほど出発ノードと(残り)目

的ノードを結ぶ経路の代替数が多くなることから、同じ台車数では、より大

きな規模のネットワークほどデッドロックは生じにくくなることが予想され
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る。本シミュレーションにおける最小干渉許容時間，基本経路の候補経路数，

搬送要求の優先度は、それぞれε=1.0，K=5，Wk=1. 0 (k=l，..，o)である。

台車数nは2---5台で変化させる。

(2)シミュレーションの手順

台車数 (0=2---5)，ネットワーク(れトトク A""C)の組合せの各々に対して、
次のような手順でシミュレーションを行う。

(ア)全台車に対し、一つの出発ノード、一つの目的ノードをランダムに

与える。このような同時走行問題を、文献115)の経路決定アルゴリズムによ
り解が得られるまで繰り返し作成する。この解を、次の非同時走行問題のた

めの初期状態とする。

(イ)上の手順で得られた台車の走行状態において、搬送を最も早く終了

した台車に対し、新たに一つの目的ノードをランダムに与え、その非同時走

行問題を更新法によって解く。

(ウ)問題が解答不能となった場合には、同じ問題を第1法、第2法及び

第3法を用いてそれぞれに解く。

(エ)上の(7)(イ)(ウ)の手順を100回繰り返す。

(3)シミュレーション結果

表5.8 (a)，(b)，(c)は、ネットワークA，B，Cに対するシミュレーション

結果を解答不能率(全問題数100に対する解答不能であった問題数の割合)

で表したものである。

表申には、比較の便宜上、前述したシミュレーション手順の(ウ)を省いた更

新法のみによる解答不能率及び第1法，第2法を組合せた方法による解答不

能率も併記している。但し、組合せ方は次のように行った。更新法の次に第

l法、第2法をそれぞれ単独に用いる。さらに、第1法と第2法を同時に用

いたアルゴリズム、すなわち評価尺度をノード数とし、 (残り)目的ノード

からの待避のある基本経路を探索する更新法アルゴリズムを実行する。もち

ろん、アルゴリズムのどの実行段暗にあっても、実行可能解が得られた時点

で実行を終了するものとする。

表5.8より、解答不能率の点、から次のことがいえる。

(ア)三つの干渉回避法(第1法~第3法)の聞に明確な優劣はない。

(イ)干渉回避法を組み合わせることにより、各方法を単独で用いた場合よ

りもかなり大きな解答不能率の改善効果がみられる。これは、 5. 6. 3節

で述べたように、各方法の適用が有効となる干渉形態が異なっており、これ
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らの方法を組み合わせることによって、種々の干渉形態に対し有効な回避法

となったためであると考えられる。

表5.8 解答不能率

(a)ネットワーク A 

台車数 更新法 第1法 第2法 第3法 1，2法の組合せ
2 0.07 0.03 0.03 0.00 0.02 
3 0.13 0.11 0.09 0.06 0.04 

4 0.16 0.13 0.07 0.09 0.03 
5 0.24 0.21 0.14 0.15 0.06 

(b)ネットワーク B 

台車数 更新法 第1法 第2法 第3法 1，2法の組合せ
2 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 
3 0.05 0.02 0.04 0.00 0.01 
4 0.10 0.05 0.05 0.03 0.00 

5 0.09 0.04 0.08 0.05 0.02 

(c)ネットワーク C 

台車数 更新法 第1法 第2法 第3法 1，2法の組合せ
2 0.03 0.01 0.02 0.00 0.00 

3 0.05 0.03 0.02 0.02 0.00 
4 0.03 0.01 0.01 0.00 0.00 
5 0.10 0.09 0.03 0.04 0.02 

5. 7 結言

この章では、複数台車に対する経路決定法について考察した。

5. 2節では、評価尺度を搬送要求の優先度の重みを付けた総走行時間と
した場合の経路決定問題を非同時走行問題と呼ぶ問題にモデル化した。この

問題に対し、 5.3節では、搬送要求の発生時点で、目的地へ走行申の台車
の経路情報をそのまま用いるか、部分的に用いるか、全く使用しないかによ
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って、三つの経路決定法(完全固定法，経路固定法，更新法)を提案した。

5. 4節では、これらの経路決定法の特徴を、解答不能率、解の改善度及び

計算所要時間の観点から各種シミュレーション結果を用いて明らかにした。

その概要は次のとおりである。

(1)完全固定法は短時間で解が得られるという長所があるが、複雑な干渉
形態の予想される場合には実行可能解が得られない場合も多い。

(2)更新法は、複雑な干渉形態の予想されるような場合でも解の取得が十

分期待できる。しかし、台車数の多い場合には、最適解を求めようとすると

計算所要時間がかなり大きくなる。但し、初期実行可能解を近似解とすれば、

計算時聞は大きく短縮され、しかもその近似解は十分に実用的であるといえ

る。

(3)経路闇定法は、完全固定法と更新法の中間的性質を有する。

また、これらの特徴を活かした現実的な経路決定手順についての考察も加え

た。

5. 5節では、 5.3節で提案した経路決定法を、最大走行完了時刻最小

化を評価尺度とした場合の問題に応用する方法について考察した。

5. 6節では、更新法でさえも実行可能な経路を見いだせない問題に対し、

干渉回避経路探索のための三つのヒューリスティックな方法(第1法、第2

法及び第3法)を提案し、シミュレーシヨンを用いてその有効性について考

察した。その結果、それらの有効性の特徴について以下のような知見を得た。

(a)第1法「停止ノードからの一時的待避法j は、ある台車の最終目的地

での停止が他の台車の通過の障害となり、停止台車の一時的な待避が有効で

ある場合に適した方法である。

(b)第2法「ノード数を評価尺度とする基本経路探索法」は、ある台車の

走行途中でのノードからの一時的待避が他の台車の通過にとって有効である

場合に適した方法である。

(c)第3法「ボトルネックノードを除去する基本経路探索法j は、ある台

車にとって出発ノードから目的ノードヘ大きく迂回する経路への走行が有効

である場合に適した方法である。

以上のような各方法のもつ固有の有効性のほか、解答不能率の点では、こ

れらの方法を組合せることがさらに有効であるというシミュレーシヨン結果

を得た。
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第6章搬送要求の割当て問題

6. 1 緒言

前章までは、搬送要求の台車に対する割り当てがすでに決まったものと仮

定して、要求に対する最適経路の導出について考えた。ここでは、搬送要求

の台車への割当て問題について考察する。 2.6節で述べたように、複数の
ピークルをもっ一般的な経路・スケジュール決定問題においては、割当て問

題も同時に解かなければならない部分問題として、本来その中に含まれてい

る。しかし、多くの大規模な経路・スケジュール決定問題においては、実際

的な計算時間で実行可能解を導出しようとする場合には、問題の複雑さゆえ

に、問題を二つの部分問題、すなわち、割当て問題とピークルの割当てが確

定した場合の経路・スケジュール決定問題の二つに階層的に分割して解く方

法が多く採用されており、無人搬送車の運行問題においても事情は同じであ

る。以下で提案する搬送要求の台車への割当て方法は、その大部分がこの分

割手法を用いており、従って、全体としての最適性が必ずしも保証されては

いないことは注意を要する。また、それらの分割算法では、まず搬送要求を

台車に割り当てた後、前章までに提案した経路決定法により、それらの要求

を満たす最適な経路を求めるという計算手順を踏むことになる。

ここでは、以下のような状況のもとにおいて、ある時刻に同時に生じた複

数の搬送要求を台車に割り当てる問題について考察する。

P台の台車Vl，V2，・・，Vpが存在している。台車VQはノード Sqへ運行中

であり、 SQ への到着時刻~rQ までは他の搬送要求には応じられないが、到着

の後は空きとなる。いま日必個の搬送要求J1，J2，・・，J Mが生じたとする。

要求Jkは、ワ}クの積み込みノードak、ワークの加工順序に従って経由す

べき加工機械のあるノード列Lk及びそれぞれの機械での加工時間、ワークの

荷降しノードbkip.ら成る。ノード akからLkを経由し、ノードbkに到達す
る最短経路での走行時聞に加工時聞を加えた時間を tkとする。この時、すで

に空きとなっている台車ばかりでなく現在搬送中のものも含めて、各要求を

どの台車に割り当てればよいかを決定することが問題となる。

この基本問題に対し、台車が複数のワークを同時に積載可能であるような

場合には、ある要求のワークを積み込んだ後別の要求のワークを積んで、そ

の後それぞれのワークの荷降ろしを行うというように、荷降ろしは積み込み
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の後に行うという先行関係さえ満足すれば、複数要求の ak，Lk，bkを混合し
て経由することが可能である。これに対し、台車が一個積みであるような場

合には、ある要求に含まれる ak，Lk，bkをすべて経由した後に他の要求を受
けつけるという手順をとることになる。多くの無人搬送車の積載形式は、パ

レット上に固定したワークをパレットごと積み降ろしする一個積みの形式が

多く、この章では一個積みの場合の基本問題について考察する。また、問題

において最適化すべき評価尺度として、代表的な二つの尺度、総走行完了時

刻最小化及び最大走行完了時刻最小化を考える。

6. 2 重複を許さない割当て問題

ここでは、前節で述べた割当ての基本問題において、各台車における搬送

の負荷や可動率を平均化するため、一台の台車Vqに割り当てる要求は高々一

つの要求Jkのみであり、複数要求を重複して割り当てることはしない場合を

考える。

(1 )完全列挙法
M個の搬送要求をP台の台車へ割当てる場合の組合せ総数は pCMoM!で

あり、もしこの値がそれほど大きくない場合には、次のような全数列挙的な

手順により、最適な割当て及び経路を求めることができる。

i)各割当てに対し、第3---5章で提案した経路決定法を用いて最適経路

及び最適な目的関数値(総走行時間または走行完了時刻)を求める。

ii)すべての割当てのなかで最適な目的関数値の得られた割当て、経路を

最適解とする。

この単純な完全列挙法は、搬送要求の割当てと経路の最適性を同時に達成

できる方法であるが、予想される計算時間 pCMoM!X (経路決定問題一題

当りの求解に要する計算時間)が実用上差し支えない程度となることを前提

とするものであり、小規模の問題にのみ適用可能である。

(2)総走行完了時刻最小化問題

搬送要求Jkを台車VQに割り当てた場合の走行完了時刻Wkqは、その経路

が最短経路であると仮定すると、

Wkq=rq+μ(Sq，ak) +tk (6-1) 

となる。但し、 μ(i， j )は、ノードiからJへの最短走行時間とする。
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この仮定の下で総走行完了時刻を最小化する割当て問題は、一般の割当て

問題1白引 1"4 ) 1日5)と同様に次のように定式化できる。

minimize f (X'，高)= mi n 
M P 
L L Wkq' X kq (6-2) 

X X k=l q=l 

subject t 0 

Xkq= t 0 l~三 k~三 M， 1 ~三 q~三 P (6・3)

P 
L xkq=l l~5k<M (6・4)
q=l 

H 
L Xkq三三1 l~E k<P (6・5)
k=l 

(6-2)式の変数玄，定数寄は、それぞれベクトル {xkQ:l<k壬M ， l~三 q三 P} ， 

{wkq:l~三 k三M ， l~三 q豆 P} を表すものとする。 Xkqは、要求kが台車Vqに割

り当てられるとき 1をとり、そうでないときOをとるような変数である。

この問題は、グラフ論では、 2部グラフにおける重み付きマッチング問題

(The Weighted Matching Problem) 1日2)1 17)や最大流最小コストフロー問題

(The Minimum Cost Flow Problem) 102)1日7)118)に置き換えることができる。

問題を重み付きマッチング問題に置き換えると、図6.1のような搬送要

求を示すノード群と台車を示すノード群とが2部グラフを構成し、要求kの

ノードと台車qのノードを結ぶアークの重みがWkqであるとき、その申に含

まれるアークの重みの総和が最小となるマッチングを求める問題になる。ち

なみに、マッチングとは、それに含まれるどの二つのアークも同一ノードを

共有しないようなアークの集合をいう。この問題に対しては、ハンガリアン

メソッドとよばれる方法119)12日)により、計算量がオーダーo(M3.P)で
ある解法が知られている。問題を最大流最小コストアロー問題に置き換える

と、図6.2のように、アークの最大容量がlであり、アーク (Jk，Vq)に流

れる単位フロー当りのコストがWkqであるネットワークを考え、ソースノー

ドsからシンクノードtへの最大涜量で最小コストとなるような流れを求め

るフロー問題になる。図6.2のアークの横に記されている数字は、 (最大
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容量，単位フロー当りのコスト)を表している。この問題は、 Klein121)の考

えを用いた解法アルゴリズムにより、オーダーo(M・(M+P)3)の計算時間
で解を求めることができる1日2)。

J 1 V
1 

J 
K 

W kq 

v 
q 

J 
門

v p 

図 6. 1 重み付きマ、ソチング問題

J 11，w，， V 1 

S ・・teー- K ____ ¥ q 一三ヨ・・ t 

1 ， W kq 

図 6. 2 最大涜最小コスト問題
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(3)最大走行完了時刻最小化問題

6. 1節の前提の下で、搬送要求Jkを台車Vq へ割り当てた場合の走行完
了時刻は(6・1)式のWkqで表され、要求割当てのない台車Vqのそれは rqとな

る。従って、最大走行完了時刻最小化問題では、次式を最適化することにな

る。

minimize g (玄，奇;r)
X 

=mi n ma X {rq+ (wkq-rq).xkq ) (6-6) 
X 1~三 q~三P

但し、下はベクトル {rq:1~三 q<p} を表す。また、変数 Xkqの満たすべき
制約式は、 (6-3) "" (6-4)と同じである。

この問題は、図6.3で示されるMin-Maxマッチング問題1日2) (The Min-

Hax Hatching Problem、またはTheBottleneck Problemとも呼ばれる)に変

換できる。

J 1 
w 11 

V 1 

J 
K 

v 
q 

J問+1

J ~ .. v 、.V~ 
Y 司・F 司・.. t' 

図 6.3 門in-門axマ、ソチンゲ問題

圏中の搬送要求を示すノードJkと台車を示すノードVqとの聞のアークに

は、重みWkQが付与されている。搬送要求を示すノード群の申にはダミーの
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要求JM+l，..， Jpが置かれており、そのノード数を台車のノード群のノード

数と同じにしている。その任意のダミーノードと台車Vqとを結ぶアークは、

台車に対し搬送要求を割り当てないことを示すものでその重みは rqである。

Hin-Haxマッチング問題とは、マッチングに含まれるアーク数が最も多い最大

マッチングのうち、それに含まれるアークの重みの最大を最小化するような

マッチングである。この間題にLawlerが提案したしきい値法による解法1日引

を適用すれば、オーダーo(p3)の計算量で最適解を求めることができる。

6. 3 重複を許す割当て問題

6. 2節では、一台の台車に割り当てられる搬送要求は、高々一つである

とした。ここでは、台車に複数の搬送要求が割当て可能な場合、すなわち割

当てに重複の許される問題について考える。

(1)完全列挙法
重複の許される場合の完全列挙法も、 6.2節(1)の方法と同様に、搬送要

求の台車に対するすべての割当てを列挙して最適解を求めようとするもので

ある。 M個の要求をP台の台車に重複を許して割り当てる場合の割当て総数

はPMである。また、ある一台の台車に S個の要求が割り当てられた場合、台

車がこれらの要求に対する搬送サービスを実施する順序付け総数は S !であ

る。以上のすべての組合せに対して、 3"""5章で提案した経路決定法により

その最適経路、最適目的関数値を求め、その内最もよい目的関数値(総走行

完了時刻または最大走行完了時刻)の得られた割当て、経路を最適解とする

ものである。この方法は、考慮すべき組み合せ数が6.2節(1)の完全列挙法

よりも多く、また、各台車には複数の搬送要求が与えられるから一つの経路

決定問題を解くための計算時間も6.2節(1)よりは多くなると考えられる。

従って、この方法は、 6.2節(1)の完全列挙法の適用よりも、さらに小規模

な問題にのみ適用可能である。

(2)総走行完了時刻最小化問題

台車Vqが最初に要求Jkの搬送を行うとした場合の搬送終了時刻は、 rq+ 

μ(Sq，ak)+tkである。また、要求J，の後に要求Jkの搬送を行うとして、
J，の搬送終了から Jkの搬送終了までに要する時聞は、どの台車に対しでも

μ(b"ak)+tkである。搬送要求を示すM個のノードJk(k=l，..，M)とP台
の台車の出発ノード Sq (q=l，. . ，P)だけから成り、ノードiとJの聞のアーク
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の長さ a (i，j)が次式で定義されるグラフを考える。

rμ(s~， aIJ+ t" for i=s~ ， j=J 
a (i，J)=Jq P q'k k qd  

Lμ(b 17 a 1J + t L for i = J lt  j = J l''''k'' "k .LV .L -'--"1' v-"k 
(6-7) 

このとき、総走行完了時刻を最小化する場合の割当て問題は、次のような

グラフ問題に変換できる。すなわち、ループがなくかっ互いに共有するノー

ドがなく、それぞれがノード Sq (1<q壬p)から出るP本のパスの内、す

べてのノードがいずれかのパスに属し、パスに含まれるすべてのアークの長

さの和が最小となるパスの組を見つける問題である。各々のパスに含まれる

アークの長さの和は、その出発ノードからパスに含まれるノード!頓に搬送要

求を与えられた場合の台車の搬送完了時刻に等しい。従って、すべてのパス

についてのそれらの総和は、総走行完了時刻に等しい。台車をセールスマン

とし、出発ノードをオフィスとすれば、この問題は、次の点を除いて、必ず

しも同じ位置ではないP個のノード Sq (干し..， p)のそれぞれにいるセールス

マンが、要求を示すM個のノードを手分けして巡回する多重巡回セールスマ

ン問題.，6) .， 8)となる。

a)各台車(セールスマン)の出発ノードは必ずしも同じでない。

b)各台車(セールスマン)は、最後には、割り当てられた搬送要求の最

終ノード(最終顧客のいるノード)にとどまり、出発ノードには帰らない。

2. 3節で述べたように、この問題を実時間で解くことの困難さを考える
と、ヒューリスティックな方法が重要であり、それには巡回セールスマン問

題の研究で提案されている種々の手法が役立つものと思われる。

(3)最大走行完了時刻最小化問題

最大走行完了時刻最小化する割当て問題に関しても、厳密解法により実時

間で解く場合の困難性は前節と同様であり、 NP完全な問題となる122)。こ

の問題に関しては、 Chenら122)が分枝限定法を用いた厳密解法を提案してい

る。彼らは、搬送ネットワークのノード聞の走行時聞が各台車ごとに異なり、

目的ノードにおける作業時聞が設定されている問題を取り扱っている。しか

し、そのネットワークモデルとして三つのノード聞での走行時聞に三角不等

式が成り立つユークリッド的なネットワークを用いており、また、すべての

台車は同時に出発し、それぞれの出発ノードに再び帰ってくることを前提と

しており、実用上の適用範囲が限られる。また、実用的な時間の範囲で計算
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が終了することは必ずしも保証されていない。

6. 4 動的割当て法

前節までに述べたことから、割当て問題に対し実計算時間内で厳密解を求

めることの困難性がわかる。また、現実の搬送システムにおいては、搬送要

求群が離散時聞に時系列的に生じる。従って、現実の台車の運行管理にとっ

て、搬送全体の最適化を図るための搬送要求の割当ては、 6.2.....6. 3節

で述べた一時刻における要求の発生に関する問題よりさらに困難な問題とな

る。ここでは、時系列的に生じる搬送要求の発生時点ごとに局所的な最適化

を図りながら、動的に台車を割り当てていく一つの割当て法を提案する。

まず、工場内における搬送要求の発生の現状とこれまでよく用いられてい

る典型的な割当て方法について概観する。問題において、台車は一個積み台

車であると仮定する。

工場内には、在庫・倉庫設備、加工・組立設備、検査設備、入荷・出荷設

備等種々の設備が存在し、それらの設備において搬送要求が発生する。例え

ば、加工設備において、ある加工品の加工が終了し、次工程への搬送を必要

とする場合には、まず当該加工機械へ加工品受取のための搬送要求が生じ、

台車への加工品搭載後は次の工程までの加工品の搬送要求が発生する。この

ような搬送要求は、搬送を請け負う空き台車の存在や搬送先設備の受け入れ

可能等、要求遂行のための条件が整うまで、台車運行管理システムの搬送要

求の待行列内に登録される。この際、なんらかの評価基準や優先度により、

待行列内の要求の並び替えが行われ、空き台車があり次第、待行列内から11慣

に要求が取り出され台車に割り当てられる。この時、複数台の空き台車が存

在する場合には、ここでもなんらかの基準に基づき一台の台車が選択される

ことになる。このような要求の待行列における優先順位や台車の引き当ての

際の決定規則は、ディスパッチングルールと呼ばれる。

以上のような典型的な割当て法で用いられるディスパッチング‘ルールは、

通常、加工機械に対し加工作業を表すジョブを割り当てるスケジューリング

問題123)においてよく研究されており、ジョブの待行列における優先順位を

決定するルールとしては、次のようなものが考案されている124)ー 126)。

( 1) F 1 F 0 (First In First Out) :先着優先

(2) S P T (Shortest Processing Time) :最小加工時間優先

-122・



( 3) L P T (Longest Processing Time) :最長加工時間優先

(4) L W K R (Least Work Remaining) :残り加工時間最小優先

(5) MW  K R (Most Work Remaining) :残り加工時間最大優先

(6) E D D (Ear liest Due Date) :納期の最も早いもの優先

(7) Slack:納期までの余裕最小優先

(8) Random:ランダムに選択

これらのディスパッチングルールを搬送要求の台車に対する割当て問題に

用いた場合の有効性に関する研究も、いくつかなされている22)127)-129)。

ここでは、上で述べた典型的な割当て法に、一般的な台車の運行管理では

よく用いられる次のようなディスパッチングルール22)127)129)を採用したも

のを考える。

(a)搬送要求は、その発生順に待行列から取り出される (F1 F 0) 0 

(b)複数台の空き台車がある場合は、搬送要求に含まれる目的ノードに最

も早く到着できる台車を割り当てる(最短距離優先)。このルールはSPT

に相当する。

文献22)では、生産シミュレーションにより検討し、ルール(b)が他のルー

ルに比較して概ね有効であるとの結論を得ている。

以上のような、一般的なディスパッチングルールによる割当て法に対し、

6. 2節(3)で述ベた最大走行完了時刻最小化を評価尺度とした解法を利用し

て、次のような台車の割当て法を提案する。

i)搬送要求が発生した場合、搬送先設備が受け入れ可能であれば、現時点

における台車の空き状況を問わず、要求を前もって台車に割り当てることと

する。すなわち、台車が必ずしも空きの状態でなくても、その台車をあらか

じめ予約することが-できる。但し、予約は以後変更できないものとする。予

約された台車は、現在遂行中の搬送が終わり次第、直ちに予約された要求に

対する搬送を開始するものとする。

ii)発生した要求の台車への割当ては、 6. 2節(3)で述べたMin-Maxマッチ

ング問題をLawlerの解法1日2)を用いて解くことにより行う。この間題におい

て、台車qが走行中であれば、ノード sqは現在搬送中の最終目的ノードであ

り、 rqは現時点からノード sqに到着するまでの走行時間とする。また、台

車が待機申であれば、 Sqを待機ノードとし、 rqをゼロとする。

iii)上で決定した割当てに基づき、 5章で提案した完全固定法を用いて、各

台車の走行経路、走行スケジュールを求める。ここで決定した経路は、以後
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変更しない。

iv)上記i}.......iii)の手順を搬送要求が生じるごとに実施する。

この割当ては、搬送要求の発生ごとに動的に台車への割当てを行うことか

ら、動的割当て法と呼ぶ。この割当て法は、時系列的に発生する搬送要求列

の中のある時点で発生した要求に対し、将来発生するであろう要求は一切考

慮せずに、発生時点だけでの局所的な最適化(最大走行完了時期j最小化)を

図りながら、全体の最適化を目指すものである。

6. 5 数値例

ここでは、前節の (a)， (b)のディスパッチング.ルールを用いた方法と
動的割当て法との有効性に関する比較を、簡単なシミュレーションを用いる

ことにより行う。特に、全搬送要求に対する搬送の完了時刻及び一回の搬送

に要する平均時聞に対する搬送要求の発生頻度の影響についての感度分析を

行う。

6. 5. 1 シミュレーションの条件と検討項目

(1)モデルの設定
搬送ネットワークモデルとして、 36個のノードと 38本の双方向走行可

能なアークをもっ図6.4のようなネットワークを考える。

図 6.4 搬送ネットワークモデル
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アークの横には走行時聞が記されている。加工・組立機械、倉庫等はノー

ド1"'"1 6 (これらを設備ノードとよぶ)に設置しであり、ジョブショップ

型の加工紐立工程を構成している。

台車はこれらのノード聞のワークの搬送に従事するものとする。台車問で

は、最小干渉許容時間ε=0.5以上の時間距離があれば、干渉は起こらないも
のとする。設備ノードにおいて発生する搬送要求は、単一の搬送要求、すな

わち一つの目的ノードをもっ搬送要求のみを考える。また、要求の発生間隔

は指数分布に従うものとする。 1""'3個の搬送要求が同時に発生可能であり、

その個数はランダムにとるものとする。各要求に含まれる一つの目的ノード

は設備ノードの申からランダムに選択する。

(2)検討項目

次の二つを検討項目とする。

-全搬送要求に対する搬送完了時刻

・一回の駿送要求に要する平均搬送時間

(3)シミュレーションの手順

n台の投入搬送台車は、初期時点でランダムに選ばれた設備ノードのいず

れかに待機している。その後、平均発生時間間隔λの指数分布に従った搬送

要求が発生するものとする。すなわち、搬送要求の発生と発生との聞の時間

間隔Tは、次の確率に従うものとする。

P r (T< t )=1・exp(-t /λ) (6-8) 

また、一度の搬送要求の発生では、(1)項で述べたように 1......3個の閣でラン

ダムにとられる複数の要求が発生する。発生回数は、合計50回である。

このような搬送要求に対し、一般的なディスパッチングルールによる割当

て法(以後、一般的割当て法とよぶ)と動的割当て法を適用する。どちらの

方法に対しても、発生する要求は全く同ーとする。すなわち、要求の発生時

間間隔、各発生時点における搬送要求数、その要求の目的ノードは、どちら

の割当て法に対しても同じものを与える。また、一般的割当て法により搬送

要求を割り当てられた台車の経路は、動的割当て法と同じく、 5章で提案し

た完全固定法を用いて決定するものとする。このような50回の時系列的な

搬送要求発生を一回のシミュレーションとして、これを10回繰り返すこと

により、 (2)項で述べた二つの検討項目に関する出力を平均値として得る。

以上のようなシミュレーションにより、パラメータ nを3，4台、 λを2-
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20で変えながら、感度分析を実施した。

6. 5. 2 シミュレーシヨンの結果とその分析

図6.5 (a)，(b)は、それぞれ台車数3，4の場合の搬送要求発生時間間隔
(横軸)に対する平均搬送完了時刻(縦軸)を示したものである。 "0つま一

般的割当て法によるデータを、 "fl."は動的割当て法によるデータを示してい

る。但し、データの横軸の値は、パラメータ λではなく、実際に発生した要

求の平均要求発生時間間隔でとっている。

図からわかるとおり、ほとんどの場合、動的割当て法が一般的割当て法よ

り有効であるが、その有効性の特徴として、次のことが指摘できる。

(1)動的割当て法が有効であるのは、主に要求発生間隔が小さい場合すな

わち発生頻度の大きな場合であり、発生間隔が大きく発生頻度の小さな場合

には、二つの割当て法の有効性の聞には明確な差は認められない。

(2)要求発生時間間隔が小さい場合には、どちらの割当て法についても、

その搬送完了時刻にそれほど変動がない。要求発生時間間隔が大きい場合に

は、どちらの割当て法についてもその搬送完了時刻に差はなく、しかも、発

生間隔が大きくなるにつれ直線的に大きくなる。

図6.6 (a) ， (b)は、それぞれ台車数3，4の場合の要求発生時間間隔(横
軸)に対する台車の一回の搬送に要する平均搬送時間の変化を示したもので

ある。一般的割当て法に比較した動的割当て法の有効性がこの図でも見られ、

次のような特徴をもっ。

(a)動的割当て法による平均搬送時聞は、要求発生時間間隠の変化に対し、

概ね一定である。

(b)一般的割当て法による平均搬送時聞は、要求発生間隔が小さいほど大

きくなる傾向がある。

50回の搬送要求が出尽くすまでは搬送は完了しないから、搬送完了は、

全搬送要求の発生と、発生終了時点に待行列に残った搬送要求に対する搬送

を完了する作業との二つから成ると考えてよい。従って、搬送完了時刻に対

する割当て法の良しあしは、全要求の発生終了時点において残っている要求

をできるだけ少なくするように途申の搬送要求を処理できるかという点と、

待行列に残った要求を要求発生終了時点以後においてどれだけすばやく処理

できるかによると考えられる。

もし、要求の発生間隔が十分大きく、要求の発生と発生との間に要求に対
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図 6. 5 搬送完了時刻
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図 6. 6 搬送時間
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する搬送を完了可能であるならば、搬送完了時刻はすべての要求が発生し尽

くすまでの時間と最後に発生した要求を処理する時間の和で近似できると考

えられる。この時、搬送完了時刻yは、要求の平均発生間隔vと一つの要求

に対する平均搬送時間tとを用いて、次の式で見積ることができる。

Y='V・(50-1) +t (6-9) 

図6.5 (a)の一般的割当て法の平均搬送完了時刻を yで割ると、要求発生時

間間隔が10より大きな場合にはその値が概ね1.0となり、その場合には動

的割当て法の有効性がほとんど現われていないことがわかる。逆に、要求発

生間隔が10より小さな場合には、値は1.0より大きくなり、その場合には

動的割当て法の有効性が生じていることがわかる。 (6-9)式の yに対する平均

搬送完了時刻の比が1.0を境にして、動的割当て法の有効性に変化が生じる

のは、図6.5 (b)でも同様である。ャが大きい場合における搬送完了時刻の

?に対する直線性は、 (6-9)式に由来する。

このことは、図6.6の平均搬送時間についても当てはまり、比が1.0よ

り大きくなる要求発生間隔の小さな場合には、一般的割当て法の平均搬送時

聞が増加しており、逆に動的割当て法のそれはほとんど変化していない。

台車数n，要求の平均発生間隔?及び一回の平均要求発生数mを用いると、

一台の台車に与えられる搬送要求一個当りの発生間隔wを次式で見積ること

ができる。

w=n・ψ/rn (6-10) 

この値を平均搬送時間tで割った値γ=w/tは、台車の一回の搬送時聞を単

位として要求の発生間隔を表わした無次元の値となる。この値が1より大き

ければ、台車は次の要求を受け付けるまでに現在請け負っている搬送を終了

でき、待機時間をもっ余裕のあることを表わし、 1より小さければ、搬送を

終了する余裕もなく次の要求が与えられることを表わすといえる。

図6. 5(a)，(b)をそれぞれ描き直し、横軸に一般的割当て法に関する指標

γを、縦軸に一般的割当て法に対する動的割当て法による平均搬送完了時刻

の短縮率をとると、次のような特徴をもっ図6. 7(a)，(b)が得られる。

(ア)γが1.0より小さな場合には、比較的大きな短縮率をもち、動的割当

て法の有効性が強く現われる。短縮率はγが大きくなるにつれ直線的に減少

し、 γが1.0と2.0の聞においてOとなる。
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(イ)γが2.0より大きい場合には、動的割当て法による短縮効果は全くな
し、。

%1 %1=0 
3010 O 
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O 220 

。o
O 

!良
ト

10 
00 O 

O 。
2.0 1.0 2.0 
γ γ  

( a )台車数=3の場合 ( b )台車数=4の場合

図 6. 7 短縮率

以上のシミュレーション結果から、動的割当て法の有効性に関し次のこと

が言える。

i)動的割当て法は、一般的なディスパッチング‘ルールによる割当て法に比

べ、常に有効である。割当て法の有効性は、台車の搬送時間に比べ要求の発

生頻度が高く、要求を効率よく台車に割り当てることが必要となる場合に特

に重要である。すなわち、 γが1.0より小さい場合であり、そのときには動

的割当て法は高い有効性を有している。

ii)動的割当て法は、 Min-Maxマッチング問題の多項式計算時間の解法を用い

ているため、台車数や搬送要求数が多い場合にもその計算時聞における実用

性に問題はない。

i)で述べたように、動的割当て法の有効性は γの値に左右されるが、搬

送システムに含まれる種々の要素がγに及ぼす影響を考えることにより、動

的割当て法の評価を総合的に考察することが可能である。平均搬送時聞に影

響を及ぼす要因として、搬送ネットワーク網の形態 (Jレープ形，ランダムア

クセス形等)、ネットワークの干渉回避に関する工夫の有無(待避路や迂回

路の有無等)、台車数、最小干渉許容時間、経路決定法の良しあし等が考え

-130・



られる。例えば、 3---5章で提案したような効率的な経路決定法により、台

車の平均搬送時間を小さくすることができる。台車数は、搬送時聞に対し相

反するこつの影響を与える。すなわち、台車数が多い場合は、搬送要求の発

生した設備の近くで利用可能となる台車が多くなる結果、搬送時間が小さく

なるように働く。図6. 6の(a)，(b)ではこの影響が見られ、台車数の増加に
より搬送時間の若干の短縮効果が現われている。その反面、台車数が多くな

ると、台車の経路が錯綜し、台車聞の干渉が複雑になる結果、干渉回避のた

めの待ち停止時聞が多くなり、それが搬送時間を大きくするように働く。

γは搬送要求の平均発生間隔を平均搬送時間で割ったものであるから、上

の例で述べたようになんらかの要因により搬送時聞が小さくなると、 γの値

が大きくなる。その結果、図6.7からわかるとおり、同じ搬送要求の発生
時間間隔に対しては、割当て法の良しあしの差がそれほど重要でなくなる。

経路決定法との関連で言えば、効率的でない割当て法であっても、経路決定

法が効率的であれば、その短所が埋められるのである。逆に、効率の悪い経

路決定法であれば、搬送時間が大きくなり γの値が増加する結果、割当て法

の良しあしが重要となる。すなわち、経路決定法の効率の悪さを割当て法の

効率のよさでカバーしなければならない。

台車の搬送時聞に変化がなくとも、生産形態がより多品種化、少量化し、

作業工程が細分化されるようになると、搬送要求の発生頻度が高くなり、そ

の結果γの値が小さくなる。そのことが、割当て法の良しあしが効率的な搬

送に大きく影響するような状況を生むことになる。

工場の搬送系の大規模化、複雑化や台車数の必要以上の増加、また、上で

述べた多品種少量化といったような生産形態の変化により、従来の経路決定

法の効率性が相対的に低下するような状況においては、動的割当て法のよう

なより有効な割当て法が重要となる。

6. 6 結言

この章では、搬送要求の台車への割当て問題について考えた。この問題は、

台車の運行問題全体を最適に解くための部分問題であり、本来、もう一方の

部分問題である運行経路問題を考慮して最適化すべき問題である。しかし、

他の経路・スケジュール決定問題に関するこれまでの研究から、台車の運行

問題に関しでも、全体としての厳密解をリアルタイムに導出することの困難
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性が指摘できる。従って、台車の運行問題全体を大きく二つに分割し、その

一つを搬送要求の割当て問題、いま一つを割当てがなされたとした場合の運

行経路を決定する問題として、別々に最適化を図る階層的な解法手法を採用

したのである。後者の問題は、第3"""'5章ですでに議論した。ここでは、一

個積みの台車を想定し、総走行完了時刻最小化または最大走行完了時刻最小

化の評価尺度をもっ割当て問題を議論した。割当て問題に関しては、一台の

台車に一つ以上の要求の割当てをしない(重複を許さない)ものとし、台車

の経路が干渉のない最短経路を取り得るとすると、この問題は2部グラフの

マッチング問題や最大流最小コスト問題と見なすことができる。この問題に

対して、多項式の計算時間をもっ解法アルゴリズムが考えられることを6.

2節で示した。 6.3節では、重復の許された問題が多重巡回セールスマン

問題と同程度にその解法が困難であることを明かにした。

以上のことを踏まえ、 6.4節においては、台車の割当て問題を重複を許

さない問題に置き換えて、 Min-Maxマッチング問題の解法を用いたヒューリス

ティックな解法アルゴリズム(動的割当て法)を提案した。工場における搬

送要求の発生は本来時系列的であるが、この要求群全体の割当てを最適化す

ることは極めて困難である。ここで提案した動的割当て法は、時系列的に発

生する撮送要求をその発生時点だけで最適化することにより、全体の最適化

を目指す方法である。 6.5節において、この割当て法と一般的なディスパ

ッチングルールを用いた典型的な割当て法を簡単なシミュレーションを用い

て比較検討した結果、動的割当て法が次のような有効性を有することが明か

になった。

(1)動的割当て法は、典型的な割当て法に比べ、常に有効である。特に、

台車の搬送時聞に比べ要求の発生頻度が高く、効率よく台車を要求に割り当

てることが必要となる場合に、動的割当て法は有効である。

(2)動的割当て法は、 Min-Maxマッチング問題の多項式計算時間の解法を用

いているため、台車数や搬送要求数が多く問題の規模が大きい場合にもその

計算時間における実用性に問題はない。

-132・



第7章結論

近年多品種少申量生産における生産の効率化が望まれており、工場におい

ては、柔軟的で効率的な搬送手段である無人搬送車を用いた搬送システム作

りが注目を集めている。しかし、これまでのところ、従来の無人搬送車の運

行管理方法では、無人搬送車に求められている柔軟で効率的な搬送機能を十

分に引き出しているとは言いがたい。

本研究は、効率的な搬送の実現を目指して、無人搬送車(以後、台車とい

う)の運行管理ソフトウェアとして、搬送系内で生じたワーク等の搬送要求

に対する運行問題の解法を提案することを具体的な目標とした。本論文では、

この問題を割当て問題と運行経路決定問題に分割して考察した。以下、本論

文の成果について、各章ごとに要約して述べる。

第2章においては、まず、一般的な“経路・スケジュール決定問題"を経

路決定問題、スケジュール決定問題及び.混合問題に分類し、それぞれの分類

に含まれる具体的な問題に関するサーベイを行った。台車の運行問題の特徴

を考察した結果、この問題は、複数台車聞の干渉という現象を考慮しなけれ

ばならないため、上の分類における混合問題に位置することがわかった。以

上の考察により、台車の運行問題の独自性が明かになり、この問題を対象と

することの価値が明確になった。

第3章においては、複数台車のうちの一台に一目的地からなる搬送要求が

与えられた場合、走行時聞を最小化する運行経路決定問題を議論した。この

問題をタイムウインドウをもっ最短時間経路問題(台車運行型SPPTW) 

にモデル化し、分枝限定法を用いた解法アルゴリズムを提案した。

一般の分枝限定法でも言えるように、この解法の計算効率はそこで用いら

れる下界評価法に大きく左右される。 3章の後半では、三つの下界評価法(

第1.......3法)を提案し、それらの有効性について数値例により検討した。そ

の結果、第2法は問題に実行可能解の存在する場合の解の導出に効果的であ

り、第3法は実行可能解の存在しない場合にその実行不能性を効果的に判断

するのに有効であることがわかった。一方、第1法は、比較の基準として考

えた方法であり、他の方法に比べ簡便な評価法であるが、評価の誤差が大き

いため全体としての有効性に欠けるという結果が得られた。

第4章では、台車運行型SPPTWを拡張した種々の問題について考察し

た。まず、台車の走行時間に非負性を仮定しない場合に一般化した台車運行
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型SPPTWを考えた。その結果、この問題がタイムウインドウ制約のない
古典的な最短経路問題と同じ構造をもつことが明らかになった。この性質を

用いることにより、 3章で提案した解法を、古典的な最短経路問題に対する

Bellman -Fordの解法やYenの解法と同じ構造の解法に一般化することができた。

次に、実際の台車の走行において遅延が生じた場合、走行スケジュールを

どのように再スケジューリングするかの手順に関する考察を行なった。 4章

の後半では、各ノードにおける台車の最早到着時刻と最遅出発時刻を導出す

るアルゴリズムを考え、これら二つの時刻を用いたリスケジ、ユーリング手順

の提案を行なった。

4章の最後では、搬送要求が複数目的地からなる場合や、目的地における

作業時聞をもっ場合の運行経路決定問題に対して、第3章で提案した解法を

拡張する方法についての考察を行なった。

第5章では、 3章、 4章が一台車に対する運行経路決定問題を取り扱った

のに対し、全台車の総走行時間最小化を評価尺度として、複数台車の運行経

路決定問題に対する解法アルゴリズムを組合せ論的立場から提案した。解法

は、各台車に対しいくつかの代替経路をグラブ論的手法により探索する過程

と、代替経路上の待ち停止時間を線形計画法を用いて決定する過程とから成

る。この解法では、搬送要求が与えられた台車以外の台車の経路の取扱い方

により、三つの経路決定法(完全固定法、経路固定法、更新法)を提案した。

さらに、数値例を用いることにより検討した結果、これら三つの方法の有効

性に関して、次のような知見を得ることができた。

(1)実行可能な経路決定という点では、更新法が最も優れている。特に、

ネットワークの大きさに比べ台車数が多い等の複雑な干渉形態の予想される

場合に、他の方法に対するこの優位性が顕著である。更新法は、計算時間が

比較的大きいが、解の導出を初期実行可能解を導く段階までで止めることで、

計算時聞を大きく短縮できる。

(2)計算時間の面では、完全固定法は極めて優れており、ネットワークの

大きさや台車数の変化に対して計算時聞に大きな増減は生じない。

また、評価尺度を最大走行完了時刻最小化とした場合の解法についての考

察も行なった。

無人搬送車の経路決定では、複数台車の衝突回避を可能にする経路(実行

可能経路)を見つけることが必要不可欠の条件である。 5章の後半では、上

で提案した更新法によっても問題の実行可能経路が求められなかった場合に、
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その解法アルゴリズム中に組み込んで使用するヒューリスティックな三つの

干渉回避法(第 1---3法)を提案した。また、これらの方法の特徴について、

数値例により検討した。その結果、次のような特徴があることがわかった。

(a)第l法は、停止中台車が他の台車の通行の妨害になっている場合、こ

の停止中台車を一時的にほかの場所に待避させることが有効な状況に適する

方法である。

(b)第2法は、ある台車がその走行途中において一時的に待避行動をとる

ことが、他の台車の通行にとって有効な状況に適する方法である。

(c)第3法は、複数台車の通過により混雑する地点、を迂回することが有効

である状況に適する方法である。

(d)第1---3法のそれぞれの干渉回避法が有効となる経路決定問題の特徴

が異なっているため、三つの方法を組み合わせることにより、さらに有効な

干渉回避法となる。

第6章では、同時に複数個発生した搬送要求をどの台車に割り当てるかと

いう割当て問題に対して、 Min-Maxマッチング問題の解法を利用したヒューリ

スティックな割当て法(動的割当て法)を提案した。さらに、シミュレーシ

ヨンにより、この方法を典型的なディスパッチングルールを用いた割当て法

と比較した結果、次のことが明かになった。

搬送完了時刻及び一回の搬送に要する平均搬送時聞の面で、ディスパッチ

ングルールを用いた割当て法に比べ、動的割当て法の方が有効である。特に、

搬送要求の発生頻度が高く、効率的な割当ての望まれる状況において、その

有効性は高い。
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